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様式１－２－１ 行政執行法人 中期目標期間評価 評価の概要様式 

 
１．評価対象に関する事項 
法人名 独立行政法人造幣局 
評価対象中期目標期間 中期目標期間実績評価 第３期中期目標期間 

中期目標期間 平成 25～26年度 

 
２．評価の実施者に関する事項 
主務大臣 財務大臣 
 法人所管部局 理財局 担当課、責任者 国庫課 
 評価点検部局 大臣官房 担当課、責任者 文書課政策評価室 
 
３．評価の実施に関する事項 
評価の実施に当たっては、６月 24日に造幣局理事長及び監事へのヒアリングを行い、７月 17日に有識者からの意見聴取を行った。 
 
 
 
 
 
４．その他評価に関する重要事項 
特になし 
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様式１－２－２ 行政執行法人 中期目標期間評価 総合評定様式 

 
１．全体の評定 
評定 
（Ｓ、Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄ） 

Ｂ：中期目標における所期の目標を達成していると認められる。 

評定に至った理由 本中期目標期間中の各年度において、項目別評定は一部がＡであるものの殆どの項目がＢであること、また、全体の評定を引き下げる事象がなかったことから、「独立行政法人

の評価に関する指針」（総務大臣決定）に基づきＢとした。 
 
２．法人全体に対する評価 
法人全体の評価 ・本中期目標期間においては全ての年度で、主たる業務の一つである「貨幣の製造」について、財務大臣が製造計画で定めた貨幣の全量を、指定した納期までに確実に納品し、

貨幣の円滑な供給に大きな役割を果たした。 

・外国政府等の貨幣等製造の受注に関しては、８種類の外国貨幣を製造したほか、前中期目標期間中に比べ倍増となる 10件の入札に参加するなど積極的な姿勢がみられた。 

・平成 26年度は、貨幣の製造において、納品後の返品が発生し、また、500円ニッケル黄銅貨幣の歩留率が目標水準を下回ったが、柔軟で機動的な製造体制の維持及び品質管理

の徹底については所期の目標を上回る成果を上げた。 

・期間を通じて、勲章等及び金属工芸品の製造、貴金属の品位証明など、その他の業務についても着実に成果を上げており、また、技術の維持・継承に関しては、多数の職員が

「平成 26年度科学技術分野の文部科学大臣表彰創意工夫功労者賞」をはじめとする各種表彰を受け、人材育成の成果が認められた。 

・業務運営の効率化に関しては積極的な取組がみられ、特に、経費の削減については、各数値目標が高い水準で達成された。 

・「職場環境の整備に関する計画」については、平成 25年度に発生した労働災害（3件）の教訓を踏まえた実践的な取組を推進したことに加え、職場環境整備計画の実施状況を

事後評価し改善につなげたほか、環境マネジメントシステムがＩＳＯ14001認証の維持・更新審査に合格するなど質的にも顕著な成果が見られた。 

以上を踏まえ、全体として順調な業務運営が行われていると評価する。 
全体の評定を行う上で

特に考慮すべき事項 
特に全体の評価に影響を与える事象はなかった。 
 

 
３．課題、改善事項など 
項目別評定で指摘した

課題、改善事項 
・高度なセキュリティが求められる貨幣等の製造を主力業務としていること、平成 27年度からは行政執行法人に移行したこと及びサイバー犯罪が高度化し、かつ、増加してい

ることを踏まえると、より強固な内部統制や機密情報の保護を含めたセキュリティの確保に向け、弛むことなく努力を続けていくことが重要である。 

・会計検査院から指摘を受けたガスの供給契約については、一般競争入札に付する処置が講じられているところであるが、平成 27年度以降においても、引き続き、契約事務の

適正化に努める必要がある。 

・納品後の返品が発生したこと及び 500円ニッケル黄銅貨幣の歩留が目標値を下回ったことについては、再発防止策や工程管理の徹底が図られるよう求める。 

・品位証明印の打刻間違いについては、すでに再発防止策が講じられているが、徹底した対応を求める。 

・労働災害に関しては、安全衛生委員会における検証等を通じて危険箇所の改善等が図られているところであるが、引き続き、労働災害の未然防止に注力することが重要である。 
その他改善事項 該当なし 

主務大臣による改善命

令を検討すべき事項 
該当なし 
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４．その他事項 
監事等からの意見 ○監事ヒアリング（平成 27年 6月 24日）における監事からの主な意見 

・昨年度、課せられた使命については、おおむね達成していると思う。 

・事業環境の変化とともに新たなリスクが生じるため、内部統制の維持・強化が重要。 

・長年にわたりコストや人員の削減を続けてきているがゆえに、今後ますます、職場環境にも配慮していく必要がある。 

その他特記事項 ○独立行政法人造幣局の業務実績評価に関する有識者会合（平成 27年 7月 17日）において、各委員から出された主な意見は以下のとおり。 

 ・業務の質を確保しながら固定的な経費を大幅に削減したことは高く評価したい。 

 ・外国政府等からの貨幣製造の受注については、評価の指針に基づけばＢ評価となることはやむを得ないが、全体として積極的な姿勢が顕著であり、参考指標ではあるものの

数値的にも大きな成果をあげているため、高く評価したい。 

 ・「その他の業務全般に関する見直し」において、会計検査院の指摘事項は法令遵守の問題であり、重く受け止める必要があるが、本件については、管内のガス供給事業者が

一者のみであったという状況を斟酌すれば、この１点のみで本項目全体の評価を下げるのではなくＢとした評価は妥当ではないか。 

 ・公務災害については、平成 25年度の実績を踏まえ、対策を講じたことにより平成 26年度は休業４日以上の労働災害が発生しなかったことは評価できるのではないか。 
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様式１－２－３ 行政執行法人 中期目標期間評価 項目別評定総括表様式 

中期計画 年度評価 中期目標期

間評価 
項目別調書

№ 
備考

欄 
 中期計画 年度評価 中期目標期

間評価 
項目別調

書№ 
備考欄 

 25
年度 

26
年度 

27
年度 

28
年度 

29
年度 

  25 
年度 

26 
年度 

27 
年度 

28
年度 

29 
年度 

Ⅰ． 業務運営の効率化に関する事項  Ⅱ．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項  
 事務及び事業の見直し           通貨行政への参画 Ａ Ｂ    Ｂ Ⅱ-1  

 経費削減に向けた取組 Ａ Ａ Ａ Ⅰ-1-(1)    貨幣の製造等      
 貨幣製造業務における取組 Ａ Ｂ Ｂ Ⅰ-1-(2)     貨幣の製造 Ａ Ｂ Ｂ Ⅱ-2-(1)  
 金属工芸品製造業務におけ 

る取組 
Ａ Ｂ Ｂ Ⅰ-1-(3) 

    外国政府等の貨幣等製造の

受注 
Ａ Ｂ Ｂ Ⅱ-2-(2) 

 

 品位証明業務等における取

組 
Ａ Ｂ Ｂ Ⅰ-1-(4) 

    貨幣の販売 
Ａ Ｂ Ｂ Ⅱ-2-(3) 

 

  その他業務の見直し Ａ Ｂ Ｂ Ⅰ-1-(5)     地金の保管 Ａ Ｂ Ｂ Ⅱ-2-(4)  
組織の見直し Ａ Ｂ Ｂ Ⅰ-2    勲章等の製造等      
保有資産の見直し 

Ａ Ｂ Ｂ Ⅰ-3 
    勲章等及び金属工芸品の製

造等 
Ａ Ｂ Ｂ Ⅱ-3-(1) 

 

リスク管理及びコンプライア

ンスの確保 
Ｂ Ｂ Ｂ Ⅰ-4 

    貴金属の品位証明・地金及

び鉱物の分析業務 
Ａ Ｂ Ｂ Ⅱ-3-(2) 

 

 その他業務全般に関する見直

し 
Ａ Ｂ Ｂ Ⅰ-5 

            

        Ⅲ．財務内容の改善に関する事項  
         予算（人件費の見積りを含

む。）、収支計画、資金計画 
Ａ Ｂ 

   
Ｂ Ⅲ-1 

 

        短期借入金の限度額 － － － Ⅲ-2  
        不要財産又は不要財産となる

ことが見込まれる財産がある

場合には、当該財産の処分に

関する計画 

○ － Ｂ Ⅲ-3 

 

        上記に規定する財産以外の重

要な財産を譲渡し、又は担保

に供しようとするときは、そ

の計画 

－ － － Ⅲ-4 

 

         剰余金の使途 － －    － Ⅲ-5  
                  
        Ⅳ．その他の事項  
         人事に関する計画 Ａ Ｂ    Ｂ Ⅳ-1  

        施設、設備に関する計画 Ａ Ｂ Ｂ Ⅳ-2  
        職場環境の整備に関する計画 Ｂ Ｂ Ｂ Ⅳ-3  
        環境保全に関する計画 Ａ Ｂ Ｂ Ⅳ-4  
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※重要度を「高」と設定している項目については各評語の横に「○」を付す。 
難易度を「高」と設定している項目については各評語に下線を引く。 
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様式１－２－４－２ 中期目標管理法人 中期目標期間評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－１－（１） 経費削減に向けた取組 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
－ 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 区分 達成目標 基準値 

（前中期目標期間最

終年度値等） 
25 
年度 

26 
年度 

25･26 年度 
平均 

27 
年度 

28 
年度 

29 
年度 

（参考情報） 
当該年度までの累積値

等、必要な情報 
法人全体の固定的な

経費の削減率の状況 
法人全体 本中期目標期間中の固定的な経

費の平均額が、前中期目標期間ま
での実績平均額と比較し、8％以
上削減 

16,544 百万円 
14,495 百万円 14,250 百万円 14,373 百万円     

（削減率） 12.4％ 13.9％ 13.1％ 

工場別及び総務・企画

部門の固定的な経費

の削減額 

工場別・本局 

本中期目標期間中の固定的な経
費の平均額が、前中期目標期間ま
での実績平均額を下回る 

5,015 百万円 
4,383 百万円 4,374 百万円 4,378 百万円  

（削減率） 12.6％ 12.8％ 12.7％ 
工場別・東京支局 

1,386 百万円 
894 百万円 913 百万円 903 百万円  

（削減率） 35.5％ 34.1％ 34.8％ 
工場別・広島支局 

3,863 百万円 
3,812 百万円 3,692 百万円 3,752 百万円  

（削減率） 1.3％ 4.4％ 2.9％ 
総務・企画部門 

5,422 百万円 
4,818 百万円 4,656 百万円 4,737 百万円  

（削減率） 11.1％ 14.1％ 12.6％ 
研究所の固定的な経

費の削減状況 
研究所 

次期改鋳に向けた偽造防止技術
等の研究開発に直接影響を及ぼ
すことを踏まえつつ、本中期目標
期間中の固定的な経費の平均額
が、前中期目標期間までの実績平
均額を下回る 

858 百万円 
588 百万円 615 百万円 601 百万円  

（削減率） 31.4％ 28.3％ 29.9％ 

経常収支率の状況 経常収支率 毎年度の実績が 100％以上 100％ 103.0％ 103.9% － 経常収益を経常費用で除した

うえで１００を乗じて算出 
売上高販管費率の状

況 売上高販管費率 
本中期目標期間中の実績平均が

前中期目標期間までの実績平均

値を下回る 
17.8％ 15.7％ 14.3％ 15.0％ 

研究開発費を除く総務・企画
部門の販売費及び一般管理費
を売上高で除したうえで、１
００を乗じて算出 

（注１）固定的な経費の定義は以下のとおり 
・固定的な経費＝当期総製造費用（原価控除収入を除く。）＋販売費及び一般管理費－変動費 
・変動費＝原材料費（主要材料に限る。）＋外注加工費＋時間外手当（当期総製造費用に係るものに限る。） 

（注２）平成２５年度、２６年度実績は、第３期中期計画に基づいて、資産債務改革の趣旨を踏まえた保有資産の見直しにより発生する費用及び環境対策投資による発生費用を控除して計算した金額。控除金額は、平成２５年度、２６年度

ともに環境対策投資による発生費用のみ。環境対策投資の内訳は、平成２５年度は本局４百万円、広島支局１百万円、総務・企画部門３百万円、計９百万円（合計額は百万円以下四捨五入の関係で一致しない。）、平成２６年度は、本局４百

万円、広島支局５百万円、総務・企画部門３百万円、計１２百万円。  
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３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 評定 A 
  (1）経費削減に向けた取組 

一般管理費及び事業費につ

いては、これまでの削減実績

を踏まえつつ、より一層の効

率化を図る観点から具体的な

目標を設定することとし、以

下の取組を行うものとする。    
①  本中期目標期間におけ

る経費削減の程度及び経

営上の判断に必要な指標

として、引き続き、法人

全体及び工場別の経費削

減目標を設定するととも

に、総務・企画部門及び

研究所についても経費削

減に努め、業務の効率化

及び生産性の向上を図

る。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（１）経費削減に向けた取組 
一般管理費及び事業費に係る効

率化目標について、以下の取組を

行います。 
① 経費の削減 
経費削減の程度及び経営上の判

断に必要な指標として、引き続き、

造幣局の効率化に関する努力が客

観的に反映され、かつ、造幣局の

管理困難な売上高に影響されにく

い「固定的な経費」を削減目標と

して設定することにより、業務の

効率化及び生産性の向上を図りま

す。 
法人全体の経費削減目標につい

ては、本中期目標期間中の固定的

な経費の実績平均額が、前中期目

標期間までの実績平均額と比較

し、8％以上削減となるよう取り組

みます。 
工場別及び総務・企画部門の固

定的な経費については、本中期目

標期間中の固定的な経費の実績平

均額が、前中期目標期間までの実

績平均額を下回るよう取り組むと

ともに、研究所の固定的な経費に

ついては次期改鋳に向けた偽造防

止技術等の研究開発に直接影響を

及ぼすことを踏まえつつ、可能な

限り削減に向けて努めます。 
（参考）前中期目標期間までの固

定的な経費の平均額 
(見込み) 166 億円 

（注１）固定的な経費の定義は以

下のとおり 
固定的な経費＝当期総製造費用

（原価控除収入を除く。）＋販売費

及び一般管理費－変動費 

 
 
 
 
○法人全体の固定的

な経費の削減率の

状況 
○工場別及び総務・企

画部門の固定的な

経費の削減額 
○研究所の固定的な

経費の削減状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜主要な業務実績＞ 
 
 
 
・ 固定的な経費の削減に

ついては、業務の質の確

保を図りつつ、一般管理

費及び事業費の効率的

使用に取り組んだ結果、

本中期目標期間中の固

定的な経費の実績平均

額が、前中期目標期間ま

での実績平均額と比較

し、法人全体では１３．

１％の削減となり、工場

別、総務・企画部門、研

究所についても前中期

目標期間までの実績平

均額をそれぞれ下回っ

た。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜評定と根拠＞ 
評定：Ａ 
本中期目標期間中の固定的

な経費の平均額の削減につい

ては、人件費がやむを得ない

事情により増加した（２２頁

を参照）厳しい状況にあって

も、経費の効率的使用に努め

たことや、ＩＳＯ９００１に

基づく品質マネジメントシス

テムの下、業務の効率化等に

関する組織目標を定め、その

目標達成に向けて取り組んだ

こと、活発な業務改善活動に

より、工場別、総務・企画部

門、研究所について、全て前

中期目標期間までの実績平均

額を下回り、達成した。この

全局的な取組の成果として、

法人全体についても、前中期

目標期間までの実績平均額１

６５億円に対して、１３．１％

（２２億円）を削減し、目標

の８％を大きく上回る達成と

なったことは、高く評価でき

る。 
経常収支率（平成２５年度

１０３．０％、平成２６年度

１０３．９％）、売上高販管費

率（本中期目標期間中の実績

平均値１５．０％）について

は、ＥＲＰシステムの活用等

により経費の削減に努めたこ

とにより、目標を達成した。 
変動費については、貨幣製

造量の増加や記念貨幣（金貨）

の製造等に伴い原材料費が平

成２４年度より増加している

＜評価の視点＞ 

 経費の削減及び業務の効率化が着実に実施され、各数値目標が達成

されたか。 

 

＜評価に至った理由＞ 

 国家公務員に準じて実施した役職員の給与減額支給措置に加え、退

職不補充等による経年の努力の結果、法人全体の固定的な経費の削減

率は、高い水準に設定した目標（8％）を大きく超える水準（13.1％）

となった。また、研究所の固定的な経費についても、目標額に比べて

大幅な削減（29.9％）となっており、さらに、ＩＳＯ９００１による

品質管理のもとで、ＥＲＰ（注）を活用しコストの発生原因を分析する

など経費削減に取り組んだ結果、工場別及び本局の経費、経常収支率

及び売上高販管費率といった定量的な数値目標はすべて達成した。ま

た、変動費については、引き続き、製造工程で発生した返り材等の有

効利用に取り組んだ。 

 以上のように、本項目については努力の成果が各数値に高い水準で

表れていることから、中期目標における所期の目標を上回る成果が認

められるとしてＡとしたもの。 

 

（注）ＥＲＰ 

Enterprise Resource Planning の略で、企業全体の経営資源を有効かつ総

合的に計画・管理し、経営の効率化を図るための手法・概念を指す。 
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②  業務運営の効率化によ

る採算性確保の状況や財

務状況の健全性を示す指

標として「経常収支率」

を設定しているところで

あるが、更なる効率化を

推進するため、新たに具

体的な目標設定を行う。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

変動費＝原材料費（主要材料に限

る。）＋外注加工費＋時間外手当

（当期総製造費用に係るものに限

る。） 
（注２）中期計画策定時に想定さ

れなかった事象が生じた場合に

は、固定的な経費の構成要素ごと

に必要な修正を行うものとしま

す。 
（注３）資産債務改革の趣旨を踏

まえた組織の見直し、保有資産の

見直しにより発生する費用、環境

対策投資により発生する費用及び

本中期目標期間中の新たな施策に

より発生する費用については固定

的な経費から除くものとします。 
 
② 効率化の推進に向けた指標の

設定 
経営環境の変化等があった場合

においても、円滑な業務運営が行

えるよう財務体質の強化が図られ

る「経常収支率」を引き続き指標

として設定し、毎年度 100％以上

になるよう取り組みます。また、

一層の効率化を推進するため、新

たな指標として、売上に対する販

売費及び一般管理費（研究開発費

を除く。）の比率を示す「売上高販

管費率」を設定し、本中期目標期

間中の実績平均値が、前中期目標

期間までの実績平均値を下回るよ

う取り組みます。 
（注１）経常収支率 
経常収益÷経常費用×１００ 
（注２）売上高販管費率 
販売費及び一般管理費（研究開発

費を除く。）÷売上高×１００ 
（注３）売上高販管費率について

は、中期計画策定時に想定されな

かった事象が生じた場合、算定要

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○経常収支率の状況 
○売上高販管費率の

状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・ 効率化の推進について

は、収入見込みを精査し

つつ、ＥＲＰシステムの

活用等により、コストの

発生原因をきめ細かく

分析し、経費の削減に取

り組んだ結果、平成２５

年度の経常収支率は１

０３．０％、平成２６年

度の経常収支率は１０

３．９％、本中期目標期

間中の売上高販管費率

実績平均値は１５．０％

となった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ものの、材料の有効利用に努

め、抑制に取り組んだ。 
 
 
以上のことから、経費の削

減及び効率化の推進に向けた

取組については、全ての定量

的な数値目標を達成してお

り、特に法人全体の効率化、

経費縮減努力の結果を総合的

にあらわす重要な指標である

法人全体の固定的な経費の削

減については中期計画におけ

る所期の目標を大きく上回る

成果が得られており、その他

の定性的な取組については、

外的要因（貨幣製造量の増加

や金貨の製造等に伴う原材料

の増）を除けば、中期計画に

おける所期の目標を達成して

いることを踏まえ、「Ａ」と評

価する。 
 
＜課題と対応＞ 
特になし。 
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③  固定的な経費の削減目

標の設定に当たり、引き

続き、継続的な発行が見

込まれる地方自治貨幣関

係経費を含めるなど、削

減目標の対象について検

討を行うものとする。 
 
 
 
なお、基幹業務である貨幣の

製造に係る経費については、

毎年度、国が定める製造計画

により左右されるものである

が、厳格かつコスト意識を持

った原価管理に一層努め、可

能な限り、変動費についても

個々の費目特性に応じたコス

ト縮減が図られるよう努める

ものとする。 

素ごとに必要な修正を行うものと

します。また、資産債務改革の趣

旨を踏まえた組織の見直し、保有

資産の見直しにより発生する費

用、環境対策投資により発生する

費用及び本中期目標期間中の新た

な施策により発生する費用につい

ては、算定から除くものとします。 
③ 固定的な経費の削減対象の見

直し  
固定的な経費の削減目標の設定

に当たっては、引き続き、継続的

な発行が見込まれる地方自治法施

行 60 周年記念貨幣に伴う設備投

資等の経費を含めるほか、管理部

門及び研究所等の工場に勤務しな

い者に係る時間外手当も含めま

す。 
なお、基幹業務である貨幣の製

造に係る経費については、毎年度、

国が定める製造計画により左右さ

れるものでありますが、厳格かつ

コスト意識を持った原価管理に一

層努め、可能な限り、変動費につ

いても個々の費目特性に応じたコ

スト縮減が図られるよう努めま

す。そのため、変動費の大宗を占

める原材料費については、市況の

変動等外的要因に左右される面を

有していますが、引き続き、材料

品質の低下やばらつき等品質上の

問題が発生しないよう十分に留意

しつつ、調達価格の抑制に向けて

努めます。 
また、民間企業で行われている

経営手法である ISO9001 の確実

な認証の維持に取り組むととも

に、品質マネジメントシステム及

び ERP システム（統合業務システ

ム）を一層活用すること等により、

業務の効率化を図り、経費の縮減

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○変動費の縮減状況 
○原材料費の調達価

格抑制に向けた取

組状況 
 
 
 
 
 
 
○ISO9001 の認証の

維持に向けた取組

状況 
 
 
＜評価の視点＞ 
○一般管理費及び事 

業費の効率的使用

に取り組み、法人全

体及び工場別、総

務・企画部門、研究

所それぞれの目標

値を上回る固定的

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・ 変動費については、貨

幣製造量の増加や記念

貨幣（金貨）の製造等に

伴い、原材料費が平成２

４年度から増加したも

のの、製造工程で発生し

た返り材等を再利用す

るなどの取組により、コ

ストの縮減に取り組ん

だ。 
・ また、ＩＳＯ９００１

の確実な認証の維持に

取り組むとともに、現場

における創意工夫を活

かし、効率化を推進する

ため、ＱＣサークル活動

などの業務改善活動に

積極的に取り組んだ。Ｑ

Ｃサークル活動地方発

表会には平成２５年度

１９サークル、平成２６

年度１４サークルが参

加し、業務改善事例報告
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に取り組みます。 
 
 

な経費の削減が達

成できているか。 
○効率化を推進する

ことで、経常収支

率、売上高販管費率

における目標が達

成できているか。 
○変動費の縮減、

ISO9001 の認証維

持や業務改善活動

の推進等によるコ

スト縮減の取組が

図られているか。 
 

については本中期目標

期間中に１，４７０件の

報告があった。 

 
４．その他参考情報 
特になし 
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様式１－２－４－２ 中期目標管理法人 中期目標期間評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－１－（２） 貨幣製造業務における取組 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
（財務省） 
平成 26 年度事前分析表〔総合目標４〕 
平成 26 年度事前分析表〔政策目標４－１〕 
平成 26 年度行政事業レビューシート 事業番号：025  

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

（前中期目標期間最終年

度値等） 

25 年度 26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 （参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要な

情報 
         

 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 評定 B 
 （2）貨幣製造業務における取

組 
貨幣製造業務については、引

き続き、国民生活の安定等に不

可欠な事業として確実に実施

していくものとする。また、偽

造防止技術を高度化するため、

金属工芸品や外国貨幣の受注

の機会等を捉えて、新技術の耐

久性、量産性等を含めた検証・

確認の充実に努めつつ、確実か

つ機動的な製造管理体制の維

持・向上を図るものとする。 
 

（２）貨幣製造業務における取

組 
貨幣製造業務については、引

き続き、国民生活の安定等に不

可欠な事業として確実に実施

します。また、通貨関係当局等

との連携を強化し、外国貨幣等

の更なる受注に向けた取組を

行うとともに、偽造防止技術を

高度化するため、金属工芸品や

外国貨幣の受注の機会等を捉

えて、新技術の耐久性、量産性

等を含めた検証・確認の充実に

努めつつ、確実かつ機動的な製

造管理体制の維持・向上を図り

ます。 
 

 
 
○貨幣製造業務の実施

状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜主要な業務実績＞ 
 
・ 貨幣製造業務については、

国民生活の安定等に不可欠

な事業として確実に実施

し、財務大臣の定める貨幣

製造計画に従って平成２５

年度９億７，９５６万枚、

平成２６年度１１億３，０

３７．３万枚の貨幣を製造

した。なお、市中から回収

された５００円貨につい

て、再使用することが適当

な貨幣を選別して納品する

取組を実施しており、平成

２５年度は１億４，７００

万枚、平成２６年度は１億

７，９００万枚の選別作業

を行い、それぞれ３，００

０万枚を納品した。また、

平成２６年度は１円貨につ

＜評定と根拠＞ 
評定：Ｂ 
貨幣製造業務については、

耐用年数を大幅に経過してい

る圧延設備の大規模整備を行

うなどの確実かつ機動的な製

造管理体制の維持・向上の取

組により、財務大臣の定める

貨幣製造計画を確実に達成し

たことは評価できる。 
外国貨幣等の受注について

は、平成２４年度に受注した

バングラデシュ２タカ貨幣５

億枚等を確実に製造したこと

は評価できる。また、新たに

５か国６種類の外国貨幣を受

注したことなど、積極的な受

注活動に取り組んでいると認

められる。 
新技術の耐久性、量産性等

を含めた検証・確認について

＜評価の視点＞ 

 国民生活の安定等に不可欠な事業として確実に実施したか。 

 

＜評価に至った理由＞ 

 貨幣製造業務については、国民生活の安定等に不可欠な事業とし

て、製造管理体制を維持しつつ、圧延設備の大規模整備を行い、財務

大臣の定める貨幣の製造計画（Ⅱ－２－（１）参照）を確実に製造し

た。 

 また、外国貨幣等の受注（Ⅱ－２－（２）参照）については、新た

に５か国６種類の外国貨幣を受注、製造したほか、新技術の検証・確

認も着実に実施されていると認められる。 

 以上を踏まえ、中期目標における所期の目標を達成しているとして

Ｂとしたもの。 
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○外国貨幣等の受注に

向けた取組状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

いても４，７００万枚の選

別作業を行い、３，３００

万枚を納品した。 
（貨幣製造枚数には、選別

納品枚数を含む。） 
・ 外国貨幣等については、

平成２４年度に受注したバ

ングラデシュ２タカ貨幣５

億枚及び同国の記念銀貨幣

（１００タカ）４千枚を確

実に製造した。また、積極

的な受注に向けた活動が実

り、日本カンボジア友好６

０周年記念銀貨幣（３，０

００リエル）１万枚、日本

ブルネイ外交関係樹立３０

周年記念銀貨幣（３０ブル

ネイ・ドル）５，５００枚、

オマーン国第４４回国祭日

記念銀貨幣（１リヤル）１

千枚、日本ミャンマー外交

関係樹立６０周年記念銀貨

幣（５，０００チャット）

１万枚、オマーン国ニズ

ワ・イスラム文化の首都２

０１５記念銀貨幣（１リヤ

ル）２千枚及び日本ラオス

外交関係樹立６０周年記念

銀貨幣（５０，０００キー

プ）１万枚の受注、製造を

行った。 
また、財務省・外務省等

の協力も得つつ、外国貨幣

等の製造に係る入札に積極

的に参加し、各国が実施す

る入札への対応方法等のノ

ウハウを会得することがで

きた。さらには、外国通貨

関係当局との情報交換を行

う等、受注に向けて積極的

に取り組んだ。 

は、日本の貨幣素材とは異な

るステンレススチールを素材

とするバングラデシュ２タカ

貨幣の製造を行ったこと及び

量産規模のメッキ貨幣の試

作、確認を行ったことにより

メッキ技術を用いた外国貨幣

製造への応札が可能となった

ことは評価できる。 
 
以上のことから、貨幣製造

業務における取組について

は、全ての定性的な取組につ

いて中期計画における所期の

目標を達成していることを踏

まえ、「Ｂ」と評価する。 
 
＜課題と対応＞ 
特になし。 
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○新技術の耐久性、量

産性等を含めた検

証・確認の充実に向

けた取組状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○確実かつ機動的な製

造管理体制の維持・

向上に向けた取組状

況 
 
＜評価の視点＞ 
○財務大臣の定める貨

幣製造計画に従い、

貨幣製造業務を確実

に実施できている

か。 
○外国貨幣等の更なる

・ 金属工芸品や外国貨幣の

受注に当たっては、貨幣製

造技術に係る新技術の耐久

性、量産性等を含めた検

証・確認を図り、貨幣の偽

造防止技術の高度化に資す

る新製品の開発等を行い、

日本の貨幣素材とは異なる

ステンレススチールを素材

とするバングラデシュ２タ

カ貨幣の製造を行ったほ

か、メッキ技術を用いた外

国貨幣の製造に向けて、量

産規模のメッキ貨幣の試作

を行い、極印命数等の耐久

性を確認し、外国貨幣製造

への応札を実施した。 
また、製造体制の効率化

を図るため、平成２６年度

を通じて、貨幣検査機等を

通した貨幣の品質確認調査

の結果を踏まえ、５円貨に

ついては貨幣検査機等を通

した貨幣の品質確認調査を

行うことにより通常時の平

見検査を廃止し、５０円貨

については平見検査の廃止

に向けた品質確認調査を進

めた。 
・ 貨幣の安定的かつ確実な

製造のため、耐用年数を大

幅に経過している圧延設備

の大規模整備を行うととも

に、柔軟で機動的な製造体

制の構築のため、作業量に

応じて貨幣製造工程間の人

員配置を柔軟かつ機動的に

行えるようにしているほ

か、貨幣部門では、現場職

員が貨幣需給等の現下の状

況を十分に理解し、柔軟で
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受注に向けた取組を

行っているか。 
○偽造防止技術の高度

化を図るための新技

術の耐久性、量産性

等を含めた検証・確

認の充実に努めてい

るか。 
○確実かつ機動的な製

造管理体制の維持・

向上に取り組んでい

るか。 
 

機動的な対応を取れるよう

にすることを目的として、

幹部職員と意見交換を行う

機会を設けている。 
 

 
４．その他参考情報 
特になし 
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様式１－２－４－２ 中期目標管理法人 中期目標期間評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－１－（３） 金属工芸品製造業務における取組 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
（内閣府） 
平成 26 年度事前分析表（内閣府 26-68（政策 14－施策①）） 
平成 26 年度行政事業レビューシート（内閣府） 事業番号：0089  

 
２．主要な経年データ 
評価対象となる指標 区分 達成目標 基準値 

（前中期目標期間 

最終年度値等） 

25 
年度 

26 
年度 

27 
年度 

28 
年度 

29 
年度 

（参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要な情報 

【参考】 
勲章等及び金属工芸

品の受注・販売状況 

勲章等 
個数 

  

28,807 個 30,227 個     
金額 2,118,769 千円 2,140,208 千円 

金属 
工芸品 

個数 48,067 個 44,206 個 
金額 1,173,389 千円 1,418,031 千円 

貨幣製造技術の維持・

向上に資する製品の製

造状況 

製品開発件数 本中期計画期間中、

5 件以上の製品開

発に取り組む 
5 件 2 件 1 件  

   

 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 評定 B 
 （3）金属工芸品製造業務にお

ける取組 
金属工芸品製造業務につい

ては、偽造防止技術を始めとす

る貨幣製造技術の維持・向上の

ために必要な範囲内に限定す

ることとし、また、受注品につ

いては、発注者の性格、製品の

主旨・利用目的を踏まえ、公共

性が高い場合に限るものとす

る。 
なお、原則として官公庁等の

一般競争入札による受注・製造

は、引き続き、行わないものと

する。 

（３）金属工芸品製造業務にお

ける取組 
金属工芸品製造業務につい

ては、偽造防止技術をはじめと

する貨幣製造技術の維持・向上

に資する製品の製造に限定し

ます。 
また、受注品については、発

注者の性格、製品の主旨・利用

目的を踏まえ、公共性が高い場

合に限定するものとし、原則と

して官公庁等の一般競争入札

による受注・製造は、引き続き、

行いません。 
 

 
 
○貨幣製造技術の維

持・向上に資する製品

の製造状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○金属工芸品の受注状

＜主要な業務実績＞ 
 
・ 金属工芸品については、

裏面に模様を潜像技術に

より表現した国宝章牌

「興福寺」、裏面の模様を

カラー印刷と微細点の融

合により表現した肖像メ

ダル「伊達政宗」、レリー

フ部分を梨地と鏡面の両

方の加工で表現したＩＣ

ＤＣ２０１３メダル（金

メダル）を製造し、偽造

防止技術をはじめとする

貨幣製造技術の維持・向

上を図った。 
・ 金属工芸品の受注品に

＜評定と根拠＞ 
評定：Ｂ 
貨幣製造技術の維持・向上

に資する製品について、開発

に取り組み、３件を製造した。

中期計画では５年間で５件以

上を基準値としていたとこ

ろ、中期目標期間が２年間と

なったため、実績が２件（５

件÷５×２）以上であったこ

とは、中期計画を実質的に達

成したものと認められる。 
金属工芸品の受注品につい

ては、発注者の性格、製品の

主旨・利用目的を踏まえ、公

共性が高いと判断できる製品

に限って受注し、製造を行っ

＜評価の視点＞ 

 貨幣製造技術の維持・向上に資する製品を製造したか。 

 受注品については、公共性が高い場合に限定されたか。 

 

＜評価に至った理由＞ 

 貨幣製造技術の維持・向上に資する製品の開発に取り組み、カラー印

刷と微細点の融合により模様を表現した肖像メダルやレリーフ（浮き彫

り細工）部分に初めて梨地及び鏡面加工を施したＩＣＤＣ（国際コイ

ン・デザイン・コンペティション）２０１３メダル等を製造した。 

 また、受注品については、発注者の性格等を踏まえ、公共性が高いと

判断できる場合に限定し、製造した。 

 以上を踏まえ、中期目標における所期の目標を達成しているとしてＢ

としたもの。 
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況 
 
＜評価の視点＞ 
○貨幣製造技術の維

持・向上に資する製品

を製造しているか。受

注品は、公共性が高い

場合に限定されてい

るか。 
 

ついては、発注者の性格、

製品の主旨・利用目的を

踏まえ、国民栄誉賞や地

方公共団体における功労

章等、公共性が高いと判

断できる製品に限ってお

り、また、原則として官

公庁等の一般競争入札に

参加しての受注・製造は

行っていない。 
 

た。 
 
以上のことから、金属工芸

品製造業務における取組につ

いては、定量的な数値目標を

達成しており、その他の定性

的な取組について中期計画に

おける所期の目標を達成して

いることを踏まえ、「Ｂ」と評

価する。 
 
＜課題と対応＞ 
特になし。 

 
 
４．その他参考情報 
特になし 
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様式１－２－４－２ 中期目標管理法人 中期目標期間評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－１－（４） 品位証明業務等における取組 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
－ 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 区分 達成目標 基準値 

（前中期目標期間 

最終年度値等） 

25 
年度 

26 
年度 

27 
年度 

28 
年度 

29 
年度 

（参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要な情報 

【参考】 
貴金属の品位証明業

務の受託及び収支状

況 

受託数量（個数） 

  

238 千個 251 千個     
売上高 42 百万円 42 百万円 
売上原価 37 百万円 38 百万円 
売上総利益  5 百万円  4 百万円 

【参考】 
地金及び鉱物の分析

業務の受託及び収支

状況 

受託数量 
（件数／成分数) 

  

59件／82成分 55件／79成分  

売上高 3,560千円 3,312千円 
売上原価 3,383千円 2,816千円 
売上総利益 177千円 496千円 

 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 評定 B 
 （4）品位証明業務等における

取組 
貴金属の品位証明業務等につ

いては、貨幣製造に不可欠な地

金及び鉱物分析技術を活用し、

消費者保護や中小零細企業の

保護・育成の観点等から実施し

ているものであるが、需要への

影響等も注視しながら、更なる

収支の改善を図っていくもの

とする。 
 なお、将来的な事業廃止に向

けた検討を行う前提として、業

界の自主的な取組等を確認す

るため、造幣局が品位証明を行

わずとも問題が生じないかど

（４）品位証明業務等における

取組 
貴金属の品位証明業務、地金

及び鉱物分析業務については、

前中期目標期間中に実施した

対策を引き続き行うとともに、

消費者保護や中小零細企業の

保護・育成の観点を踏まえた需

要への影響等と手数料体系の

両面からの検討を行い、更なる

収支の改善を図ります。 
また、業界の自主的な取組等

を確認するため、造幣局が品位

証明を行わずとも問題が生じ

ないかどうか定期的に関係団

体へのヒアリング等により実

 
 
○貴金属の品位証明業

務における収支改善

（アクションプログ

ラムへの取組み）の状

況 
 
○地金及び鉱物分析業

務における収支改善

（アクションプログ

ラムへの取組み）の状

況 
 
 
 

＜主要な業務実績＞ 
 
・ 平成２５年度及び平成

２６年度においては、ア

クションプログラムを継

続して推進したこと等に

より、引き続き収支相償

となった。 
・ 平成２５年度及び平成

２６年度においては、ア

クションプログラムを継

続して推進したこと等に

より、引き続き収支相償

となった。 
 

 

＜評定と根拠＞ 
評定：Ｂ 
貴金属製品の品位証明業務

及び地金及び鉱物の分析業務

については、それぞれのアク

ションプログラムによる収支

改善策を継続して推進した結

果、いずれも引き続き収支相

償を達成したことは評価でき

る。 
関係団体の実態調査につい

ては、消費者団体や貴金属製

品業界団体及び検定登録事業

者から消費者保護のため造幣

局の品位証明制度の継続を要

望されたことは、貴金属製品

＜評価の視点＞ 

 収支相償により業務運営がなされたか。  

 （注）業務の実施状況及び業界の自主的な取組等の調査の状況は、Ⅱ

－３－（２）（貴金属の品位証明・地金及び鉱物の分析業務）に

おいて評価。 

 

＜評価に至った理由＞ 

 本中期目標期間における各年度において、収支相償を達成したことを

踏まえ、中期目標における所期の目標を達成しているとしてＢとしたも

の。 
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うか調査するものとする。 
 

態を調査していきます。 
 

 
○関係団体の実態調査

の状況 
 
 
＜評価の視点＞ 
○貴金属の品位証明業

務及び地金及び鉱物

分析業務における収

支改善（アクションプ

ログラム）に継続して

取り組んでいるか。関

係団体へのヒアリン

グ等による実態調査

を実施しているか。 

 
・ 関係団体の実態調査に

ついては、独立行政法人

国民生活センターや消費

者団体及び貴金属製品業

界団体並びに検定登録事

業者と意見交換を行った

ところ、いずれの団体か

らも消費者保護のため造

幣局の品位証明制度の継

続を要望された。 
こうした要望等を踏ま

え、貴金属の品位証明業

務は、消費者保護や貴金

属製品取引の安定という

社会的要請に寄与するも

のであることから、引き

続き、収支相償の達成に

努めるとともに、定期的

に関係団体へのヒアリン

グ等の実態調査を行って

いくこととした。 
国民各層への理解の確

立・促進に向けた貴金属

の品位証明業務について

の周知活動については、

８２頁を参照。 
 

の品位証明業務が消費者保護

や貴金属製品取引の安定とい

う社会的要請に寄与している

ものと評価できる。 
 
以上のことから、品位証明

業務等における取組について

は、全ての定性的な取組につ

いて中期計画における所期の

目標を達成していることを踏

まえ、「Ｂ」と評価する。 
 
＜課題と対応＞ 
特になし。 

 

 
４．その他参考情報 
特になし 
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様式１－２－４－２ 中期目標管理法人 中期目標期間評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－１－（５） その他業務の見直し 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
－ 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

（前中期目標期間最終年

度値等） 

25 年度 26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 （参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要な

情報 
         

 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 評定 B 
 （5）その他業務の見直し 

① 貨幣等販売業務の見直し 
 貨幣セット販売業務につい

ては、公共サービス改革基本方

針（平成 24 年 7 月 20 日閣議

決定）に基づく、業務フロー・

コスト分析の結果を踏まえ、事

務・事業の質の維持や効率性、

コスト削減、民間ノウハウの活

用等の観点から、外部委託の拡

大を推進するものとする。 
（注）貨幣セットとは、未使用

の貨幣を容器に組み入れ、造幣

局が販売するものをいう。 
 
 
 
 
 
② 診療所の管理運営の効率

化 
 各局に設置されている診療

所の管理運営については、不測

（５）その他業務の見直し 
① 貨幣等販売業務の見直し 

貨幣セット販売業務につい

ては、公共サービス改革基本方

針（平成 24 年 7 月 20 日閣議

決定）に基づく、業務フロー・

コスト分析の結果を踏まえ、事

務・事業の質の維持や、効率性、

コスト削減、民間ノウハウの活

用等の観点から、外部委託の拡

大を推進します。 
 
 
 
 
 
 
 
 
② 診療所の管理運営の効率

化 
各局に設置している診療所

の管理運営については、不測の

 

○貨幣セット販売業務

における外部委託拡

大の推進状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○診療所の管理運営に

おける効率化の状況 
 
 

＜主要な業務実績＞ 
・ 貨幣セット販売業務に

ついては、平成２４年７

月２０日に閣議決定され

た公共サービス改革基本

方針に基づき、業務フロ

ー・コスト分析を実施し

た。その結果を踏まえ、

事務・事業の質の維持や、

効率性、コスト削減、民

間ノウハウの活用等の観

点から外部委託の拡大に

ついて検討を重ねてきた

結果、新たに、造幣局本

局構内の販売所（ミント

ショップ）における店頭

販売業務について、平成

２６年４月から外部委託

を実施した。 
・ 診療所の管理運営につ

いて、災害等の不測の事

態が生じた場合にも、速

やかに応急措置ができる

＜評定と根拠＞ 
評定：Ｂ 
貨幣セット販売業務につい

ては、外部委託拡大に取り組

んだ結果、新たに、造幣局本

局構内の販売所（ミントショ

ップ）における店頭販売業務

について、平成２６年４月か

ら外部委託を実施したことは

評価できる。 
診療所の管理運営について

は、不測の事態が生じた場合

にも、速やかに応急措置がで

きる環境を整備しつつ、本支

局の歯科を廃止したこと等に

より経費を削減しており、効

率化に取り組んでいると認め

られる。 
製品等の輸送業務及び各局

の警備業務については、退職

者の不補充等を進めるととも

に、外部委託の拡大について

検討を行った結果、広島支局

＜評価の視点＞ 

 貨幣セット販売業務について、外部委託を拡大したか。 

 診療所の効率化が図られたか。 

 輸送業務・警備業務について、外部委託の拡大を検討したか。 

 

＜評価に至った理由＞ 

 貨幣セット販売業務については、新たに、造幣局本局構内の店頭販売

業務を外部委託した。 

 診療所については、アクションプログラムに基づき、本支局の歯科を

廃止したほか、広島支局の外科医師の勤務時間を削減した。また、更な

る効率化を目指し、本局の外科を廃止すること等を内容とする平成 27

年度のアクションプログラムを策定した。 

 輸送業務・警備業務については、新たに、広島支局の製品輸送業務及

び東京支局の警備業務について、外部委託を開始、拡大した。 

 以上を踏まえ、中期目標における所期の目標を達成しているとしてＢ

としたもの。 
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の事態が生じた場合において

も適切な応急措置等が可能と

なる体制を維持しつつ、更なる

効率化を図るものとする。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
③ 輸送業務・警備業務 
 製品等の輸送業務及び各局

の警備業務については、セキュ

リティの向上を図りつつ、外部

委託の拡大を検討するものと

する。 

事態が生じた場合においても

適切な応急措置等が可能とな

る体制を維持しつつ、経費の削

減に取り組み、更なる効率化を

図ります。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
③ 輸送業務・警備業務 

製品等の輸送業務及び各局

の警備業務については、様々な

リスクを想定し、不断の見直し

を行うことにより、セキュリテ

ィの向上を図りつつ、外部委託

の拡大を検討します。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○輸送業務及び警備業

務におけるセキュリ

ティの向上及び外部

委託拡大の検討状況 
 
＜評価の視点＞ 
○貨幣セット販売業務

における外部委託拡

大を推進しているか。 
○診療所の管理運営の

効率化に取り組んで

いるか。 
○輸送業務及び警備業

務のセキュリティの

向上及び外部委託拡

大を検討しているか。 

環境を整備しつつ、効率

化を図るため、平成２５

年度は本支局の歯科を廃

止し、平成２６年度は、

広島支局の外科医師の勤

務時間削減（△３時間／

週）により経費を削減し

た。 
また、診療所の管理運

営の一層の効率化を図る

ため、平成２７年３月に、

平成２７年度における

「本・支局で保有する診

療所のあり方に関するア

クションプログラム」を

改めて策定した。 
 

・ 製品等の輸送業務及び

各局の警備業務について

は、セキュリティの向上

を図りつつ、退職者の不

補充及び担当職員の一般

事務との兼務を進めると

ともに、外部委託の拡大

を検討している。 
本中期目標期間におい

ては、広島支局における

製品輸送業務について外

部委託を実施するととも

に、東京支局の警備業務

について外部委託の拡大

を実施した。 

における製品輸送業務の外部

委託を実施するとともに、東

京支局の警備業務について

も、外部委託の拡大を実施し

たことは評価できる。 
 
 
以上のことから、その他業

務の見直しについては、全て

の定性的な取組について中期

計画における所期の目標を達

成していることを踏まえ、

「Ｂ」と評価する。 
 
＜課題と対応＞ 
特になし。 

 

 
４．その他参考情報 
特になし 
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様式１－２－４－２ 中期目標管理法人 中期目標期間評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－２ 組織の見直し 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
－ 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

（前中期目標期間最終年

度値等） 

25 年度 26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 （参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要な

情報 
         

 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 評定 B 
  (1）東京支局の移転 

東京支局のさいたま市への

移転については、貨幣の製造及

び納入等の業務に支障が生じ

ないよう、円滑な実施に努める

ものとする。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（2）人件費の削減 

人件費の削減については、政

府における総人件費削減の取

組を踏まえ、適宜見直しを行う

ものとする。 

（１）東京支局の移転 
平成 28 年度を目途にさいた

ま市に移転する予定の東京支

局については、貨幣、勲章等の

製造及び納入、品位証明等の業

務に支障が生じないよう、円滑

な実施に取り組みます。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（２）人件費の削減 

人件費の削減については、業

務の質の低下を招かないよう

配慮しつつ、業務の効率化や業

務量等に応じた適正な人員配

 
○東京支局の移転に向

けた取組状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○人件費の削減状況 
 
 
 

＜主要な業務実績＞ 
・ 東京支局のさいたま市への移転に

ついては、平成２５年１２月、移転

先での工場建設事業に係る入札公

告を行い、平成２６年３月に入札を

実施したところ入札不落となった

ことから、同年８月に再度入札を実

施し、落札者を決定した。 
その後、平成２６年９月から工場

建設事業に係る設計業務を開始し、

平成２７年２月に、さいたま市に開

発許可申請の事前手続きを行った。 
今後は、さいたま市への開発許可

申請及び建築確認申請を経たうえ

で、平成２７年７月から建設工事を

開始し、平成２８年１０月を目途と

した移転の実現に向けて準備を進

めていく予定である。 
 

・ 総人件費（常勤役職員に支給した

報酬・給与、賞与、その他の諸手当

の合計額）については、業務の質の

低下を招かないよう配慮しつつ、採

＜評定と根拠＞ 
評定：Ｂ 
東京支局の移転については、

平成２８年１０月を目途とし

た移転に向け、建設事業者を決

定する等、準備を着実に進めて

いる。 
人件費については、平成２６

年度は平成２５年度と比べ、国

家公務員給与の臨時特例によ

る減額支給が平成２６年５月

で終了したこと等により増加

したものの、引き続き、採用抑

制を行い総人員数を削減する

など、人件費の削減に努めた。 
職員宿舎については、平成２

４年１２月に策定した「職員宿

舎の見直し」に基づく職員宿舎

の廃止・集約化に向け、廃止予

定の宿舎に入居中の被貸与者

に対して退去要請を行うとと

もに、平成２６年６月から宿舎

使用料の引上げを行った。 

＜評価の視点＞ 

 組織の見直しが計画に沿って確実に行われたか。 

 

＜評価に至った理由＞ 

 東京支局の移転については、移転先のさいたま市に開発

許可申請の手続きを行うなど、平成 28 年 10 月の移転に向

け、計画的に準備を進めていると認められる。 

 人件費については、本中期目標期間中の平均額は 60.4億

円となり、前中期目標期間の平均 64.7億円に比べ、約７％

の削減となった。 

 職員宿舎の廃止・集約化については、廃止予定の宿舎に

入居中の被貸与者に退去要請を行うなど、着実に取組が進

められている。 

 以上を踏まえ、中期目標における所期の目標を達成して

いるとしてＢとしたもの。 
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（3）職員宿舎の廃止・集約化 

北・南宿舎（豊島区東池袋）

については、東京支局の移転に

伴い廃止・集約化するととも

に、その他の宿舎についても、

置を行いながら取り組むとと

もに、今後の政府における総人

件費削減の取組を踏まえて対

応します。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（３）職員宿舎の廃止・集約化 
東京支局に隣接する北・南宿

舎（豊島区東池袋）及び東京支

局西巣鴨・新座宿舎について

は、東京支局の移転に伴い廃

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○職員宿舎の廃止・集約

化に向けた取組状況 
 
 

用抑制による総人員数の削減を行

った結果、平成２５年度の総人件費

は５，８６４百万円となり、平成２

４年度と比較して０．２％の削減と

なったものの、「国家公務員の給与

の改定及び臨時特例に関する法律」

に基づく一般職の国家公務員の給

与の削減に準じた役職員の報酬・給

与、賞与の削減が終了（削減期間 

役員：平成２４年４月～平成２６年

３月、職員：平成２４年６月～平成

２６年５月）したこと、平成２０年

度以来の実施となったベースアッ

プを行ったこと、「国家公務員の雇

用と年金の接続について（平成２５

年３月２６日閣議決定）」の趣旨に

沿って、平成２６年度から定年退職

する職員が再任用を希望する場合、

原則としてフルタイム官職に再任

用することとしたことなどにより、

平成２６年度の総人件費は、６，２

０８百万円となり、平成２５年度実

績と比較して５．９％の増加となっ

た。 
 
（参考）人件費推移 

区 分 22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 

 

26 年度 

人件費 

（百万

円） 

6,382 6,255 5,878 5,864 6,208 

対前年

度 

削減率 

△4.8％ △2.0％ △6.0％ △0.2％ 5.9％ 

総人員

数 
（各年

度 4 月 1
日現在） 

978 955 932 914 912 

 
・ 職員宿舎の廃止・集約化について

は、平成２４年１２月に策定した

「職員宿舎の見直し」に基づき、東

京支局の移転に伴い廃止・集約化す

 
 
以上のことから、組織の見直

しについては、全ての定性的な

取組について中期計画におけ

る所期の目標を達成している

ことを踏まえ、「Ｂ」と評価す

る。 
 
＜課題と対応＞ 
・ 東京支局の移転について

は、平成２８年１０月を目途

とした移転先での業務の実

施に支障が生じないよう、準

備を確実に進める必要があ

る。 
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削減に向けた取組を進めるも

のとする。 
止・集約化するとともに、本局

北宿舎（一部）・男子寮、広島

支局西山宿舎についても本中

期目標期間中に廃止するほか、

その他の宿舎についても不断

に見直し、削減に向けた取組を

進めます。 
 

＜評価の視点＞ 
○東京支局の移転に向

けて入念な準備を行

っているか。 
○業務の質の低下を招

かないよう配慮しつ

つ、政府における総人

件費削減の取組を踏

まえた対応を行って

いるか。 
○平成 24 年 12 月に策

定した「職員宿舎の見

直し」に基づく取組を

進めているか。 
 

る北宿舎・南宿舎及び西巣鴨宿舎並

びに新座宿舎、本局北宿舎（一部）

及び男子寮、広島支局西山宿舎の廃

止に向け、廃止予定の宿舎に入居中

の被貸与者に対して退去要請を行

うとともに、平成２６年６月から当

局の宿舎使用料の引上げを行った。 
 

 
４．その他参考情報 
特になし 
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様式１－２－４－２ 行政執行法人 中期目標期間評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－３ 保有資産の見直し 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
－ 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

（前中期目標期間最終年

度値等） 

25 年度 26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 （参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要な

情報 
         

 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 評定 B 
 ３．保有資産の見直し 

造幣局が保有する資産につ

いては、以下の措置を講ずるほ

か、本中期目標期間において

も、効率的な業務運営が担保さ

れるよう、不断の見直しを行う

ものとし、見直しの結果、遊休

資産が生ずる場合には将来の

事業再編や経営戦略上必要と

なるものを除き、国庫への貢献

を行うものとする。 
 
 
（1）東京支局移転後の跡地の

適切な処分 
 東京支局移転後の跡地につ

いては、移転に伴い廃止する

北・南宿舎（豊島区東池袋）も

含め、豊島区の再開発事業の進

捗状況を踏まえつつ、国庫納付

の方法及び時期について検討

を進めるものとする。 
 

３．保有資産の見直し 
造幣局が保有する資産につ

いては、東京支局移転後の跡地

及び廃止宿舎の適切な処分を

実施するほか、本中期目標期間

においても、効率的な業務運営

が担保されるよう、不断の見直

しを行うものとし、見直しの結

果、遊休資産が生ずる場合には

将来の事業再編や経営戦略上

必要となるものを除き、国庫へ

の貢献を行います。 
 
（１）東京支局移転後の跡地の

適切な処分 
平成 28 年度を目途にさいた

ま市に移転する予定の東京支

局の移転後の跡地については、

移転に伴い廃止する北・南宿舎

（豊島区東池袋）も含め、豊島

区の再開発事業の進捗状況を

踏まえつつ、国庫納付の方法及

び時期について検討を進めま

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○東京支局跡地の適切

な処分に向けた検討

状況 
 
 
 
 
 

＜主要な業務実績＞ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・ 東京支局移転後の跡地

については、豊島区が平

成２６年１０月に災害に

強く文化と賑わいを創出

する活力ある街をつくる

ため、「造幣局地区街づく

り計画」を策定した。 
その後、平成２７年１

＜評定と根拠＞ 
評定：Ｂ 
東京支局移転後の跡地につ

いては、適切な処分に向けた

検討を進めた結果、平成２７

年４月１日付で支局跡地の譲

渡を含む平成２７年度事業計

画について財務大臣の認可を

受け、同年４月７日付で豊島

区及び独立行政法人都市再生

機構との間で「造幣局地区に

おけるまちづくりに係る基本

協定書」を締結した。また、

自主的に地下水の水質分析調

査を行い、その調査結果を公

表したことは評価できる。 
廃止を予定している宿舎に

ついては、適切な処分に向け、

関係機関と調整を行ってい

る。 
 
以上のことから、保有資産

の見直しについては、全ての

＜評価の視点＞ 

 保有資産の見直しが計画に沿って確実に行われたか。 

 

＜評価に至った理由＞ 

 東京支局移転後の跡地の処分計画については、豊島区との調整が着実

に進められ、平成 27 年４月には、譲渡にかかる財務大臣の認可を受け

た。 

 また、廃止宿舎の処分については、広島支局西山宿舎にかかる関係機

関との調整が進められた。 

 以上を踏まえ、中期目標における所期の目標を達成しているとしてＢ

としたもの。 

 

 



26 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（2）廃止宿舎の適切な処分 
 職員宿舎の見直しに伴い廃

止することとした宿舎につい

て、速やかに国庫納付の検討を

行うものとする。 

す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（２）廃止宿舎の適切な処分 
職員宿舎の見直しに伴い廃

止することとした宿舎につい

て、宿舎廃止の進捗状況を見極

めつつ、速やかに国庫納付の対

象、方法、時期の検討を行いま

す。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○廃止宿舎の適切な処

分に向けた取組状況 
 
 
＜評価の視点＞ 
○東京支局跡地の適切

な処分に向けた検討

を進めているか。 
○廃止宿舎の適切な処

分に向け検討を行っ

ているか。 
 

月２６日付で豊島区から

独立行政法人都市再生機

構が実施する防災公園街

区整備事業への協力依頼

を受け、上記の「造幣局

地区街づくり計画」に沿

った良好なまちづくりの

推進に協力していくこと

とし、平成２７年４月１

日付で支局跡地の譲渡を

含む平成２７年度事業計

画について財務大臣の認

可を受け、４月７日付で

豊島区及び独立行政法人

都市再生機構との間で

「造幣局地区におけるま

ちづくりに係る基本協定

書」を締結した。 
また、平成２４年度に

実施した調査において確

認された土壌汚染及び地

下水汚染のうち、地下水

の水質分析調査を、年４

回自主的に実施し、調査

結果は、造幣局ホームペ

ージにおいて、それぞれ

公表した。 
 

・ 平成２３年度末に廃止

した広島支局観音宿舎の

一部（４号棟）及び平成

２２年度末に廃止した広

島支局庁舎分室について

は、平成２５年６月２７

日付で現物による国庫納

付を行った。 
・ 職員宿舎の見直しに伴

い廃止を予定している宿

舎について、適切な処分

に向け検討を進めてい

る。なお、東京支局北・

定性的な取組について中期計

画における所期の目標を達成

していることを踏まえ、「Ｂ」

と評価する。 
 
＜課題と対応＞ 
特になし。 
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南宿舎及び広島支局西山

宿舎については、適切な

処分に向け関係機関（財

務省等）と調整中である。 
 

 
４．その他参考情報 
特になし 
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様式１－２－４－２ 行政執行法人 中期目標期間評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－４ リスク管理及びコンプライアンスの確保 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
－ 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

（前中期目標期間最終年

度値等） 

25 年度 26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 （参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要な

情報 
         

 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 評定 B 
 ４．リスク管理及びコンプライ

アンスの確保 
   造幣局は、国民生活の基盤

となる貨幣の製造を実施して

いる法人であることから、リス

ク管理を徹底し、内部統制を強

化するとともに、職員に対する

コンプライアンスに関する研

修の実施、監事による監査体制

の強化等、コンプライアンスの

確保に一層積極的に取り組む

ものとする。 
また、国家機密としての性格

を有する偽造防止技術につい

て、カウンターインテリジェン

ス（情報防衛）的な観点も含め

た情報管理を徹底し、秘密情報

の厳正な管理を行うとともに、

製品の保管管理・数量管理等の

徹底及び警備体制の維持・強化

を図るほか、情報セキュリティ

対策についても、政府の方針を

踏まえつつ、内部規程を遵守

４．リスク管理及びコンプライ

アンスの確保 
造幣局は、国民生活の基盤と

なる貨幣の製造を実施してい

る法人であることから、リスク

管理を徹底し、内部統制を強化

するとともに、コンプライアン

スの確保に一層積極的に取り

組みます。具体的には、以下の

事項に取り組みます。 
 
（１）リスク管理 
① 情報の管理 
国家機密としての性格を有

する偽造防止技術について、カ

ウンターインテリジェンス（情

報防衛）的な観点も含めた情報

管理を徹底し、秘密情報の厳正

な管理を行います。 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○偽造防止技術に関す

る秘密情報管理の徹

底状況 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜主要な業務実績＞ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・ 貨幣の製造に当たって

は、国家機密としての性

格を有する偽造防止技術

に関する情報は、流出す

れば真貨に近い偽貨の製

造が可能となり、通貨の

信認に深刻な影響を与え

かねないものである。し

たがって、電子情報につ

いては、外部とは遮断さ

れた専用のネットワー

＜評定と根拠＞ 
評定：Ｂ 
偽造防止技術に関する情報

については、外部とは遮断さ

れた専用のネットワーク・シ

ステムを使用する等の取組に

より、機密情報の漏えいはな

かった。 
物品の管理については、管

理区域への入退室時に厳格な

セキュリティチェックを実施

するなどの取組により、製造

途中の貨幣の管理区域外への

流出はなかった。 
内部統制については、全職

員が参加して事業計画や組織

目標を議論し、作業計画等の

各種計画は課題やリスクを認

識したうえで作成し、個人目

標は上位の目標との整合性を

確認したこと等により、役職

員が目的意識、課題やリスク

等を共有したうえで、上位の

＜評価の視点＞ 

 リスク管理を徹底するとともに、コンプライアンスの確保に積極的に

取り組んでいるか。 

 偽造防止技術に関する秘密情報の管理を徹底するとともに、情報セキ

ュリティの確保に取り組んでいるか。 

 製品の管理・数量管理を徹底するとともに、警備体制の維持・強化が

図られているか。 

 防災管理体制の維持・充実に取り組むとともに、事業継続計画（ＢＣ

Ｐ）を策定しているか。 

 

＜評価に至った理由＞ 

 リスク管理及びコンプライアンスについては、各部門におけるリスク

や課題の抽出、理事会等におけるモニタリングに加え、各レベルにおけ

る組織目標の共有化、情報セキュリティ対策基準の見直し、職員の意識

調査や研修を通じたコンプライアンス意識の強化など積極的な対応が

認められ、これらの取組により、内部統制の一層の強化が図られている

と評価できる。 

 秘密情報及び物品の管理については、セキュリティチェックの厳格な

実施等の結果、引き続き、情報漏えい等は発生しなかった。 

 平成 25 年度において、第２期中期目標に係る事業報告書等の提出及

び公表が決められた期日までに行われなかったほか、政府調達に関する

協定の適用を受ける特定調達契約について、随意契約の相手方を決定し

た際の公示を行わなかった事象が発生した。 
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し、適切な対策を講じることと

する。  
 さらに、事業継続に係る計画

を策定するとともに、不測の災

害が生じた場合に適切な対応

を行うことができるよう、訓練

を実施するものとする。 

 
 
 
 
 
 
 
② 物品の管理及び警備体制

の維持・強化 
製造工程においては、工程間

での物品の移動に際しての数

量管理の徹底や、管理区域への

入退室時に際してのセキュリ

ティチェック等警備体制の強

化を図り、製造工程内の物品の

管理を万全に行います。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（２）内部統制の強化 
造幣局の使命を遂行するた

め、役職員が目的意識を共有し

た上で、組織目標及び個人目標

を作成し、業務に取り組みま

す。また、課題やリスクを認識

した上で決定した各種計画が

達成できるよう、現状把握や検

証を通じて必要な対策を講じ

ます。これらを通じて内部統制

 
 
 
 
 
 
 
○製造工程における数

量管理体制の徹底の

状況 
○セキュリティチェッ

ク等警備体制の強化

の状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○製造途中の貨幣の管

理区域外への流出の

有無 
 
○役職員の目的意識の

共有状況 
○組織目標及び個人目

標の内容とその達成

に向けた取組状況 
○造幣局の課題、リスク

の抽出と対策の取組

状況 
 

ク・システムを使用し、

また、文書については所

定の書庫に施錠のうえ厳

重保管するなど、万全な

管理を行っており、機密

情報の漏洩はなかった。 
 
・ 製造工程においては、

工程間での物品の移動に

際しての数量管理の徹底

や、管理区域への入退室

時に際しては個人認証シ

ステムにより入退室者の

照合確認を行うなど、厳

格なセキュリティチェッ

ク等を実施し、製造工程

内の物品の管理を万全に

行った。また、警備体制

についても、引き続き２

４時間警備を行うととも

に、警備職員及びガード

マンによる正門等におけ

る立哨や敷地内の巡視等

の対策を実施した。なお、

セキュリティの向上のた

め、既存の一部の入退室

管理システムについて更

新を行った。 
・ 製造途中の貨幣の管理

区域外への流出はなかっ

た。 
 
・ 経営陣は、年度計画で

定められた諸目標及び貨

幣製造の作業計画、貨幣

セットの販売計画等の諸

計画が達成できるよう、

理事会、幹部会及び各種

委員会（コンプライアン

ス委員会、安全衛生委員

会、契約監視委員会及び

目標と整合性のある組織目標

や個人目標を作成し、業務に

取り組んだことは評価でき

る。 
コンプライアンスについて

は、平成２５年度に法令に基

づく提出・公表事項等の漏れ

（第２期中期目標に係る事業

報告書等の提出及び公表の遅

延、及び政府調達に関する協

定に係る公示漏れ）が発生し

た。このため、法令遵守状況

の総点検や、職員の意識を向

上するためのコンプライアン

ス研修の強化等の取組を実施

した結果、平成２６年度にお

いては、業務上の不正・不法

行為等による重大事象の発生

はなかった。 
情報セキュリティ対策につ

いては、内部規程等を遵守す

るとともに、情報セキュリテ

ィ委員会の開催、内部規程の

改正等、情報セキュリティの

確保に努めた結果、情報セキ

ュリティに関する重大リスク

の発生はなかった。 
危機管理については、事業

継続に係る計画の全体計画を

策定するとともに、安否確認

システムの導入や防災訓練等

を実施することで、危機管理

体制の維持・充実に取り組ん

でいると認められる。 
 
 
以上のことから、リスク管

理及びコンプライアンスの確

保については、平成２５年度

に法令に基づく提出・公表事

項等の漏れが発生したもの

 大規模災害発生時の事業継続に係る全体計画を策定するとともに、安

否確認システムの導入や防災訓練等を実施し、危機管理体制の維持・充

実に取り組んでいる。 

 平成 25 年度に発生した事業報告書の提出遅延等については、再発防

止に向けた各課室における点検及び内部監査の実施等による取組の結

果、本中期目標期間の最終年度にあたる平成 26 年度においては類似の

事象が発生せず、是正が図られていると認められることに加え、本項目

におけるその他の事項については、全て中期目標における所期の目標を

達成していることを踏まえＢとしたもの。 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策＞ 

高度なセキュリティが求められる貨幣等の製造を主力業務としてい

ること、平成 27 年度からは行政執行法人に移行したこと及びサイバー

犯罪が高度化し、かつ、増加していることを踏まえると、より強固な内

部統制や機密情報の保護を含めたセキュリティの確保に向け、弛むこと

なく努力を続けていくことが重要である。 
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の強化に取り組みます。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

省エネルギー対策委員

会）等において各部門の

現状を把握するととも

に、年度計画を踏まえ設

定した組織目標、諸計画

の進捗管理、情報の共有

や意見交換等を行い、ま

た、品質マネジメントシ

ステムＩＳＯ９００１に

基づく検証会議を年２回

開催し、全部門の運営状

況を検証し、必要な対策

について審議した。さら

に、監事による業務監査

及びＩＳＯ規格に準拠し

た内部監査の結果が理事

長へ報告され、それらを

踏まえた改善の取組を行

っている。 
また、必要な情報は担

当者から迅速に理事長、

理事及び関係職員に伝え

るようにしており、例え

ば、突発的・緊急的事象

が発生または発生のおそ

れがある際には、「緊急報

告」の手順により、理事

長及び関係者に迅速に報

告することとしている。 
さらに、平成２７年度

の事業計画、各レベルの

組織目標、各種計画、職

員の個人目標は、役職員

が造幣局の課題やリスク

を認識し、目的意識を共

有するよう作成した。 
具体的には、平成２７

年度の事業計画と各レベ

ルの組織目標を作成する

に当たり、平成２６年度

の年度計画及び各レベル

の、コンプライアンスの態勢

強化に取り組み、平成２６年

度においては発生しなかった

こと、その他の定性的な取組

については中期計画における

所期の目標を達成していると

認められることを踏まえ、

「Ｂ」と評価する。 
 

＜課題と対応＞ 
特になし。 
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の組織目標の進捗状況と

平成２７年度の政府予算

の編成状況を踏まえて、

平成２７年度の事業計画

の原案を、経営陣から各

部門に示し、各部門にお

いて事業計画の原案及び

各レベルの組織目標につ

いて議論を行った。さら

に、この議論を経営陣に

フィードバックし、経営

陣が事業計画の修正案を

作成し、再度各部門にお

いて事業計画の修正案及

び各レベルの組織目標に

ついて議論するなど、経

営陣と各部門が十分に議

論を積み重ね決定した。 
平成２７年度の各部門

の作業計画及び販売計画

等については、貨幣・勲

章製造に係る国の予算等

の検討を反映させるべ

く、策定作業を平成２６

年９月から開始し、各部

門や経営陣で十分に議論

し、それぞれの課題やリ

スクを認識したうえで原

案を作成し、平成２７年

１月及び３月の理事会に

おける審議を経て、決定

した。 
職員が個人の目標を設

定する際には、年度計画

や組織目標との関係を踏

まえたうえで具体的かつ

定量的な目標設定に努め

ることとし、評価者であ

る上司が職員と面談する

際には、個人の目標が年

度計画や組織目標と整合



32 
 

 
 
 
（３）コンプライアンスの確保 
職員に対するコンプライア

ンスに関する研修の実施、監事

による監査体制の強化等、コン

プライアンスの確保に一層積

極的に取り組みます。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
○コンプライアンスの

確保に向けた取組状

況 
○コンプライアンスに

関する研修の実施状

況 
○監事による監査体制

の強化等への取組状

況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

性が取れるものとなるよ

うに確認及び指導を行っ

た。 
 
・ コンプライアンスの確

保については、コンプラ

イアンス委員会の開催、

職員のコンプライアンス

意識調査、コンプライア

ンス研修、服務監察、公

益通報制度の職員への再

周知等の取組を実施し

た。また、監事による厳

格な監査を受け、理事長

に報告された監査結果に

対して十分な検討を行

い、その結果等について

監事に報告した。 
なお、平成２５年度に

おいて、第２期中期目標

に係る事業報告書等の提

出及び公表の遅延、及び

政府調達に関する協定に

係る公示漏れが発生し

た。これを受けて、各課

室における法令遵守状況

の自主点検、内部監査、

コンプライアンスに関す

る態勢強化のための体制

の整備（「コンプライアン

ス推進総括責任者」の設

置等）、法令に対する知

識・意識向上のための研

修の強化（法令に関する

実務担当者勉強会や職員

全体研修の実施等）等に

取り組み、平成２６年度

においては、法令で求め

られる提出・公表事項等

の漏れの発生はなかっ

た。 
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（４）情報セキュリティ対策 
情報セキュリティ対策につ

いては、政府の方針を踏まえつ

つ、情報セキュリティの確保に

関する内部規程等を遵守する

とともに、必要に応じた内部規

程等の改定、システム診断、監

査、教育等を実施するなど、適

切な情報セキュリティ対策を

講じます。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（５）危機管理 
事業継続に係る計画を策定

するとともに、不測の災害が生

じた場合でも、速やかに適切な

対応を行うことができるよう

危機管理体制の維持・充実に取

り組み、また、防火管理及び防

災管理に関する規程に基づく

訓練を実施します。 
 

 
○情報セキュリティの

確保に関する内部規

程等の遵守の状況 
○適切な情報セキュリ

ティ対策の措置状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○事業継続に係る計画

の策定状況 
○危機管理体制の維

持・充実の取組状況 
 
○防火管理及び防災管

理に関する規程に基

づく訓練の実施状況 
 
＜評価の視点＞ 
○偽造防止技術に関

する秘密情報管理が

徹底されているか。ま

 
・ 情報セキュリティ対策

については、情報セキュ

リティの確保に関する内

部規程等を遵守するとと

もに、造幣局情報セキュ

リティに関する自己点検

計画、造幣局情報セキュ

リティ対策の教育計画、

造幣局情報セキュリティ

に関する監査計画を作成

し、実施した。 
また、平成２５年６月

及び平成２７年３月に情

報セキュリティ委員会を

開催し、これらの実施状

況について報告を行うと

ともに、情報セキュリテ

ィの確保に関する訓令の

改正及び造幣局情報セキ

ュリティ対策基準の改訂

について審議した。この

審議結果に基づき、情報

セキュリティの確保に関

する訓令の改正及び造幣

局情報セキュリティ対策

基準の改訂を行った。 
 

・ 大規模災害発生時の事

業継続に係る計画につい

ては、平成２６年３月の

初動対応に係る計画の策

定に引き続き、危機管理

会議の審議を経て、平成

２７年３月に全体計画を

策定した。 
また、初動対応の維

持・充実を図るため、安

否確認システムを導入

し、管理者を対象とした

説明会及びデモ訓練を実
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た情報の管理、物品の

管理及び警備体制の

維持・強化に取り組ん

でいるか。さらに、製

造途中の貨幣の管理

区域外への流出が起

こっていないか。 
○役職員が目的意識を

共有しているか。造幣

局の課題、リスクの抽

出とその対策に取り

組んでいるか。 
○監事監査体制の強化、

研修等を含むコンプ

ライアンスの確保に

取り組んでいるか。 
○内部規程等を遵守し

ているか。また、適切

な情報セキュリティ

対策が取られている

か。 
○事業継続に係る計画

が策定されているか。

また、危機管理体制の

維持・充実に取り組ん

でいるか。さらに、防

火管理及び防災管理

に関する規程に基づ

く訓練を行っている

か。 

施した。 
さらに、防災週間に全

職員を対象とした防災訓

練を実施した。また、火

災予防運動の期間に消火

訓練、煙中避難訓練等を

実施した。なお、防災訓

練は地震発生を想定し、

緊急地震速報システムを

活用して実施した。 
 

 
４．その他参考情報 
特になし 
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様式１－２－４－２ 行政執行法人 中期目標期間評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－５ その他業務全般に関する見直し 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
－ 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

（前中期目標期間最終年

度値等） 

25 年度 26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 （参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要な

情報 
         

 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 評定 B 
 ５．その他の業務全般に関する

見直し 
上記１．から４．に加え、業

務全般について、以下の取組を

行うものとする。 
（1）給与水準に関する取組 

給与水準については、国家公

務員の給与水準も十分考慮し、

引き続き、ラスパイレス指数に

よる比較等を行い、適正な水準

の維持に向けて取り組むとと

もに、その状況を公表する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

５．その他の業務全般に関する

見直し 
 上記１．から４．に加え、業

務全般について、以下の取組を

行うものとします。 
（１）給与水準に関する取組 

給与水準については、国家公

務員の給与水準も十分考慮し、

引き続き、ラスパイレス指数に

よる比較等を行い、適正な水準

の維持に向けて取り組むとと

もに、総務大臣が定める様式に

より、役職員の給与等の水準を

造幣局ホームページにおいて

公表します。 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 

 

 

 

○給与水準に関する取

組状況 
○給与水準についての

公表 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜主要な業務実績＞ 
 
 
 
 
 
・ 職員の給与水準について

は、国家公務員の給与水準

も十分考慮し、引き続き、

対国家公務員ラスパイレス

指数による比較や労使交渉

等により、適正な水準の維

持に向けて取り組んだ。平

成２４年度における対国家

公務員ラスパイレス指数

（事務・技術職員）は９８．

７、平成２５年度において

は９８．４であり、総務大

臣が定めるガイドラインに

基づいて公表を行った。 
また、各年度の上期及び

下期監事監査において、給

与水準について厳格な監査

＜評定と根拠＞ 
評定：Ｂ 
職員の給与水準について

は、労使交渉等により適正

な水準の維持に向けて取り

組んだ結果、平成２４年度

における対国家公務員ラス

パイレス指数（事務・技術

職員）は９８．７、平成２

５年度においては９８．４

で、いずれも１００を下回

った。 
随意契約等の見直しにつ

いては、仕様書の見直しや

総合評価落札方式等の実施

等に取り組んだ結果、「随意

契約等見直し計画」におい

て競争入札等に移行するこ

ととした随意契約１９件に

ついて、契約がなかったも

の等を除き全てが競争性の

ある契約方式に移行済とな

ったことは評価できる。 

＜評価の視点＞ 

 適正な給与水準の維持に取り組んだか。 

 契約の適正化が図られたか。 

 システムの機能性・利便性の向上、情報セキュリティの確保等に取り

組んだか。 

 公益法人等への支出については、真に必要なものであって、最低限の

ものとなっているか。 

 

＜評価に至った理由＞ 

 職員の給与は、独立行政法人通則法に基づき、一般職給与法の適用を

受ける国家公務員の給与、民間企業の従業員の給与及び業務の実績など

を考慮して適正水準となるよう取り組んでおり、本中期目標期間中の水

準は、一般職給与法の適用を受ける国家公務員より低いものとなってい

る。 

 随意契約及び一者応札等については、引き続き、随意契約の理由及び

仕様書の審査、仕様書の見直し、入札参加申込期間の十分な確保、契約

監視委員会による点検等を通じて、適正化に向けた取組がなされた。 

平成 25 年度決算検査報告（会計検査院）において、政府調達に関す

る協定（平成 7年条約）等が定める基準額を超えるにもかかわらず、一

般競争に付することなく、ガスの調達契約２件を締結していたとして指

摘（処置済事項）を受けた。 

ＥＲＰシステムについては、引き続き、安定稼働に努めるとともに、

経営指標に関するデータを自動で集計できる機能を追加し、機能の向上
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（2）随意契約等の見直し 

契約については、偽造防止上

の観点に配意しつつ、引き続

き、原則として一般競争入札等

によるものとし、また、随意契

約等の適正化、競争性及び透明

性の確保を推進するため、以下

の取組を行うものとする。 
①造幣局の「随意契約等見直し

計画」に基づく取組を着実に実

施するとともに、その取組状況

を公表すること。 
②競争性のある契約のうち、特

に企画競争や公募を行う場合

は、競争性、透明性が十分確保

される方法により実施するこ

と。 
また、契約監視委員会による

点検を徹底するとともに、監事

及び会計監査人による監査に

おいて、入札・契約の適正な実

施についてチェックを受ける

ものとする。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
（２）随意契約等の見直し 
契約については、引き続き、

偽造防止技術の維持・向上に支

障をきたさないよう留意しつ

つ、原則として一般競争入札等

によるものとし、また、随意契

約等の適正化、競争性及び透明

性の確保を推進するため、以下

の取組を行います。 
① 「随意契約等見直し計画」

に基づく取組を着実に実施

するとともに、その取組状況

を造幣局ホームページにお

いて公表すること。 
② 競争性のある契約につい

て、制限的な仕様、参加資格

等を設定することにより競

争性を阻害していないか等

の点検を行い、公告方法、入

札参加条件、発注規模の見直

し等の改善を図り、競争性、

透明性が十分確保される方

法によりこれを実施するこ

と。 
また、随意契約等の適正化、

競争性及び透明性の確保に向

けた取組内容については、契約

監視委員会による点検を受け

るとともに、監事及び会計監査

人による監査において、入札・

契約の適正な実施についてチ

ェックを受けます。 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
○随意契約等見直し計

画に基づく取組状況 
○競争性のある契約の

実施状況 
○随意契約等見直し計

画に基づく取組状況

の公表 
○契約監視委員会によ

る点検の状況 
○監事及び会計監査人

による監査の状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

を受けた。 
 
・ 契約については、原則と

して一般競争入札等による

ものとし、「随意契約等見直

し計画」に基づく取組を着

実に実施するとともに、そ

の取組状況をフォローアッ

プし、造幣局ホームページ

に公表した。 
具体的には、随意契約に

ついて、仕様書の内容の見

直し、総合評価落札方式の

実施、企画競争への移行、

公募の実施に、調達・契約

部門と製造・技術部門が一

体となって取り組んだ結

果、「随意契約等見直し計

画」において競争入札等に

移行することとした随意契

約１９件については、全て

が競争性のある契約方式に

移行済となった（契約がな

かったもの等を除く）。 
一者応札・一者応募につ

いても、公告期間の十分な

確保、公告周知方法の改善、

仕様書の内容の見直し、業

務等準備期間の十分な確

保、業者等からの聴き取り、

過去に契約実績のある者及

び特殊な技術、特定の情報

を有する者に有利となって

いるものへの対応に、調

達・契約部門と製造・技術

部門が一体となって取り組

んだ結果、「随意契約等見直

し計画」において見直しを

行うこととした一者応札・

一者応募２９件について

は、平成２６年度における

業務・システムの最適化

計画については、着実に実

施した結果、平成２６年度

におけるＥＲＰシステム保

守・運用に係る委託経費は、

最適化実施前の平成１９年

度と比較して３３，１３７

千円の削減となった。 
公益法人等への会費支出

については、必要最低限の

ものに限定するなど、見直

しを行った結果、平成２６

年度においては見直し実施

前の平成２３年度と比較し

て１２法人、５６０千円の

削減となった。 
障害者就労施設等からの

物品及び役務の調達推進に

ついては、積極的に取り組

んだ結果、障害者就労施設

から１２件、合計８６１，

２９６円、母子・父子福祉

団体から１件、２２，６８

０円の調達を行った。 
 
 
以上のことから、その他

の業務全般に関する見直し

については、全ての定性的

な取組について中期計画に

おける所期の目標を達成し

ていると認められることを

踏まえ、「Ｂ」と評価する。 
 
＜課題と対応＞ 
特になし。 

 

を図った。 

 公益法人等への会費等の支出は、日本監査役協会や精密工学会など、

研修やセミナーへの参加等を通じて業務運営上必要となる知見や技術

を収得するためのものに限定して行われている。 

 平成 25 年度に会計検査院から指摘（処置済事項）を受けたガスの調

達契約については、既に改善が図られており、平成 26 年度においては

適正に契約事務が実施されたほか、本項目におけるその他の事項につい

ては、全て中期目標における所期の目標を達成しているとしてＢとした

もの。 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策＞ 

 会計検査院から指摘を受けたガスの供給契約については、一般競争入

札に付する処置が講じられているところであるが、平成 27 年度以降に

おいても、引き続き、契約事務の適正化に努める必要がある。 
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（3）業務・システムの最適化

計画の実施 
業務運営の効率化を図るた

め、「独立行政法人造幣局会計

システム（ＥＲＰ システム）

に係る業務・システム最適化計

画」に基づきシステムの機能

性・利便性を向上させる等、更

なる取組を行うものとする。 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（３）業務・システムの最適化

計画の実施 
平成 19 年 12 月 28 日に策定

（平成 25 年 3 月改定）した「独

立行政法人造幣局会計システ

ム（ERP システム）に係る業

務・システム最適化計画」に基

づき、システムの機能性・利便

性の向上、情報セキュリティの

確保を図るとともに、業務プロ

セスの見直しなどを行い、業務

処理の効率化・迅速化に取り組

みます。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○業務・システム最適

化計画の実施状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

１円アルミニウム円形の調

達の１件について十分な公

告期間を確保できなかった

が、その他については計画

通り見直しを実施した（契

約がなかったもの等を除

く）。なお、１円アルミニウ

ム円形の調達については、

消費税率改定が実施される

状況において、市中への１

円貨の供給に支障を来した

場合の影響には計り知れな

いものがあり、１円貨を製

造するに当たり機動的な対

応が必要であったことか

ら、十分な公告期間を確保

することができなかったも

のである。 
 また、外部有識者３名及

び監事２名で構成される契

約監視委員会において、競

争性のない随意契約及び一

者応札・一者応募契約等の

点検・見直し状況について、

点検を行った。 
さらに、監事及び会計監

査人から監査を受けたほ

か、内部監査を実施した。 
 
 
・ 「独立行政法人造幣局会

計システム（ＥＲＰシステ

ム）に係る業務・システム

最適化計画」に基づく取組

の結果、平成２６年度のＥ

ＲＰシステム保守・運用に

係る委託経費は、最適化実

施前の平成１９年度の経費

と比較して３３，１３７千

円の削減となった。（ただ

し、平成２６年４月１日に
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（4）公益法人等への会費支出

の見直し 
公益法人等への会費支出に

ついては、適正化・透明性を強

化する観点から、着実に見直し

を行うとともに、支出内容につ

いては、公表するものとする。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（４）公益法人等への会費支出

の見直し 
公益法人等への会費の支出

については、造幣局の業務の遂

行のために真に必要なもので

あって、必要最低限のものに限

るよう、厳格に精査するなどの

取組を着実に進め、支出の結果

については造幣局ホームペー

ジにおいて公表します。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○公益法人等に対する

支出の適正化の取組

状況 
○公益法人等に対する

支出結果の公表 
 
 
＜評価の視点＞ 
○対国家公務員ラスパ

イレス指数による比

較を踏まえた給与水

準の維持に取り組ん

でいるか。 
○随意契約等見直し計

画に基づく取組を着

消費税が５％から８％にな

った影響を除いて比較する

と３７，３３０千円の削減

となる。）また、職員のＥＲ

Ｐシステムに関する習熟度

の向上について、購買管理

に係るＥＲＰシステムの研

修を実施するなどの取組を

行った結果、平成２６年度

の問合せ件数は８１２件と

なり、平成２４年度の９０

８件に比べて１０．６％減

少した。さらに、造幣局情

報セキュリティ対策管理基

準及び技術基準に基づく実

施手順によりＥＲＰシステ

ムの運用を行い、会計シス

テムの安全性・信頼性の向

上に努めるとともに、消費

税増税に伴う機能や経営指

標に関するデータを自動で

集計し算出できる機能を追

加するなどの改善を行っ

た。 
 
 
・ 「独立行政法人が支出す

る会費の見直しについて」

（平成２４年３月２３日行

政改革実行本部決定）に基

づき、費用と便益などを精

査のうえ、引き続き、見直

しを行った結果、平成２６

年度における会費等の支出

は、３９法人、１，８４９

千円（平成２３年度と比較

して１２法人、５６０千円

の削減）となった。また、

四半期ごとに造幣局ホーム

ページで公表した。 
このほか、国等による障
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実に実施している

か。また、契約監視

委員会による点検、

監事及び会計監査人

による監査を適切に

受けているか。 
○業務・システム最適

化計画に基づく取組

を実施しているか。 
○公益法人等への支出

の見直しに取り組ん

でいるか。 
 

害者就労施設等からの物品

等の調達の推進等に関する

法律（平成２４年法律第５

０号）の規定に基づき、「障

害者就労施設等からの物品

等の調達の推進を図るため

の方針」を作成し公表した。 
上記の方針に基づき、平

成２５年度及び平成２６年

度においては、障害者就労

施設から小物雑貨等につい

て１２件、合計８６１，２

９６円の調達を行った。 
また、母子家庭の母及び

父子家庭の父の就業の支援

に関する特別措置法（平成

２４年法律第９２号）の規

定に基づき、平成２６年度

においては、母子・父子福

祉団体から清掃作業につい

て１件、２２，６８０円の

調達を行った。 

 
４．その他参考情報 
特になし 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



40 
 

様式１－２－４－１ 行政執行法人 中期目標期間評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項）様式 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅱ－１ 通貨行政への参画 

関連する政策・施策 （財務省） 

総合目標４ 通貨の流通状況を把握し、偽造・変造の防止等に取り組み高

い品質の通貨を円滑に供給することにより、通貨に対する信頼の維持に

貢献する。 

政策目標４－１ 日本銀行券・貨幣の円滑な供給及び偽造・変造の防止 

施策４－１－２ 通貨の偽造・変造の防止 

施策４－１－５ 通貨に関する情報提供 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
独立行政法人造幣局法第１１条第１項第３号及び第７号 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
（財務省） 

平成 26年度事前分析表〔総合目標４〕 

平成 26年度事前分析表〔政策目標４－１〕 
 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 区分 達成目標 基準値 
（前中期目標期間 
最終年度値等） 

25 
年度 

26 
年度 

27 
年度 

28 
年度 

29 
年度 

 25 
年度 

26 
年度 

27 
年度 

28 
年度 

29 
年度 

国内外の会

議・学会等での

発表・参画件数 

発表・参画

件数 
 

平成 26 年度

において 10
件以上 

10 件 13 件 10 件 
   

予算額（千円） 35,878,967 28,948,707 
   

【参考】 
ホームページ

更新件数 

更新件数 
  901 件 908 件 決算額（千円） 34,830,503 29,942,422 

【参考】 
工場見学者数 

見学者数 
（全局）   71,302 人 76,213 人 経常費用（千円） 30,074,571 31,594,779 

【参考】 
工場見学会の

実施回数 

実施回数 
（全局）   9 回 9 回 経常利益（千円） 890,116 1,237,651 

【参考】 
博物館等 
入館者数 

入館者数 
（全局） 

  
135,950 人 147,584 人 

行政サービス実施コスト（千円） △351,495 △931,733 

従事人員数（各年度 4 月 1 日現在） 908 人 906 人 
注）予算額、決算額は支出額を記載。 

予算額、決算額、経常費用、経常利益、行政サービス実施コスト、従事人員数いずれも、造幣局全体での金額及

び人員数を記載。 
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３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 評定 B 
 １．通貨行政への参画 

（1）貨幣の動向に関する調査

と貨幣に関する企画 
造幣局は、通貨制度の安定に

寄与するため、国内外における

貨幣の動向について調査を行

う。また、加工技術の向上や物

価状況等の社会経済情勢の変

化を見据え、貨幣の種類、様式

等に関する改善について、偽造

防止技術の高度化に加え、目の

不自由な人をはじめ、あらゆる

使用者、使用環境における識別

容易性及び利便性を追求した

製品仕様、製造時の環境への影

響、国内外において通用する卓

越したデザイン等、国の政策的

な観点から必要とされる特性

も考慮の上、財務省との連携を

強化しつつ、不断に検討を行う

ものとする。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

１．通貨行政への参画 
（１）貨幣の動向に関する調査

と貨幣に関する企画 
通貨制度の安定に寄与する

ため、国内外における貨幣の動

向について調査を行うととも

に、加工技術の向上や物価状況

等の社会経済情勢の変化を見

据え、貨幣の種類、様式等に関

する改善について、偽造防止技

術の高度化に加え、目の不自由

な人をはじめ、あらゆる使用

者、使用環境における識別容易

性及び利便性を追求した製品

仕様、製造時の環境への影響、

国内外において通用する卓越

したデザイン等、国の政策的な

観点から必要とされる特性も

考慮の上、財務省との連携を強

化しつつ、不断に検討を行いま

す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
○国内外における貨幣

の動向についての調

査の状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜主要な業務実績＞ 
 
 
・ 国内については、偽造貨幣

の流通を防止するための環

境整備について検討を進め

るべく、市中に流通している

貨幣について汚損・磨耗等の

状況を把握するため、直径・

汚損度等に関する品質調査

を実施した。また、貨幣流通

状況について、財務総合政策

研究所研究部、国庫課及び造

幣局の３者で調査を行い、平

成２５年６月６日に“日本の

硬貨流通量の構造変化”が取

りまとめられ、財務省のホー

ムページに掲載された。 
国外については、タイで開

催された第１８回ＭＤＣ技

術委員会、大阪で開催された

第１９回ＭＤＣ技術委員会、

メキシコシティで開催され

た第２８回ＭＤＣ総会、ま

た、ヘルシンキで開催された

第２１回ＭＤＣ技術委員会

等に参加し、各国造幣局等の

参加者と意見交換を行った

ほか、貨幣製造技術及び偽造

貨幣対策等に関する造幣技

術に関する最新の情報収集

を行った。さらに、アメリカ

造幣局及びカナダ造幣局を

訪問するとともに、ベルリ

ン・ワールドマネーフェアに

併せて開催された造幣技術

フォーラムに出席し、貨幣製

造に関する最新情報の収集

＜評定と根拠＞ 
評定：Ｂ 
本中期目標期間中の国内外

の会議・学会等での発表・参

画件数については、第２８回

ＭＤＣ総会等、国外の会議等

も含めて積極的に参加した結

果、２３件となった。中期計

画では５年間で５０件以上を

基準値としていたところ、中

期目標期間が２年間となった

ため、実績が２０件（５０件

÷５×２）以上であったこと

は、中期計画を実質的に達成

したものと認められる。 
貨幣の動向に関する調査に

ついては、市中に流通してい

る貨幣の直径・汚損度等に関

する品質調査や、ＭＤＣ総会

での情報収集等、国内外にお

ける貨幣の動向についての調

査を行った。また、調査の結

果、摩耗したものが相当数流

通していることが判明してい

る５００円貨、１００円貨に

ついて、財務大臣の定める貨

幣製造計画に従ってクリーン

化を実施し、本中期目標期間

中において５００円貨は３億

６，０００万枚、１００円貨

は１１億３，８００万枚を製

造した。 
貨幣に関する企画について

は、次期改鋳に向けた検討や、

２０２０年東京オリンピッ

ク・パラリンピック競技大会

の開催を記念する記念貨幣発

行に向けての検討など、貨幣

＜評価の視点＞ 

 貨幣の動向に関する調査、貨幣に関する企画及び研究開発、国内

外の関係当局との連携や情報交換、貨幣の信頼の維持等に必要な情

報の提供及び国際対応や製品設計力の強化を通じ、通貨行政に的確

に参画したか。 

 

＜評価に至った理由＞ 

 貨幣の動向等に関する調査及び国内外の関係当局との連携等につ

いては、世界造幣局長会議 (MDC) 技術委員会等への参加やアメリカ

造幣局等の訪問を通じ、貨幣の偽造動向や偽造防止技術等の最新情

報を得るなど、情報収集や情報交換等が積極的に行われ、その結果

をセキュリティレポートとして取りまとめて財務省に提出した。ま

た、必要に応じ、随時財務省への報告等がなされた。 

 貨幣の企画及び研究開発については、新幹線鉄道開業 50周年記念

100円貨幣をクラッド構造とし、斜めギザを施したほか、虹色発色加

工及び梨地加工の技術を製品に活用し成果をあげた。また、各年度

の研究開発計画に掲げた研究は着実に実施されており、各研究課題

に対する事前、中間、事後の評価も的確に行われた。 

本中期目標期間中における会議、学会等での発表・参画件数は、

各年度で数値目標を達成した。 

 国民への情報提供については、夏休み等を利用した小中学生向け

のイベントや工場見学を積極的に開催したほか、メールマガジンの

発行回数を増加させるなど積極的な姿勢が見られた。また、博物館

での特別展示等にも取り組んでおり、ホームページのアクセス数及

び博物館の見学者は、前中期目標期間に比べ、総じて増加している。 

 以上を踏まえ、中期目標における所期の目標を達成しているとし

てＢとしたもの。 
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このうち、貨幣の動向につい

ての調査にあたっては、貨幣の

流通に関する変化を踏まえた

効率的・効果的な貨幣流通シス

テムのあり方、汚損･磨耗等の

状況を踏まえた市中流通貨の

引揚と新貨発行のあり方、近年

急速に普及している電子マネ

ーの動向と貨幣需要への影響、

金属市場の動向等についても、

海外の動向も含めて対象とし、

業務に反映させていくことが

必要である。 
また、記念貨幣に関しては、

記念事業の性格に対応した素

材、品位、量目、様式の検討、

 
 
 
なお、特に貨幣の偽造防止技

術については、偽造貨幣の発生

等不測の事態が生じた場合に

備え、その時点の最新の偽造防

止技術に関し、財務省と不断に

連携を取りながら高度な対応

力強化に取り組みます。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
また、貨幣の動向についての

調査においては、貨幣の流通に

関する変化を踏まえた効率

的・効果的な貨幣流通システム

のあり方、汚損・磨耗等の状況

を踏まえた市中流通貨の引揚

と新貨発行のあり方、近年急速

に普及している電子マネーの

動向と貨幣需要への影響、金属

市場の動向等についても、海外

の動向も含めて対象とし、業務

に反映させていくとともに、こ

の一環として、前中期目標期間

中から実施している 500 円貨、

100 円貨のクリーン化を行い

ます。 

 
 
 
○貨幣の種類、様式等

に関する改善につい

ての検討状況 
○偽造貨幣の発生に備

えた対応力強化への

取組状況 
○記念貨幣のコスト削

減状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○貨幣の動向調査の業

務への反映状況 
○500円貨、100円貨の

クリーン化の状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
○記念貨幣のあり方に

ついての調査・検討

の状況 
 

を行った。 
また、これらの成果につい

て、財務省へ提供した。 
・ 偽造貨幣が発生した際の緊

急改鋳への対応も想定しつ

つ、次期改鋳に向けた様式の

検討に備え、偽造防止技術等

について実用化時期等につ

いて引き続き検討を行い、財

務省と意見交換を行った。ま

た、将来、改鋳が行われた際

の対応力強化及び記念貨幣

のコスト削減のため、地方自

治法施行６０周年記念５０

０円バイカラー・クラッド貨

幣について、圧印速度の向上

や貨幣検査機による検査を

実施・確立した。さらに、新

幹線鉄道開業５０周年記念

１００円貨幣について、財務

省との連携を図りつつ、視認

性や機械判別性に優れた仕

様となるよう、クラッド構造

で斜めギザを施した仕様と

した。 
・ 財務大臣の定める貨幣製造

計画に従って、これまでに実

施した流通貨幣の品質調査

の結果、摩耗したものが相当

数流通していることが判明

している５００円貨、１００

円貨についてクリーン化を

実施し、本中期目標期間中に

おいて５００円貨は３億６，

０００万枚、１００円貨は１

１億３，８００万枚を製造し

た。 
・ ２０２０年東京オリンピッ

ク・パラリンピック競技大会

の開催を記念する記念貨幣

発行に向けて、貨幣の種類、

の種類、様式、記念貨幣のあ

り方等についての検討を行っ

た。また、将来、改鋳が行わ

れた際の対応力強化及び記念

貨幣のコスト削減のため、地

方自治法施行６０周年記念５

００円バイカラー・クラッド

貨幣の作業改善に努め、圧印

速度向上や貨幣検査機による

検査を実施・確立した。 
偽造防止技術等の効率的か

つ効果的な研究開発等につい

ては、研究開発の基本計画に

基づき、研究開発計画を策定

し、平成２５年度においては

１５件、平成２６年度におい

ては９件の研究テーマを設定

した。研究テーマについては、

費用対効果を勘案して効率

的、効果的に実施するため、

研究テーマごとの予算管理を

行った。各研究テーマについ

ては、研究開発管理会議にお

いて事前、中間、事後の評価

を行い、研究開発評価会議に

おいて評価が次期研究開発計

画案に適切に反映されている

かの検証等を行ったうえで、

次期研究開発計画を策定し

た。また、高度な技術の種を

見出すための幅広い分野の事

前調査を行うとともに、独自

の偽造防止技術を高度化する

ためのノウハウの蓄積に努め

た。これまでの研究の成果と

して、虹色発色加工を施した

新幹線鉄道開業５０周年記念

千円銀貨幣等を製品化した。 
以上のとおり、研究開発に

係るＰＤＣＡサイクルを確実

に実施し、偽造防止技術の高
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国家的な記念事業に相応しい

卓越したデザイン、効率化と合

理的コスト管理に基づく適切

な価格設定、国内外の購入者の

需要に対応した販売方法、記念

対象となる事業の時期を踏ま

えた迅速かつ確実な製造等、そ

のあり方について、調査・検討

を行うものとする。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（2）偽造防止技術等の効率的

かつ効果的な研究開発等 
造幣局は貨幣について、次期

改鋳も踏まえつつ、独自の偽造

防止技術の高度化、製造工程の

効率化、製造技術の高度化のた

めに必要な研究開発を確実に

実施するとともに、効率的かつ

さらに、記念貨幣に関して

は、着実なコスト削減に取り組

みつつ、国家的な記念事業に相

応しい高品質な記念貨幣を、弾

力的かつ確実に製造すること

が求められており、記念事業の

性格に対応した素材、品位、量

目、様式の検討、国家的な記念

事業に相応しい卓越したデザ

イン、効率化と合理的コスト管

理に基づく適切な価格設定、国

内外の購入者の需要に対応し

た販売方法、記念対象となる事

業の時期を踏まえた迅速・確実

な製造等、そのあり方につい

て、調査・検討を行います。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（２）偽造防止技術等の効率的

かつ効果的な研究開発等 
貨幣の偽造防止技術等の研

究開発については、次期改鋳も

踏まえつつ、国内外の研究交流

や各種会議への参加などを通

じて得られた様々な情報を活

用し、費用対効果や民間からの

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○独自の偽造防止技術

の高度化の状況（費

用対効果や民間から

の技術導入の検討状

況含む） 
○研究開発の基本計画

の立案及び達成状況 
○偽造防止技術等に関

様式等について検討を行っ

た。 
また、造幣局が出展したイ

ベントへの来客者等に対し

て実施したアンケートの中

で、記念貨幣に対する国民の

意向把握に努めるとともに、

当該イベントの機会及び記

念貨幣等の購入申込みが販

売予定数を上回った場合に

実施する抽選会の機会をと

らえて、イベント来客者及び

抽選の立会者として選出し

た購入申込者等との懇談会

を開催し、記念貨幣に対する

購入者の意向把握に努めた

（本中期目標期間中は計２

８回開催）。 
さらに、東京国際コイン・

コンヴェンションやメキシ

コシティで開催された第２

８回ＭＤＣ総会、アメリカ貨

幣協会・世界貨幣フェア等へ

の参加の機会を通じて、諸外

国における記念貨幣の発行

状況等について情報収集を

行った。 
（注）記念貨幣に相応しい卓

越したデザインについ

ての取組は、５２頁を参

照。 
 
 
・ 研究開発等については、平

成２５年２月に制定した研

究開発管理規程に基づき、研

究開発管理会議の評価及び

研究開発評価会議の評価・検

証を踏まえたうえ、理事会の

審議を経て、「第３期中期目

標期間における調査及び研

度化及び研究開発の効率的か

つ効果的な推進に努めている

と認められる。 
通貨関係当局等との情報交

換については、国内外におけ

る貨幣の偽造動向・最新の技

術情報及び研究開発の成果等

についての報告書を財務省に

提出したほか、国内外の通貨

関係当局等と積極的に情報交

換を行った。 
通貨の真偽鑑定等について

は、厳格な情報管理及び迅速

な鑑定が可能な体制を維持す

るとともに、その鑑定情報を

通貨当局に提供するなど、国

内外当局等との連携強化に努

めた。 
貨幣の信頼の維持等に必要

な情報の提供については、造

幣局ホームページで１，８０

９件の情報を発信し、メール

マガジンによる情報発信に努

めるとともに、マスコミ各社

からの取材等に積極的に応じ

ることにより、造幣局の事業

が紹介された。また、工場見

学の積極的な受入や、造幣博

物館等における企画展及び全

国各地における企画展示会の

開催、講演活動等、国民と直

接触れ合う機会を多数設ける

とともに、博物館の休日開館

日数を従来よりも増やした。

さらに、機密保持に配慮した

うえで、現金取扱機器の製造

業者等との情報交換等を実施

した。これらの取組の結果、

本中期目標期間中におけるホ

ームページへのアクセス件数

は、６，７１２，５４４件、
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効果的な研究開発の推進に努

めるものとする。 
また、研究開発の実施に際し

ては、規程に基づき事前、中間、

事後の評価を徹底するととも

に、その結果を踏まえ、研究テ

ーマ毎の予算も含め研究開発

計画の必要な見直しを行い、研

究開発の質の向上に努めるも

のとする。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

技術導入も十分勘案した上で、

独自の偽造防止技術の高度化

を図るとともに、貨幣及び勲章

製造工程の効率化及び製造技

術の一層の高度化を図るため、

重点分野が明確化された調査

及び研究開発の基本計画を立

案し、これを確実に実施すると

ともに、効率的かつ効果的な研

究開発の推進に取り組みます。 
基本計画の立案に当たって

は、前中期目標期間に策定した

調査及び研究開発の基本計画

を参考に、財務省とも連携しつ

つ、その成果や民間技術の進展

等を踏まえて行うものとしま

す。 
さらに、世界造幣局長会議を

はじめとした貨幣製造技術や

分析技術等に関する国際会議

へ積極的に参加し、海外の貨幣

製造技術や偽造防止技術等に

関する最新の様々な情報を交

換することにより、造幣事業に

関する国際交流を図ります。 
本中期目標の期間中、国内外

の会議、学会等での発表・参画

等による交流が 50 件以上とな

るよう取り組みます。 
研究開発の実施に際しては、

平成 24 年度に新たに制定した

研究開発に関する規程に基づ

き、研究開発管理会議において

研究テーマ毎に実施する内容、

期間等の妥当性について定量

的な事前、中間、事後の評価を

徹底するとともに、研究テーマ

毎の予算管理を行い、新たに設

置した研究開発評価会議にお

いて、毎年度末には経費を含め

た研究成果の評価について検

する研究開発の効率

的かつ効果的な推進

への取組状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

究開発の基本計画」、及び各

年度における「研究開発計

画」が策定された。 
平成２５年度の研究開発

計画は、新しい偽造防止技術

の研究開発４件、貨幣製造技

術の向上に寄与する新製品

開発を伴う研究３件、各事業

分野の技術力向上に寄与す

る研究開発５件及び実用段

階の性能評価を行う「性能評

価」として３件、計１５件の

研究テーマを設定、実施し

た。平成２６年度の研究開発

計画は、新しい偽造防止技術

の研究開発３件、貨幣製造技

術の向上に寄与する新製品

開発を伴う研究１件、各事業

分野の技術力向上に寄与す

る研究開発４件及び実用段

階の性能評価を行う「性能評

価」として１件、計９件の研

究テーマを設定、実施した。

これらの研究テーマについ

ては費用対効果を勘案して

効率的、効果的に実施するた

め、研究テーマごとの予算管

理を行った。また、微細加工

技術以外の高度な偽造防止

技術等の種を見出すため、あ

らゆる分野の最新技術につ

いて幅広い分野の事前調査

を行った。さらに、独自の偽

造防止技術を高度化するた

め、各研究テーマにおいて当

局固有のノウハウの蓄積に

努めた。 
なお、これまでの研究成果

として、本中期目標期間中に

製品化を行ったものは、主と

して次のとおりである。 

本支局全体の工場見学者数

は、１４７，５１５人、造幣

博物館等入館者数は、２８３，

５３４人、平成２６年度末に

おけるメールマガジン登録者

数は、１３，５５６人となっ

た。 
以上のとおり、ホームペー

ジや各種企画展示会等を通じ

た情報発信を積極的に行い、

工場見学、博物館等への受入

を含む国民と直接触れ合う機

会を設けるよう取り組んでい

ることは評価できる。 
国際対応については、ＭＤ

Ｃ総会等での情報収集等を積

極的に行い、得られた情報に

ついては局内及び財務省と共

有することで、国際的な水準

の維持に努めた。 
デザイン力等の強化につい

ては、「記念貨幣のデザイン等

に関する検討会」において我

が国を代表する芸術家の方か

らの意見・指導を受けながら

業務に取り組んだこと、外部

研修を受講したこと等によ

り、向上しており、本中期目

標期間中においては地方自治

法施行６０周年記念貨幣のデ

ザイン計２６種類、及び新幹

線鉄道開業５０周年記念貨幣

のデザイン計８種類が決定さ

れたことは評価できる。 
 
 
以上のことから、通貨行政

への参画については、定量的

な数値目標を達成しており、

その他の定性的な取組につい

ては、中期計画における所期
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証を行い、その結果を翌年度の

研究開発計画に反映させるこ

とで、研究開発の質の向上に取

り組みます。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○造幣事業に関する国

際交流の状況 
 
 
 
 
 
 
○国内外の会議・学会

等での発表・参画件

数 
 
○研究開発管理会議に

おける事前、中間、

事後の評価の状況 
○研究開発評価会議に

おける評価について

の検証とその結果の

反映状況 
○研究テーマごとの予

算管理の状況 
 
 
 
 

・虹色発色加工を施した新

幹線鉄道開業５０周年

記念千円銀貨幣及び記

念貨幣発行５０周年２

０１４プルーフ貨幣セ

ット用メダル 
・梨地加工技術を施したお

もいでの小額貨幣２０

１３プルーフ貨幣セッ

ト用メダル、桜の通り抜

け２０１４プルーフ貨

幣セット用メダル、宝塚

歌劇１００周年２０１

４プルーフ貨幣セット

用メダル及び国宝章牌

「中尊寺」 
・ 本中期目標期間中において

は、諸外国の造幣局等との会

議開催、国際会議への出席な

どを通じて、偽造防止技術、

記念貨幣の製造、貨幣販売

等、造幣局の事業に関して意

見交換や情報提供を行い、積

極的に国際交流を行った。 
・ 本中期目標期間中におい

て、第２８回ＭＤＣ総会等、

国内外の会議、学会等での発

表、参画を２３件行った。 
・外部技術アドバイザー（１名）

及び本局各部・支局代表も参

画し、事前評価（第１回研究

開発管理会議において、特に

新規テーマに重点を置き、研

究目標・研究手法の妥当性、

さらに研究計画の妥当性に

ついて事前評価を実施）、中

間評価（第２回研究開発管理

会議において、研究開発の進

捗状況及び研究手法の妥当

性について中間評価を実施

し、問題点への対処策を検討

の目標を達成していることを

踏まえ、「Ｂ」と評価する。 
 
＜課題と対応＞ 
特になし。 
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（3）海外当局との情報交換、

通貨の真偽鑑定等  
国際的な広がりを見せる通

貨偽造に対抗していくため、財

務省と一体として、引き続き、

国内外の通貨関係当局及び捜

査当局等と積極的に情報交換

を行い、偽造の抑止を図る。ま

た、通貨偽造事件に際しては、

迅速かつ確実な真偽鑑定を行

うべく、実施体制の維持・強化

を図るとともに、緊急改鋳への

対応も想定しつつ、国内外当局

等との連携強化に努めるもの

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（３）海外当局との情報交換、

通貨の真偽鑑定等 
国際的な広がりを見せる通

貨偽造に対抗していくため、財

務省と一体として、引き続き、

国内外の通貨関係当局及び捜

査当局等と積極的に情報交換

を行い、偽造の抑止を図りま

す。 
また、通貨偽造事件に際して

は、迅速かつ確実な真偽鑑定を

行うべく、実施体制の維持・強

化を図るとともに、緊急改鋳へ

の対応も想定しつつ、国内外当

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○国内外の通貨関係当

局及び捜査当局等と

の情報交換の状況 
○通貨偽造事件に際し

ての真偽鑑定の実施

体制の維持・強化の

状況 
○国内外当局等との連

携強化に向けた取組

状況 
 
 
 
 

した）、事後評価（第３回研

究開発管理会議において、成

果の確認及び次年度への研

究継続の是非について検討

した）を実施した。 
・ 研究開発評価会議を毎年度

開催し、研究開発管理会議に

おける各研究テーマの評価

が次期研究開発計画案に適

切に反映されているかを検

証するとともに、研究テーマ

ごとの予算に関する評価を

行った。 
研究開発評価会議の検

証・評価及び理事会での審議

の結果を踏まえて、事前調査

（微細加工技術以外の高度

な偽造防止技術等の種を見

出すため、あらゆる分野の最

新技術について幅広い分野

の調査を行う）及び研究テー

マ（研究８件、性能評価１件

の合計９件）を設定した平成

２７年度研究開発計画を策

定した。 
 
 
・ 国内外における貨幣の偽造

動向・最新の技術情報及び研

究開発の成果等について、報

告書を財務省に提出した。ま

た、通貨関係当局及び捜査関

係当局との連絡会議に出席

するなど、財務省と連携し

て、国内外の通貨関係当局等

と、偽造貨幣の動向や対策等

について、積極的に情報交換

を行った。さらに、日本銀行

及び警察関係機関その他取

締機関から、市中に流通する

貨幣で汚損しているものも
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とする。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（4）貨幣の信頼の維持等に必

要な情報の提供  
貨幣への信頼維持のために

は、貨幣の特徴など、貨幣に係

る情報が実際に使用する国民

にわかりやすく提供されると

ともに、必要に応じて現金取扱

機器の製造業者等に対し機密

保持に配慮したうえで的確な

情報が提供される必要がある。 
このため、造幣局は、通貨関

係当局と連携し、これらに必要

な情報提供の充実に努めるも

のとする。 
 
 
 
 
 
 
 

局等との連携強化に取り組み

ます。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（４）貨幣の信頼の維持等に必

要な情報の提供 
国民各層に造幣事業や貨幣

に関する知識や理解を深める

ため、造幣局のホームページに

おいて貨幣の特徴等、各種情報

の発信を行うとともにその内

容も分かりやすく魅力的なも

のになるよう常に配慮します。 
具体的には、ホームページの

掲載内容やメディアを通じた

情報発信、博物館等の展示等に

おいて、国民に分かりやすい内

容となるような取組に努めま

す。 
また、工場見学の積極的な受

入れ、博物館等における企画展

及び全国各地における企画展

示会の開催、桜の通り抜け等の

イベントの機会を活用して、造

幣局と国民が直接触れ合う機

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
○ホームページ等を通

じた情報発信の状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

含めて真偽鑑定の依頼を受

けており、厳格な情報管理及

び迅速な鑑定が可能な体制

を維持するとともに、鑑定情

報を財務省に提供した。この

ほか、国内外の捜査当局等か

ら要請があれば担当職員を

現地に派遣する等、協力体制

を整えている。特に、平成２

５年１１月１４日、偽造の疑

いのある天皇陛下御在位６

０年記念１万円銀貨幣４６

枚が発見され、造幣局におい

て真偽鑑定を行ったところ、

いずれも偽造貨幣であるこ

とが判明し、国庫課へ報告

し、財務省から報道発表がな

された。 
 
 
・ 国民各層に造幣局の事業や

貨幣に関する知識や理解を

深めていただくため、造幣局

ホームページにおいて貨幣

の特徴、貨幣セット・販売ニ

ュース等、本中期目標期間中

に１，８０９件の情報を掲載

し、その内容も分かりやすく

魅力的なものとするよう努

め、本中期目標期間中におけ

る造幣局ホームページへの

アクセス件数は、６，７１２，

５４４件であった。 
なお、地方自治法施行６０

周年記念貨幣及び新幹線鉄

道開業５０周年記念貨幣関

係の広報については、７３頁

を参照。 
平成２４年度及び平成２

５年度にＪＩＳ８３４１－

３：２０１０（高齢者や障害
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会を幅広く提供します。 
さらに、造幣博物館について

は、多くの国民にご来館頂ける

よう、休日開館を含めた活用方

法について検討を行います。 
このほか、機密保持に配慮し

た上で、通貨関係当局と連携

し、現金取扱機器の製造業者等

に必要な情報を提供します。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○工場見学の受入の状

況 

者等に配慮したウェブコン

テンツ）に準拠したホームペ

ージとし、平成２６年度にお

いても準拠したコンテンツ

を引き続き維持した。 
また、子供向けコンテンツ

である「ぞうへいきょく探検

隊」において、地方自治法施

行６０周年記念千円銀貨幣

のぬりえを追加更新した。 

メールマガジンについて

は本中期目標期間中に６２

回発行し、貨幣セットの販売

やイベント開催等のほか、記

念貨幣の金融機関による引

換え日について情報を配信

した。平成２６年度末におけ

るメールマガジン登録者数

は１３，５５６人であり、平

成２４年度末と比較して４

８％増加した。 
マスコミ各社などからの

各種取材等に積極的に応じ

ることにより、造幣局の事業

がテレビ・ラジオ等で紹介さ

れるとともに、多くの情報

誌・ホームページなどで掲載

されたほか、工場見学及び造

幣博物館等を紹介するリー

フレットを、造幣局ＩＮ等の

イベント会場で来場者に配

布することや、外部の博物館

等と相互に広報資料を常置

すること等により、博物館と

併せて工場見学の広報を行

った。また、春休み、夏休み

やイベントに合わせた工場

見学会を企画し、本中期目標

期間中に１８件実施した。 
・ 本中期目標期間中における

本支局全体の工場見学者数
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○造幣博物館等におけ

る企画展及び全国各

地における企画展示

会の開催状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○国民と直接触れ合う

機会の設定の状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

は、１４７，５１５人であっ

た。 
・ サッカーワールドカップ記

念貨幣及び特別展展示用の

世界の珍しい貨幣や包銀（江

戸時代に幕府への上納や公

用取引のために所定の形式

の紙を用いて包装・封印され

た銀貨）などを購入し、収蔵

品の充実に努めた。 
また、造幣博物館等の収蔵

品を広く国民に紹介するた

め、本中期目標期間中に２１

回の特別展を開催するとと

もに、できるだけ多くの方々

に来館していただけるよう、

期間中は土日も開館した。 
なお、本中期目標期間中の

造幣博物館等入館者数は、２

８３，５３４人であった。 
・ 造幣局の事業を広く国民に

周知し、理解を深めていただ

く機会として、全国の都市を

回り造幣局ＩＮ等を開催す

るとともに、貨幣業者団体等

が主催するイベントなどに

後援・出展した。また、地方

自治法施行６０周年記念貨

幣が発行される県において

は「地方自治法施行６０周年

記念貨幣展」等を開催し、対

象県での記念貨幣の周知を

図った。 
また、出張造幣局は、造幣

局で行っている事業及び貨

幣に関する知識や理解を深

めてもらうために、大阪府下

の小中学校等に職員が出向

き、授業時間等を利用して貨

幣の製造工程・お金の役割の

説明、事業案内のビデオ鑑賞
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等を行うもので、本中期目標

期間中に８校で行った。 
講演活動については、造幣

博物館に収蔵されている貨

幣（和同開珎から大判・小判

等の古銭）や造幣局が製造し

てきた貨幣及びお金にまつ

わる話について、職員が依頼

先に出向いて、また博物館の

施設内において講演を行う

もので、本中期目標期間中に

おいては６２件実施し、延べ

参加者は３，３４３人とな

り、好評を博した。 
小・中学生等への情報提供

については、子供たちに貨幣

や造幣局に対する関心を深

めてもらうため、小冊子「キ

ラキラ☆コインズ探検隊」を

本中期目標期間中に６，１８

１部配布するとともに、クイ

ズなどを盛り込んだパンフ

レットの配付、貨幣豆知識に

ついてのリーフレットの設

置を行った。また、小・中学

校生向けに分かりやすく解

説した事業案内ビデオの貸

出を本中期目標期間中に１

２７件行った。 
その他、貨幣の製造工程の

説明などを通じ、造幣局の貨

幣デザイナーが貨幣デザイ

ンの描き方を分かりやすく

説明し、子供たちに貨幣に親

しんでいただこうという趣

旨で、造幣局１日デザイン教

室を、地方自治法施行６０周

年記念貨幣の発行対象県に

おいて本中期目標期間中に

１２回開催した。また、国際

交流基金ロンドン日本文化
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○造幣博物館等の休日

開館を含めた活用方

法についての検討状

況 
 
 
 
 
 
 
 
○現金取扱機器の製造

業者等への情報の提

供状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

センター主催の長州ファイ

ブ来英１５０周年関連行事

（日英学術交流１５０周年

記念事業）の一環として行わ

れた「日英造幣局交流の歴

史」セミナー（於：ロンドン）

に理事長が招かれ、大英博物

館及び英国造幣局博物館の

学芸員とともに講演を行っ

た。さらに、埼玉県金融広報

委員会、埼玉県生活科学セン

ター主催の地方自治法施行

６０周年記念貨幣（埼玉県）

関連イベントに協力し、造幣

局デザイン教室を開催した。 
・ 造幣博物館等の休日開館に

向けた検討に資するため、本

局においては、大阪市等が開

催する地域イベント等の情

報収集を行い、平成２６年１

１月の休日開館を地域イベ

ントの参加事業とする等、大

阪市等との連携協力を行っ

た。東京支局及び広島支局に

おいても休日開館の取組を

推進した。 
・ 一般社団法人日本自動販売

機工業会と技術交流会を毎

年度開催した。また、現金取

扱機器製造事業者や警備輸

送会社との情報・意見交換を

行った。さらに、財務省と共

催して、新幹線鉄道開業５０

周年記念１００円クラッド

貨幣の金融機関での引換業

務等の円滑化のため、貨幣選

別機・包装機製造事業者等を

対象に、当該記念貨幣の素材

及び貨幣サンプルを確認す

る機会を設けた。 
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（5）国際対応の強化 
国際的な課題に対応し、積極

的な国際協力を行うことなど

により、通貨行政や貨幣の製造

等について国際的な水準を維

持していくものとする。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（6）デザイン力等の強化 
貨幣のデザイン及び製品設

計は、（1）に記載した観点から

貨幣の最も重要な要素の一つ

であり、特に、記念貨幣につい

ては、国家的な記念事業に相応

しい卓越したデザインが求め

られる。通貨に対する信頼や我

が国のイメージの向上につな

がるよう、デザイン力等の強化

に一層努めることとする。 

 
（５）国際対応の強化 

通貨に関する国際的な課題

に対応し、外国の関係当局との

連携や情報交換等を円滑に行

うなど、国際対応の強化に取り

組みます。 
この一環として、世界造幣局

長会議、アセアン造幣局技術会

議等の国際会議において、積極

的な情報交換を行います。 
これらの国際会議への参加

を含め、財務省と一体として通

貨行政を担いつつ、貨幣の製造

等について国際的な水準の維

持に取り組みます。 
 
（６）デザイン力等の強化 
貨幣のデザイン及び製品設

計は、貨幣の最も重要な要素の

一つであり、特に、記念貨幣に

ついては、国家的な記念事業に

相応しい卓越したデザインが

求められます。そこで、通貨に

対する信頼や我が国のイメー

ジの向上につながるよう、外部

専門家からの指導、担当職員の

研修の充実等により、デザイン

力等の強化に一層取り組みま

す。 
 

 
○国際対応の強化に向

けた取組状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○デザイン力の強化に

向けた取組状況 
 
 
＜評価の視点＞ 
○国内外の貨幣動向に

係る調査を実施し、

ているか。貨幣の種

類、様式等に関する

改善の検討を行って

いるか。500 円・100
円貨クリーン化を確

実に行っているか。

偽造貨幣発生に備え

た対応力強化への取

組を行っているか。

記念貨幣のあり方に

ついての調査・検討

を行っているか。 
○国内外の会議・学会 

等での発表・参画件

数について目標を達

成できているか。研

究開発に係る PDCA

 
・ ＭＤＣ技術委員会などの国

際会議への参加等を通じて

積極的に情報収集に努め、ま

た、それらの成果に係る報告

書等については局内での共

有化及び財務省への提供を

行うことにより、通貨行政や

貨幣の製造等について国際

的な水準を維持するように

努めた。 
 
 
 
 
 
 
・ 平成２０年度に始まった地

方自治法施行６０周年記念

貨幣事業は、平成２８年度ま

での間に４７都道府県ごと

に千円と５００円の２貨種

の記念貨幣を発行するもの

であり、これらの都道府県面

のデザインは、各都道府県と

連携しつつ、「記念貨幣のデ

ザイン等に関する検討会」の

意見を踏まえて制作してい

る。 
本中期目標期間中には、１

３県のデザイン計２６種類

が決定された。 
また、新幹線鉄道開業５０

周年記念貨幣事業は、千円と

１００円の２貨種で、このう

ち１００円は路線ごとの図

柄により発行するものであ

る。平成２６年度には、千円

の表裏２種類、１００円の共

通面１種類、及び東海道新幹

線、山陽新幹線、東北新幹線、



53 
 

サイクルが（基本計

画の立案、研究開発

管理会議での事前・

中間・事後評価の状

況、研究開発評価会

議での検証・結果の

反映状況等）確実に

実施されているか。

偽造防止技術の高度

化及び研究開発の効

率的かつ効果的な推

進に努めているか。 
○国内外の通貨関係当

局等との連携強化及

び真偽鑑定実施体制

の維持・強化に向け

て取り組んでいる

か。 
○造幣局ホームページ 

や各種企画展示会等

を通じた情報発信を

行っているか。工場

見学、博物館の受入

を含む国民と直接触

れ合う機会を設けて

いるか。 
○国際対応の強化に向

けて取り組んでいる

か。 
○デザイン力の強化に

向けて取り組んでい

るか。 

上越新幹線、北陸新幹線の５

路線のデザイン、計８種類が

決定された。 
貨幣のデザインに加えて、

これらの貨幣を収納するパ

ッケージなど数多くのデザ

インを制作しており、本中期

目標期間中におけるデザイ

ン業務も多岐にわたったが、

担当職員は我が国を代表す

る芸術家の方からの意見・指

導を受けながら意欲的に業

務に取り組んでおり、デザイ

ン力が向上している。 
外部研修の受講等につい

ては、国内では習得できない

高度なメダル技術を習得さ

せ、デザイン制作の資質の向

上を図るため、世界最高峰の

制作技術を誇るイタリア造

幣局のメダル美術学校に工

芸職員１人を１０か月間派

遣した（平成２５年１０月～

平成２６年７月）。また、デ

ザイン力等の強化に努める

取組として平成２６年９月

に実施されたＤＴＰエキス

パート資格更新試験に工芸

職員２人が合格し、同年１１

月にＤＴＰエキスパート資

格が更新交付された。 
さらに、平成１０年より、

貨幣デザインの芸術性の向

上に寄与することを目的に、

造幣局で国際コイン・デザイ

ン・コンペティション（ＩＣ

ＤＣ）を開催しており、平成

２５年度においては、一般部

門で１６か国、学生部門で６

か国、平成２６年度において

は、一般部門で１６か国、学
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生部門で５か国からの応募

があった。最優秀作品に選ば

れたデザインについては、造

幣局においてメダルを製造

し、販売している。最優秀作

品を含むＩＣＤＣへの応募

作品に触れることは、工芸職

員にとって良い刺激となっ

ている。 
 

 
４．その他参考情報 
特になし 
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様式１－２－４－１ 行政執行法人 中期目標期間評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項）様式 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅱ－２－（１） 貨幣の製造 

関連する政策・施策 総合目標４ 通貨の流通状況を把握し、偽造・変造の防止等に取り組み高

い品質の通貨を円滑に供給することにより、通貨に対する信頼の維持に

貢献する。 

政策目標４－１ 日本銀行券・貨幣の円滑な供給及び偽造・変造の防止 

施策４－１－１ 日本銀行券及び貨幣の発行・製造計画の策定 

施策４－１－２ 通貨の偽造・変造の防止 

施策４－１－３ 国家的な記念事業として記念貨幣を発行 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
独立行政法人造幣局法第１１条第１項第１号 

通貨の単位及び貨幣の発行等に関する法律第４条 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
（財務省） 
平成 26 年度事前分析表〔総合目標４〕 
平成 26 年度事前分析表〔政策目標４－１〕 
平成 26 年度行政事業レビューシート事業番号：025  

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 区分 達成目標 基準値 
（前中期目標期間 

最終年度値等） 

25 
年度 

26 
年度 

27 
年度 

28 
年度 

29 
年度 

 25 
年度 

26 
年度 

27 
年度 

28 
年度 

29 
年度 

【参考】 
財務大臣の定

める製造計画

の達成状況 
 

貨幣製造枚数 
（ ）内は、500
円の選別作業に

よる納品実績 
｛ ｝内は、1
円の選別作業に

よる納品実績 

 

 

97,956 万枚 
（3,000 万枚） 

1,130,37.3 万枚 
（3,000 万枚） 
｛3,300 万枚｝ 

   予算額（千円） 35,878,967 28,948,707    

決算額（千円） 

34,830,503 29,942,422 

納品後の返品
件数 返品件数 納品後の返品件数

ゼロを維持 ゼロ ゼロ １件 経常費用（千円）  30,074,571 31,594,779 
500 円ニッケ

ル黄銅貨幣の

歩留 歩留率 

本中期目標期間中
の歩留の実績平均
値が前中期目標期
間中の実績平均値
を上回る 

50.0％ 49.4％ 49.4％ 

経常利益（千円） 890,116 1,237,651 
行政サービス実施コスト（千円） △351,495 △931,733 
従事人員数 
（各年度 4 月 1 日現在） 308 人 311 人 

注）予算額、決算額は支出額を記載。 
予算額、決算額、経常費用、経常利益、行政サービス実施コストは、造幣局全体での金額を記載。 
従事人員数は、貨幣製造に従事する常勤職員数を記載。 
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３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 評定 B 
 ２．貨幣の製造等 

（1）貨幣の製造 
造幣局は、貨幣の製造につい

て、以下の取組を行うものとす

る。 
① 製造体制の合理化、効率化

を図るため、投資効果を勘案

しつつ高機能設備の導入及

び更新等を行い、財務大臣の

定める貨幣製造計画を確実

に達成すること。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

２．貨幣の製造等 
（１）貨幣の製造 
以下の点に留意して、高品質

で純正画一な貨幣を確実に製

造します。 
① 財務大臣の定める製造計

画の達成 
作業の進捗管理、在庫管理等

については、生産管理システム

及び ERP システムの運用によ

り、期日管理を含めた生産管理

体制の一層の充実強化を行い

ます。また、設備管理について

は、投資効果を勘案しつつ高機

能設備の導入及び更新等を行

うとともに、保守点検を厳格に

行います。これらを通じ、製造

体制の合理化、効率化を図りつ

つ、貨幣を安定的かつ確実に製

造し、今後とも財務大臣の定め

る製造計画を確実に達成しま

す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
○財務大臣の定める

製造計画の達成状

況 
○生産管理システム

及びＥＲＰシステ

ムの運用による生

産管理体制の充実

強化の状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜主要な業務実績＞ 
 
 
 
 
・ 本中期目標期間中において

は、財務大臣の定める貨幣製

造計画に従って平成２５年度

９億７，９５６万枚、平成２

６年度１１億３，０３７．３

万枚の貨幣を確実に製造し

た。なお、市中から回収され

た５００円貨について、再使

用することが適当な貨幣を選

別して納品する取組を実施し

ており、平成２５年度は１億

４，７００万枚、平成２６年

度は１億７，９００万枚の選

別作業を行い、それぞれ３，

０００万枚を納品した。また、

平成２６年度は１円貨につい

ても４，７００万枚の選別作

業を行い、３，３００万枚を

納品した（貨幣製造枚数に選

別納品枚数を含む）。 
生産管理体制の充実強化等

については、生産管理システ

ム及びＥＲＰシステムを活用

し、工程ごとの製造作業等の

進捗状況に係るデータをロッ

ト単位等で細かく収集・分析

することにより、生産管理を

徹底した。また、原価分析の

精度向上のため、過去のデー

タを用いて作業実態に応じて

標準原価を見直すとともに、

製造原価の計画値と実際の作

業による実績値の差異を把握

＜評定と根拠＞ 
評定：Ｂ 
貨幣の製造については、生産

管理システム及びＥＲＰシス

テムの活用による生産管理を

徹底し、耐用年数を大幅に経過

している圧延設備の大規模整

備のうち第１期工事が完成す

るなどの高機能設備の導入及

び更新に取り組んだ結果、財務

大臣の定める貨幣製造計画に

従って平成２５年度９億７，９

５６万枚、平成２６年度１１億

３，０３７．３万枚の貨幣を製

造し、計画を達成した。 
なお、設備の保守点検に努

め、溶解・圧延工程の故障件数

は５件と平成２４年度より減

少したものの、故障停止時間は

４２時間と平成２４年度より

増加した。これは、圧延設備の

うち大規模整備が未了である

面削機において故障が発生し

た際、故障部分が複数あったこ

とから原因の特定に時間を要

したことによるものであり、引

き続き予防保全及び自主保全

に努め、故障の低減に取り組ん

だ。 
柔軟で機動的な製造体制に

ついては、作業量に応じて柔軟

かつ機動的な人員配置を行え

るようにするとともに、貨幣部

門総合技能研修等の研修やＯ

ＪＴを実施することにより、そ

の構築を進めた。研修等の成果

として、貨幣部門の職員１人が

「卓越した技能者表彰（現代の

＜評価の視点＞ 

 柔軟で機動的な製造体制のもと、高品質で均質な貨幣を確実に製

造し、財務大臣の定める製造計画を達成したか。 

 

＜評価に至った理由＞ 

 本中期目標期間中の各年度において財務大臣が製造計画で定め

た貨幣の全量が、指定した納期までに確実に納品された。特に、平

成 25年 12月及び平成 26年 12 月には、市中における貨幣の流通量

等を踏まえた製造計画の変更があり、また、平成 26 年度は、平成

25 年度に比べて１円及び５円貨幣の製造量が大幅な増加となった

が、何れにも機動的に対応した。 

生産管理体制については、作業量に応じた職員の配置替や全製造

工程における予防保全等により柔軟で機動的な製造体制を維持し

たほか、高機能設備の導入により能力の増強が図られた。 

製造貨幣の品質については、ＩＳＯ９００１の活用等を通じた厳

格な管理が実施されたが、造幣局において選別作業を行い財務省に

納品された貨幣（以下「選別貨」）に不完全なものが混入したため、

納品後の返品（１枚）が発生し、「納品後の返品件数ゼロを維持す

る」とした年度計画を達成せず、また、本中期目標期間中における

500円ニッケル黄銅貨幣の歩留率の平均が目標水準を下回った。 

本項目の数値目標のうち、選別貨の返品については、大量の回収

貨幣から再利用が可能なものを厳選し「納品後の返品件数ゼロ」を

達成するという高い目標が設定されていること、また、500円ニッ

ケル黄銅貨幣の歩留率については、品質向上を図るため試行的に通

常と異なる作業（圧延版表面の切削量の増加）を行ったことなどに

よるものであり、やむを得ない面が認められることに加え、本項目

のその他の事項については、最重要指標である財務大臣が定める製

造計画の確実な達成のほか、製造体制及び品質管理についても中期

目標における所期の目標を上回る成果が得られており、本中期目標

期間を通じて貨幣の円滑な供給に大きな役割を果たしたと認めら

れることから、これらを踏まえ、Ｂとしたもの。 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策＞ 

 納品後の返品が発生したこと及び 500 円ニッケル黄銅貨幣の歩

留が目標値を下回ったことについては、再発防止策や工程管理の徹

底が図られるよう求める。 
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○貨幣の製造に係る

高機能設備の導入

及び更新等の状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○設備の保守点検の

状況 
 
 
 

し、原因を分析し、効率的な

作業に努めた。さらに、月ご

との在庫状況を把握するとと

もに、四半期ごとの材料別形

態別在庫情報をイントラネッ

トに掲載し、在庫情報の共有

化を進めた。 
・ 貨幣の安定的かつ確実な製

造のための設備更新等の状況

については、平成２３年度に

着手した溶解設備の更新につ

いて、平成２５年４月に完成

した。 
また、圧延設備について、

経年劣化や部品の製造停止の

問題があったことから、第１

期としてガス鋳棒加熱炉及び

熱間圧延機の整備（平成２５

年６月契約、平成２６年６月

完成）、第２期として面削機及

び冷間粗圧延機の整備（平成

２６年１月契約、平成２７年

６月完成予定）、第３期として

溶接・トリミング機及び仕上

圧延機の整備（平成２６年１

２月契約、平成２８年６月完

成予定）を行うこととした。

第１期整備については、検収

を完了し現在順調に稼働し

た。 
平成２４年度に導入したプ

ルーフ貨幣用圧印機（試作

機）、平成２５年度に導入を開

始した国内メーカー製の流通

貨幣用竪型圧印機について

も、順調に稼働した。 
・ 平成２５年４月に更新した

溶解設備については、立ち上

げ時期特有の避けられないト

ラブルが発生したことから、

部品をより適した他のタイプ

名工）」、７人が「なにわの名

工」、１人が「広島県技能者表

彰」に表彰され、６人が「平成

２５年度科学技術分野の文部

科学大臣表彰創意工夫功労者

賞」を受賞したことは評価でき

る。  
納品後の返品件数について

は、選別作業を行った５００円

貨について１件が発生し、目標

を達成できなかった。この対応

として、直ちに完全な貨幣との

交換を行い、計数機器の機能及

び保守点検の強化を行う等、よ

り一層厳格な品質管理の徹底

を図った。また、５００円ニッ

ケル黄銅貨幣の期間中の平均

歩留についても４９．４％とな

り、目標を達成できなかった。

この対応として、面削量を従来

の量に戻すことや、動作不良を

速やかに発見できるよう設備

を監視する対策を実施した。さ

らに、品質マネジメントシステ

ムＩＳＯ９００１を活用する

ことでの品質管理体制の充実

に努めた。 
トラブル発生時における迅

速な対応のため、自主保全及び

予防保全の充実に取り組んだ

結果、本中期目標期間中におい

て職員が電気工事士（第１種３

人、第２種８人）、機械保全技

能士（特級３人、１級９人、２

級３４人）、電気機器組立て技

能士（２級２人）、自主保全士

（２級７人）、計画保全士（２

級１人）の資格を取得したこと

は評価できる。 
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② 緊急の場合を含め当初予

見し難い製造数量の増減な

どによる製造計画の変更に

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
② 柔軟で機動的な製造体制

の構築 
緊急の場合を含め当初予見

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○製造計画の変更に

も対応できる柔軟

で機動的な製造体

のものに交換するなどの対策

に取り組み、保守点検にも努

めた。その結果、平成２６年

度においては概ね順調に稼働

した。 
圧延設備については、平成

２６年度以降、順次整備を行

っており、安定稼働に向けて

立ち上げ時期特有のトラブル

への対応や保守点検に取り組

んだ。 
溶解・圧延工程の故障件

数・停止時間については、平

成２６年度は５件、４２時間

となり、平成２４年度（６件、

２３時間）に比べ件数は減少

したものの、停止時間は増加

したことから、引き続き故障

の低減に努めることとしてい

る。なお、平成２６年度の停

止時間が長くなった理由は、

圧延設備（面削機）の故障に

ついて、その原因の特定に時

間を要したことが主な要因で

ある。（面削機修理に要した停

止時間：２３時間） 
溶解・圧延工程のみならず、

全製造工程において予防保全

に重点を置いて、日常点検等

を行うほか、保全担当部門と

設備等の運転部門との間で定

期的に作業計画等情報を共有

し、安定操業のための日常的

な取組を継続した。また、保

全担当部門の技能等の向上に

加え、設備等の運転部門の職

員による自主保全活動を継続

した。 
・ 作業量に応じて通常貨幣製

造工程からプレミアム貨幣製

造工程へ職員を配置換するな

以上のことから、貨幣の製造

については、納品後の返品件数

及び５００円ニッケル黄銅貨

幣の期間中の平均歩留の定量

的な数値目標については未達

成であったものの、その後の対

応は適切に行っており、その他

の定性的な取組については、造

幣局の業務において重要な指

標である財務大臣の定める貨

幣製造計画について、平成２６

年度に１円貨や５円貨の枚数

が数年ぶりに大幅に増加した

ことにも機動的に対応し、確実

に達成したことをはじめ、中期

計画における所期の目標を達

成していると認められること

を踏まえ、「Ｂ」と評価する。 
 
＜課題と対応＞ 
・ 選別作業を行い納品した５

００円貨の中に、選別が不完

全なものが１枚混入してい

たことから、より一層厳格な

品質管理を徹底する必要が

ある。 
・ ５００円ニッケル黄銅貨幣

の全体の歩留について、圧延

設備（大規模整備が未了であ

る仕上圧延機）の動作不良に

より低下したことから、設備

の保守管理を徹底し、安定稼

働に取り組むとともに、圧延

設備の大規模整備を着実に

行っていく必要がある。 
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も対応できる柔軟で機動的

な製造体制を構築すること。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

しがたい貨幣製造数量の増減

や記念貨幣の追加発行などに

よる製造計画の変更にも対応

できる、柔軟で機動的な製造体

制の構築に取り組みます。 
そのため、貨幣部門において

は技能研修を実施し、幅広い業

務に関する知識や技能を習得

した職員を養成します。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

制の構築状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○貨幣部門における

技能研修の実施状

況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ど、人員配置を柔軟かつ機動

的に行えるようにした。また、

貨幣部門では、現場職員が貨

幣需給等の現下の状況を十分

に理解し、柔軟かつ機動的な

対応を取れるようにすること

を目的として、幹部職員が現

場職員に状況や課題を説明

し、意見交換を行う機会を設

けており、本中期目標期間中

においても実施した。 
・ 貨幣製造計画の変更に的確

に対応できる柔軟で機動的な

製造体制を構築するために

は、溶解工程から圧印検査工

程までの幅広い業務に関する

知識や技能を習得している職

員の養成が不可欠となること

から、平成２６年度に９人の

技能職員を対象に７か月間、

貨幣部門総合技能研修を実施

した。 
また、企業派遣研修として、

民間企業の実務に学び、その

経験を業務に活かすため、製

造業企業へ、貨幣部門から本

中期目標期間中に７人の技能

職員を２週間程度の期間派遣

するとともに、作業者個々の

スキルアップを図るため、外

部研修にも積極的に参加させ

た。 
これらの研修や職場でのＯ

ＪＴなどを通じて職員の技能

の向上を図っており、本中期

目標期間中には、優秀な技能

を有する者と認められた貨幣

部門の職員１人が「卓越した

技能者表彰（現代の名工）」、

本局の貨幣部門の職員７人が

「なにわの名工」、広島支局の
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③ 効率的に高品質で純正画

一な貨幣を製造すべく製造

工程における損率の改善に

努めるとともに品質管理を

徹底すること。 
（注）損率とは、製造工程中の

投入重量に対する減少重量

の比率をいう。 

 
 
 
 
 
 
 
 
③ 高品質で純正画一な貨幣

の効率的な製造 
品質マネジメントシステム

ISO9001 を活用し、品質管理

体制を充実させ、引き続き純正

画一な貨幣の製造を行い、今後

とも、納品後の返品件数ゼロを

維持します。 
また、不良品の発生等、製造

工程上のトラブルが発生した

場合には、原因の究明、対応策

の検討、製造工程へのフィード

バック等の一連の対応を迅速

に実施します。 
さらに、製造工程における損

率の改善を図り、損率改善の指

標として 500 円ニッケル黄銅

貨幣の歩留を採用することと

し、本中期目標期間中の歩留の

実績平均値が前中期目標期間

中の実績平均値を上回るよう

取り組みます。 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
○ＩＳＯ９００１ 

の活用による品質

管理体制の充実状

況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

職員１人が「広島県技能者表

彰」に表彰されたほか、優れ

た創意工夫により職域におけ

る技術の改善向上に貢献した

者として６人が、「平成２５年

度科学技術分野の文部科学大

臣表彰創意工夫功労者賞」を

受賞した。 
・ 品質マネジメントシステム

ＩＳＯ９００１を活用し、不

良品の発生等、製造工程上の

トラブルが発生した場合に

は、原因の究明、対応策の検

討、製造工程へのフィードバ

ック等の一連の対応を迅速に

行うなど、厳格な品質管理の

もと、純正画一な貨幣の製造

を行った。 
偽造・変造に対抗力を持つ

ためには、高品質で純正画一

な貨幣を製造し続けなければ

ならない。このため、流通貨

幣の品質調査・研究を行いつ

つ、日々の貨幣製造に当たっ

ては、工程ごとの品質を保持

しながら、高い生産効率を求

め、製造コストを削減するた

め、最適な作業計画を策定し、

業務を運営している。 
これらの品質管理体制につ

いては、ＩＳＯ９００１に基

づく内部監査及び検証会議を

実施し、品質管理体制が維持

されていることを確認した。 
また、平成２５年１０月に

実施された第１４２次製造貨

幣大試験において、執行官で

ある古川財務副大臣より「平

成２４年度及び平成２５年度

製造の通常貨幣及び記念貨幣

は、その全てについて基準を
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○納品後の返品件数

の有無 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○トラブル発生時に

おける迅速な対応

満たし適正であることが確認

された」旨の宣言が、平成２

６年１０月に実施された第１

４３次製造貨幣大試験におい

て、執行官である宮下財務副

大臣より「平成２５年度及び

平成２６年度製造の通常貨幣

及び記念貨幣は、その全てに

ついて基準を満たし適正であ

ることが確認された」旨の宣

言が、それぞれ行われた。 
・ 前項「○ＩＳＯ９００１の

活用による品質管理体制の充

実状況」のとおり品質の維持

管理を図り、外注材料につい

ても業者への適切な指導を行

うことにより品質管理の徹底

に努めた結果、局内試験規程

に基づく検査及び財務省へ貨

幣を納入する際に行われる財

務局による検査において全て

の貨幣が合格した。なお、新

規に製造した貨幣の返品はな

かったが、市中から回収され、

平成２５年１２月に選別作業

を行い、平成２６年４月に財

務省に納品した５００円貨の

うち１枚が、選別が不完全な

ものとして返品された。当局

において調査したところ、選

別作業に用いている計数機器

の一部に不備が発見されたこ

とから、計数機器の機能及び

保守点検の強化を行うととも

に、より一層厳格な品質管理

の徹底を図るため、製造体制

及び作業マニュアルの総点検

を実施し、必要な見直しを行

った。 
・ 不良品の発生等、製造工程

上のトラブルが発生した場合
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の実施状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

には、原因の究明、対応策の

検討、製造工程へのフィード

バック等の一連の対応を迅速

に行い、製造業務への影響を

極力少なくするとともに、日

常の設備等の操作職員による

自主保全、保全部門が行う予

防保全に重点を置いて設備の

維持管理に継続して取り組ん

だ。 
日頃から、予防保全と故障

発生時における迅速な対応が

可能となるよう、保全担当職

員の技能等の向上に努める一

方で、過去の故障実績を基に

故障が多い箇所や部品の抽出

を行い、操業上重要な予備部

品の事前調達を徹底したほ

か、日常の自主点検及び定期

的な部品交換等による予防保

全について、保全部門職員と

設備等の操作職員との相互間

で情報を共有し、水平展開を

図った。 
また、各局の保全部門の技

術交流会を実施し、技術・情

報の共有化を図った。 
設備等の操作職員は、設備

の清掃・給脂等の日常保全に

努めたほか、汚れ等の発生源、

点検等の困難な箇所を把握す

る自主保全を行い、保全部門

が行う点検時には操作職員も

積極的に参加し協力して点検

を行うなど、保全知識・技能

の向上や保全状況の把握など

に取り組んだ。 
これらを通じて、トラブル

の早期発見やトラブル発生時

の保全部門との連携による迅

速な対応に努めた。 
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○５００円ニッケル

黄銅貨幣の期間中

の平均歩留の状況 
 
 
＜評価の視点＞ 
○財務大臣の定める

製造計画を確実に

達成できている

か。生産管理シス

テム、ＥＲＰシス

テムによる生産管

理体制の充実強化

に取り組んでいる

か。貨幣製造に係

る高機能設備導

入・更新を進めて

いるか、また、設

備の保守点検を実

施しているか。 
 
○製造計画変更にも

対応できる柔軟で

機動的な製造体制

の構築に取り組ん

でいるか。貨幣部

門における技能研

修を実施している

か。 
 
○返品件数ゼロを維

持できているか。

保全技術・技能の向上を図

るため、保全部門及び設備等

の運転部門で国家資格等の取

得を行っており、本中期目標

期間中においては電気工事

士、機械保全技能士、電気機

器組立て技能士、自主保全士、

計画保全士の資格を取得し

た。 
・ 日々における各製造工程の

歩留の把握と不良原因の分析

を行い、その情報を各製造工

程にフィードバックし、歩留

向上に努めたものの、平成２

５年度における５００円ニッ

ケル黄銅貨幣の全体の歩留は

４９．４％と、前中期目標期

間中の実績の平均値５０．

０％を若干下回った。これは、

品質向上のために圧延板の面

削量（表面の切削量）を増加

するテストを行ったが、期待

した効果が得られなかったこ

と等によるものである。 
このため、面削量を従来の

量に戻したうえで、引き続き

歩留向上に取り組んだが、平

成２６年度における５００円

ニッケル黄銅貨幣の全体の歩

留は４９．４％であり、前中

期目標期間中の実績の平均値

を若干下回った。これは、一

時的な圧延設備の動作不良が

発生し、それによって基準内

圧延板の一部に不良部分が含

まれる圧延板が若干発生した

ことによるものである。 
これらの結果、本中期目標

期間中の歩留の実績平均値も

４９．４％となり、前中期目

標期間中の実績の平均値５
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５００円ニッケル

黄銅貨幣の本中期

目標期間中の平均

歩留が目標値を上

回るよう取り組ん

でいるか。ＩＳＯ

９００１の活用に

よる品質管理体制

の充実、トラブル

発生時の迅速な対

応が実施できるよ

う取り組んでいる

か。 

０．０％を若干下回った。 
この対策として、第３期の

整備が完了するまでの間は、

動作不良を自動で検知するセ

ンサーを新たに設け、不良部

分を含む圧延板の発生を防止

することとした。 
 

 
４．その他参考情報 
特になし 
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様式１－２－４－１ 行政執行法人 中期目標期間評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項）様式 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅱ－２－（２） 外国政府等の貨幣等製造の受注 

関連する政策・施策  当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
独立行政法人造幣局法第１１条第２項第１号及び第２号 

 
当該項目の重要度、難易

度 
－ 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
－ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 区分 達成目標 基準値 
（前中期目標期間 

最終年度値等） 

25 
年度 

26 
年度 

27 
年度 

28 
年度 

29 
年度 

 25 
年度 

26 
年度 

27 
年度 

28 
年度 

29 
年度 

【参考】 
外国政府等の
貨幣製造の受
注・製造件数 

外国政府等の貨幣製

造の受注・製造件数   4 件 4 件 
   予算額（千円） 35,878,967 28,948,707    

決算額（千円） 34,830,503 29,942,422 
経常費用（千円） 30,074,571 31,594,779 

【参考】 
入札参加件数 

外国政府等の貨幣製

造に係る入札参加件

数 
  4 件 6 件 

経常利益（千円） 890,116 1,237,651 
行政サービス実施コスト（千円） △351,495 △931,733 
従事人員数（各年度4月1日現在） 308 人 311 人 
注）予算額、決算額は支出額を記載。 

予算額、決算額、経常費用、経常利益、行政サービス実施コストは、造幣局全体での金額を記載。 
従事人員数は、貨幣製造に従事する常勤職員数を記載。 

３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 評定 B 
 （2）外国政府等の貨幣等製造

の受注 
造幣局は、偽造防止技術を中

心とした貨幣の製造技術やデ

ザイン力等の維持・向上及び国

際協力を図る観点から、新興国

等の国づくり支援として、相手

国の意向を踏まえ、国内貨幣の

製造等の業務の遂行に支障の

ない範囲内で、通貨関係当局等

との緊密な連携の下、外国政府

等の貨幣等製造及び製造技術

協力の実施に向けて、一層、取

り組むものとする。 

（２）外国政府等の貨幣等製造

の受注 
外国政府等の貨幣製造の受

注を行うことは、次期改鋳に備

えた保有設備の有効活用、偽造

防止技術を中心とした貨幣の

製造技術やデザイン力等の維

持・向上及び国際協力を図る観

点において有意義であること

から、通貨関係当局等との緊密

な連携の下、国内貨幣の製造等

の業務の遂行に支障のない範

囲で、外国政府等の貨幣等製造

の受注に一層取り組みます。 
特に、新興国からの需要に応

 
 
○外国政府等の貨幣等

製造の受注に向けた

取組状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜主要な業務実績＞ 
 
・ 国内貨幣の製造等の業

務の遂行に支障のない範

囲で、外国貨幣の製造受

注に積極的に取り組むこ

ととし、本中期目標期間

中においては、平成２４

年度に受注したバングラ

デシュ２タカ貨幣５億枚

及び同国の記念銀貨幣

（１００タカ）４千枚を

確実に製造した。また、

以下の貨幣を受注した。 
（１）日本カンボジア友

＜評定と根拠＞ 
評定：Ｂ 
外国政府等の貨幣等製造の

受注については、平成２４年

度に受注したバングラデシュ

２タカ貨幣５億枚等を確実に

製造したことは評価できる。

また、積極的な活動に取り組

んだ結果、本中期目標期間中

に５か国６種類の外国貨幣を

受注し適切に製造するととも

に、引き続き、受注に向けた

取組を推進した。また、新興

国に対する製造技術協力に向

けて、新興国の造幣局からの

＜評価の視点＞ 

 通貨関係当局等との密接な連携の下、外国政府等の貨幣等製造の受注

に向けた取組が着実に実施されたか。 

 

＜評価に至った理由＞ 

 外国政府等の貨幣については 8種類（前中期目標期間中は 1種類）を

製造したほか、入札への参加件数についても、本中期目標期間が２か年

であったにもかかわらず、前中期目標期間に比べて倍増となる 10 件と

なった。さらに、中東６か国等を訪問し日本への受注可能性等を調査す

るとともに、ブータン王立財政庁からの依頼により記念貨幣の仕様等の

提案を行うなど、受注に向けた積極的な姿勢が見られた。また、世界造

幣局長会議 (MDC)総会において新興国の要望把握を行った。 

 以上を踏まえ、中期目標における所期の目標を達成しているとしてＢ

としたもの。 
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じた国づくり支援としての、貨

幣等製造や研修・技術指導など

の製造技術協力の実施に、積極

的に取り組みます。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

好６０周年記念銀貨幣

（３，０００リエル）

１万枚の製造を造幣局

が受注、製造、納品し

た。 
（２）日本ブルネイ外交

関係樹立３０周年記念

銀貨幣（３０ブルネ

イ・ドル）５，５００

枚の製造を造幣局が受

注、製造、納品した。 
（３）オマーン国第４４

回国祭日記念銀貨幣

（１リヤル）１千枚の

国際入札に参加した結

果、これを造幣局が落

札、製造、納品した。 
なお、中東地域の国

の貨幣製造を受注する

のは本件が初めてであ

り、両国間の一層の関

係強化に貢献するもの

と考えられる。 
（４）日本ミャンマー外

交関係樹立６０周年記

念銀貨幣（５，０００

チャット）１万枚の製

造を造幣局が受注、製

造、納品した。 
（５）オマーン国ニズ

ワ・イスラム文化の首

都２０１５記念銀貨幣

（１リヤル）２千枚の

国際入札に参加した結

果、これを造幣局が落

札、製造、納品した。 
同国の貨幣製造を受

注するのは上記（３）

に続き２件目となる。 
（６）日本ラオス外交関

係樹立６０周年記念銀

要望把握を行った。 
 
以上のことから、外国政府

等の貨幣等製造の受注につい

ては、全ての定性的な取組に

ついて中期計画における所期

の目標を達成していると認め

られることを踏まえ、「Ｂ」と

評価する。 
 
＜課題と対応＞ 
特になし。 
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○新興国に対する製造

技術協力の実施状況 
 
 
＜評価の視点＞ 
○外国政府等の貨幣等

製造の受注に向けた

取組が行われている

か。新興国からの要

請に対する製造技術

協力に取り組んでい

るか。 

貨幣（５０，０００キ

ープ）１万枚の製造を

造幣局が受注、製造し

た。 
また、財務省・外務省

等の協力も得つつ、外国

貨幣等の入札への参加及

び外国通貨関係当局との

情報交換を行い、各国が

実施する入札への対応方

法等のノウハウを会得す

ることができた。 
・ タイ造幣局から、同局

職員に対する技術研修の

要望があったことから、

平成２５年８月に研修生

を受け入れ、プルーフ貨

幣の製造技術等について

研修を行うとともに、平

成２４年度に実施したマ

シニングセンタによる種

印・極印の加工技術につ

いての研修のフォローア

ップを行った。また、メ

キシコシティで開催され

たＭＤＣ総会の会場にお

いて、新興国の造幣局に

対して研修・技術指導等

の要望把握を行った。 
 
４．その他参考情報 
特になし 
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様式１－２－４－１ 行政執行法人 中期目標期間評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項）様式 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅱ－２－（３） 貨幣の販売 

関連する政策・施策 （財務省） 

総合目標４ 通貨の流通状況を把握し、偽造・変造の防止等に取り組み高

い品質の通貨を円滑に供給することにより、通貨に対する信頼の維持に

貢献する。 

政策目標４－１ 日本銀行券・貨幣の円滑な供給及び偽造・変造の防止 

施策４－１－３ 国家的な記念事業として記念貨幣を発行 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
独立行政法人造幣局法第１１条第１項第１号及び第７号 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
（財務省） 

平成 26年度事前分析表〔総合目標４〕 

平成 26年度事前分析表〔政策目標４－１〕 
 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 
指標等 区分 達 成 目

標 
基準値 
（前中期目標期間最終年
度値等） 

25 年度 26 年度 27 
年度 

28 
年度 

29 
年度 

 25 
年度 

26 
年度 

27 
年度 

28 
年度 

29 
年度 

セット数 金額 セット数 金額 
【参考】 
貨幣セット

及び外国貨

幣の販売状

況 
（注１参照） 

通常貨幣 
セット 

  1,335,853 
セット 

2,010,628 
千円 

1,155,055 
セット 

1,752,103 
千円 

 
 

 
 

 

予算額（千円） 35,878,967 28,948,707 

 
 

  

プルーフ貨幣 
セット 

311,811 
セット 

1,595,278 
千円 

272,978 
セット 

1,446,765 
千円 

プレミアム 
貨幣セット 

699,429 
セット 

4,405,476 
千円 

649,226 
セット 

4,156,545 
千円 決算額（千円） 34,830,503 29,942,422 

外国貨幣 10,487 
セット 

59,407 
千円 

14,955 
セット 

93,809 
千円 経常費用（千円） 30,074,571 31,594,779 

計 
2,357,580 

セット 
8,070,789 

千円 
2,092,214 

セット 
7,449,222

千円 経常利益（千円） 890,116 1,237,651 
貨幣セット
の新製品開
発の状況 製品開発件数 

本中期計画

期間中、7
件以上の製

品開発に取

り組む 

7 件 3 件 1 件 
行政サービス実施 
コスト（千円） 

△351,495 △931,733 

顧客に対す
る満足度調
査 

５段階評価 
平均して

4.0 以上 4.0 4.4 4.3 
従事人員数 
（各年度 4 月 1 日現在） 

35 人 37 人 

（注１）１．この他、地方自治法施行６０周年記念５百円バイカラー・クラッド貨幣収納ケース（平成２５年度８，０８７個、平成２６年度６，１４７個）及び地方自治法施行６０周年記念千円銀貨幣収納ケース（平成２５年度２３９個、平成２

６年度８２個）の販売を行った。 
２．通常貨幣セット及びプルーフ貨幣セットには、地方自治法施行６０周年記念５百円バイカラー・クラッド貨幣を組み込んだものを含む。 
３．プレミアム貨幣セットは、「地方自治法施行６０周年記念千円銀貨幣プルーフ貨幣セット」及び「新幹線鉄道開業５０周年記念千円銀貨幣プルーフ貨幣セット」である。 
４．外国貨幣は、「「日本カンボジア友好６０周年」カンボジア３，０００リエル記念プルーフ銀貨幣」、「「日本ブルネイ外交関係樹立３０周年」ブルネイ３０ドル記念プルーフ銀貨幣」、「日・ミャンマー外交関係樹立６０周年」ミャンマー

５，０００チャット記念プルーフ銀貨幣」及び「日ラオス外交関係樹立６０周年」ラオス５０,０００キープ記念プルーフ銀貨幣」である。 
（注２）予算額、決算額は支出額を記載。 

予算額、決算額、経常費用、経常利益、行政サービス実施コストは、造幣局全体での金額を記載。 
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従事人員数は、貨幣販売に従事する常勤職員数を記載。 
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３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 評定 B 
 （3）貨幣の販売 

貨幣の販売については、①購

入者の要望に応え利便性の向

上を図るため、通信販売につい

ては、オンライン販売サービス

の向上に努めること、②通信販

売以外の販売については、業務

フロー・コスト分析の結果を踏

まえ、外部委託の拡大を推進す

るとともに、商品設計にも反映

させることとする。 
造幣局は、貨幣セットが国民

の要望に応えているかを測定

する指標として、引き続き、貨

幣セットの購入者に対して満

足度調査を実施しその結果を

代金支払方法の改善等のサー

ビス向上に活かすものとする。 
また、記念貨幣の販売につい

ては、その記念事業としての性

格も踏まえ、購入希望者の公平

性に配意しつつ、販売方法の多

様化等について検討を行って

いくものとする。 

（３）貨幣の販売 
貨幣の販売については、購入

者の利便性の向上を図るため、

通信販売にあっては、情報通信

技術の発展を踏まえたオンラ

イン販売サービスの向上に取

り組むとともに、通信販売以外

の販売にあっては、外部委託を

推進しサービスの向上に取り

組みます。 
① 購入者である国民のニー

ズに的確に対応した貨幣セ

ットの販売 
顧客アンケート調査等で得

られた貨幣セットに対する顧

客の要望を踏まえるとともに

民間の知見を活用して、新しい

発想に立った貨幣セットの企

画、開発を行い、本中期目標の

期間中に 7 件以上の新製品開

発に取り組みます。 
さらに、貨幣セットが国民の

要望に応えているかを測定す

る指標として、貨幣セットの購

入者及び公共イベントへの出

展時の来客者をはじめとする

顧客に対し、アンケ－トによる

満足度調査を実施し、5 段階評

価で平均して4.0以上の評価が

得られるよう取り組みます。 
また、その結果を代金支払方

法の改善等のサービス向上に

活かします。 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○アンケート調査結果

等の新製品開発への

反映状況 
○貨幣セットの新製品

開発の状況 
○顧客に対する満足度

調査の実施状況 
○調査結果のサービス

向上への反映状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜主要な業務実績＞ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・ これまでに実施した顧客

アンケート調査で得られた

貨幣セットに対する顧客の

要望を踏まえつつ、新しい

発想に立った貨幣セットの

企画、開発を行うことによ

り、新製品開発に努めた結

果、本中期目標期間中に４

件の新製品を開発した。 
さらに、貨幣セットが国

民の要望に応えているかを

測定する指標として、造幣

局主催のイベントなどへの

来客者及び通信販売による

貨幣セットの購入者に対

し、アンケートによる満足

度調査を実施し、５段階評

価で平成２５年度は４．４、

平成２６年度は４．３とな

り、目標の４．０を上回っ

た。 
本中期目標期間中におい

ては、直接販売２７種類、

通信販売６２種類、計８９

種類の貨幣セット及び外国

貨幣を販売した。 
顧客から寄せられた苦情

その他の意見については、

＜評定と根拠＞ 
評定：Ｂ 
購入者である国民のニーズ

に的確に対応した貨幣セット

の販売に向けて、顧客アンケ

ート調査で得られた顧客の要

望を踏まえた貨幣セットの企

画、開発に取り組んだ結果、

本中期目標期間中に４件の新

製品を開発した。中期計画で

は５年間で７件以上を基準値

としていたところ、中期目標

期間が２年間となったため、

実績が３件（７件÷５×２）

以上であったことは、中期計

画を実質的に達成したものと

認められる。 
貨幣セットが国民の要望に

応えているかを測定するアン

ケートによる満足度調査結果

については、５段階評価で平

成２５年度は４．４、平成２

６年度は４．３となり、目標

の４．０以上を達成した。 
また、顧客から寄せられた

苦情その他の意見についてＰ

ＤＣＡサイクルを確実に回し

てＣＳ（顧客満足）の向上に

努めた。 
記念貨幣の販売について

は、広告や造幣局ホームペー

ジ等により広く国民に周知

し、申込み多数の場合には厳

正な抽選を行うなどの取組に

より、公平な記念貨幣購入機

会を提供した。また、地方自

治法施行６０周年記念千円銀

貨幣については引き続き、対

＜評価の視点＞ 

 購入者の利便性を含め、国民のニーズに的確に応えた販売がなされ

たか。 

 

＜評価に至った理由＞ 

 本中期目標期間においては、顧客アンケート調査で得られた顧客の

要望を踏まえ、富士山が世界文化遺産に登録されたことを記念し、立

体地図を組み込んで富士山とその周辺の地勢を表現した「世界文化遺

産貨幣セット（富士山－信仰の対象と芸術の源泉）」など４件の新製

品を含め、直接販売 27 種類、通信販売 62 種類の合計 89 種類の貨幣

セット等を販売した。 

 また、オンラインでの申込者に対しクレジットカード決済を可能と

し購入者の利便性を向上させたほか、各種広報活動の強化に取り組ん

だ結果、イベントの来客者や通信販売による貨幣セットの購入者に対

して行ったアンケートによる満足度調査の結果は、目標を上回る水準

となった。 

 以上を踏まえ、中期目標における所期の目標を達成しているとして

Ｂとしたもの。 
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② 記念貨幣の販売 

記念貨幣の販売に当たって

は、国家的な記念事業としての

性格も踏まえ、購入希望者の公

平性に配意しつつ、販売方法の

多様化等について検討を行っ

ていきます。 
また、抽選対象のものも含め

た記念貨幣を、従来のはがきに

加えオンライン上でも申込み

できるよう体制を整備します。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
○公平な記念貨幣購入

機会の提供状況 
○販売方法の多様化に

ついての検討状況 
○オンライン申込に向

けた体制の整備状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

顧客対応会議を毎週開催

し、発生原因の究明と対応

策の妥当性について検討を

行い、ＰＤＣＡサイクルを

確実に回してＣＳ（顧客満

足）の向上に努めた。 
・ 記念貨幣の販売開始に当

たっては、記者発表を行う

とともに、新聞広告や造幣

局ホームページへの販売要

領掲載等により、広く国民

に周知した。 
また、地方自治法施行６

０周年記念貨幣が発行され

る県において「地方自治法

施行６０周年記念貨幣展」

等の出展を行い、発行対象

県における記念貨幣の周知

を図った。加えて、ポスタ

ー、リーフレット等を作成

し、地方自治法施行６０周

年記念貨幣については発行

対象県の県庁等の関係機

関、新幹線鉄道開業５０周

年記念貨幣についてはＪＲ

各社へ送付し、当該関係機

関による記念貨幣の周知活

動がより一層行われるよう

働きかけた。また、地方自

治法施行６０周年記念貨幣

の発行対象県を訪問して同

貨幣を贈呈し、その模様を

報道機関に取り上げてもら

うことにより発行対象県に

おける同貨幣の一層の周知

を図った。 
記念貨幣についてはでき

る限り多くの国民の方に保

有していただくことが望ま

しいため、販売予定数を上

回る申込みがあった場合に

象の都道府県居住の場合の当

選確率を高くするなど、販売

方法の多様化に努めた。さら

に、抽選販売製品についてオ

ンラインでの製品購入申込を

可能とするなど、利便性を向

上したことは評価できる。 
販売に係る広報について

は、記念貨幣の種類によって

はインターネットへの広告掲

載を行う等、より効果的な広

報に努めるとともに、財務局

や財務事務所の協力を得るな

どして積極的な広報活動に取

り組んでいるものと認められ

る。 
 
以上のことから、貨幣の販

売については、全ての定量的

な数値目標を達成しており、

その他の定性的な取組につい

ても中期計画における所期の

目標を達成していると認めら

れることを踏まえ、「Ｂ」と評

価する。 
 
＜課題と対応＞ 
特になし。 
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は抽選により当選者を決定

すること及び当選は１人当

たり１セット限りとするこ

ととし、その旨を販売要領

に記載している。 
案内の結果、販売予定数

を上回る申込みがあったも

のについては、関係者及び

第三者の立会いの下、公開

の抽選会により厳正な抽選

を行って当選者を決定し

た。なお、抽選会の模様に

ついては造幣局ホームペー

ジ上で動画配信を行った。 
地方自治法施行６０周年

記念貨幣及び新幹線鉄道開

業５０周年記念貨幣の販売

発表の都度、リーフレット

を各都道府県の中央郵便局

等に設置した。 
地方自治法施行６０周年

記念貨幣の発行趣旨に鑑

み、本中期目標期間中も引

き続き、特に高率の応募倍

率となることが予想される

千円銀貨幣について、対象

の都道府県居住の申込者の

当選確率を他の都道府県居

住の申込者の２倍とするこ

とにより対象の都道府県居

住の申込者の入手が著しく

困難とならないよう配慮し

た。 
４７都道府県の貨幣の収

集を楽しんでいただくため

に、地方自治法施行６０周

年記念千円銀貨幣の収納ケ

ース（記念メダルを組み入

れたものと組み入れていな

いもの）及び同５百円バイ

カラー・クラッド貨幣の収
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③ 販売に係る広報 
多種類の製品を毎年販売し

ている状況の下、効果的に顧客

に製品等をアピールし、顧客層

の拡大を図るために、貨幣の信

頼の維持等に必要な情報提供

と連携しつつ、販売に係る広報

のあり方の検討を行っていき

ます。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○販売に係る広報のあ

り方についての検討

状況 
 
 
＜評価の視点＞ 
○貨幣セットの新製品

開発に取り組んでい

るか。顧客に対する

満足度調査を実施

し、目標値以上を達

成できたか。アンケ

ート調査結果等を新

製品の開発及びサー

ビス向上に反省する

納ケース（地図型バインダ

ー）を引き続き販売した。 
また、新幹線鉄道開業５

０周年記念百円クラッド貨

幣の収集を楽しんでいただ

くために、新幹線鉄道開業

５０周年記念百円クラッド

貨幣収納ケースの受付を開

始した。 
平成２５年度に、オンラ

イン申込に向けた体制の整

備に取り組み、平成２５年

７月から抽選販売製品の購

入申込機能、顧客が自らの

購入履歴等を確認できるマ

イページ機能等を備えた新

システムについて運用を開

始し、円滑に稼働した。 
また、オンライン上での

申込者の利便性の向上のた

め、平成２６年７月から、

オンライン上での申込者に

ついては、記念貨幣等の抽

選販売製品のクレジットカ

ードによる代金決済の運用

を開始した。 
・ 広報活動を模索するため

のプロジェクトチームによ

る、平成２４年度の地方自

治法施行６０周年記念貨幣

等に関する広報のあり方に

ついての検討・報告に基づ

き、本中期目標期間中にお

いては、平成２５年後半県

以降の地方自治法施行６０

周年記念貨幣の発行対象県

の幹部を訪問しての記念貨

幣発行の周知広報活動のほ

か、新聞各紙への広告掲載、

当該県における記念貨幣展

やデザイン教室の開催、メ
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よう取り組んでいる

か。 
○記念貨幣の公平な記

念貨幣購入機会を提

供しているか。オン

ライン申込体制の整

備を行っているか。

販売方法の多様化に

ついての検討を行っ

ているか 
○販売に係る広報のあ

り方の検討を行って

いるか。 

ディアの取材、報道等を通

じて周知に取り組んだ。 
また、新幹線鉄道開業５

０周年記念貨幣について

は、ＪＲ各社の協力を得た

東海道・山陽新幹線各駅に

おけるポスターの提示、イ

ンターネットへのバナー広

告掲載等を通じて記念貨幣

の周知に努めた。 

 
４．その他参考情報 
特になし 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



75 
 

様式１－２－４－１ 行政執行法人 中期目標期間評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項）様式 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅱ－２－（４） 地金の保管 

関連する政策・施策 （財務省） 

総合目標４ 通貨の流通状況を把握し、偽造・変造の防止等に取り組み高

い品質の通貨を円滑に供給することにより、通貨に対する信頼の維持に

貢献する。 

政策目標４－１ 日本銀行券・貨幣の円滑な供給及び偽造・変造の防止 

施策４－１－４ 貨幣回収準備資金の適切な管理 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
独立行政法人造幣局法第１１条第１項第２号 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
（財務省） 
平成 26 年度事前分析表〔総合目標４〕 
平成 26 年度事前分析表〔政策目標４－１〕 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 区分 達成目標 基準値 
（前中期目標期間 

最終年度値等） 

25 
年度 

26 
年度 

27 
年度 

28 
年度 

29 
年度 

 25 
年度 

26 
年度 

27 
年度 

28 
年度 

29 
年度 

保管地金の亡

失の状況 
地金の亡失

の発生件数 亡失ゼロ ゼロ ゼロ ゼロ 

   予算額（千円） 35,878,967 28,948,707    
決算額（千円） 34,830,503 29,942,422 
経常費用（千円） 30,074,571 31,594,779 
経常利益（千円） 890,116 1,237,651 
行政サービス実施コスト（千円） △351,495 △931,733 
従事人員数（各年度 4 月 1 日現在） 308 人 311 人 
注）予算額、決算額は支出額を記載。 

予算額、決算額、経常費用、経常利益、行政サービス実施コストは、造幣局全体での金額を記載。 
従事人員数は、貨幣製造に従事する常勤職員数を記載。 

３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 評定 B 
 （4）地金の保管等 

造幣局は、財務大臣から委託

された地金の保管業務を確実

に実施するものとする。 

（４）地金の保管 
財務大臣から保管を委託さ

れている貨幣回収準備資金に

属する地金（引換貨幣及び回収

貨幣を含む。）については、万

全の注意を払い、より高い安全

性の下で適切な管理及び保管

を行い、今後とも保管地金の亡

失ゼロを維持します。 
 

 
○保管地金の亡失の状

況 
○保管地金の適切な管

理及び保管の状況 
 
 
＜評価の視点＞ 
○保管地金を適切に管

理・保管し、保管地金

＜主要な業務実績＞ 
・ 保管地金の亡失はな

かった。 
・ 財務大臣から保管を

委託された貨幣回収準

備資金に属する地金

（引換貨幣及び回収貨

幣を含む。）について

は、次の事項を確実に

実行し、地金保管に万

＜評定と根拠＞ 
評定：Ｂ 
地金保管に万全を期した結

果、保管地金の亡失はなく、目

標を達成した。 
 
以上のことから、地金の保管

については、定量的な数値目標

を達成しており、その他の定性

的な取組についても、中期計画

＜評価の視点＞ 

 保管地金について適切な管理及び保管を行い、亡失ゼロを維持した

か。 

 

＜評価に至った理由＞ 

 個人認証システムによる入退出者のチェック等を通じて保管地金の

管理を行った結果、亡失が発生しなかったことから、中期目標における

所期の目標を達成しているとしてＢとしたもの。 
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の亡失ゼロを維持で

きているか。 
全を期した。 
１．地金保管庫等にお

ける施錠・警報装置

の確認及び個人認証

システム等により入

退室者をチェックす

ること。 
２．日々の地金の入出

庫を常に帳票等で把

握し、受払いごと及

び月末に保管地金の

在庫確認を行うこ

と。 
３．財務省（財務局）

により、毎月及び年

度末に実施される保

管地金の確認検査に

合格すること。 
 

における所期の目標を達成し

ていると認められることを踏

まえ、「Ｂ」と評価する。 
 
＜課題と対応＞ 
特になし。 

 

 
４．その他参考情報 
特になし 
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様式１－２－４－１ 行政執行法人 中期目標期間評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項）様式 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅱ－３－（１） 勲章等及び金属工芸品の製造等 

関連する政策・施策 （内閣府） 

政策１４．栄典事務の適切な遂行 

施策①栄典事務の適切な遂行 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
独立行政法人造幣局法第１１条第１項第４号、第５号及び第７号 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
（内閣府） 

平成 26年度事前分析表（内閣府 26-68（政策 14－施策①）） 

平成 26年度行政事業レビューシート事業番号：0089  
 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 区分 達成 
目標 

基準値 
（前中期目標期間 
最終年度値等） 

25 
年度 

26 
年度 

27 
年度 

28 
年度 

29 
年度 

 25 
年度 

26 
年度 

27 
年度 

28 
年度 

29 
年度 

【参考】 
勲章の確実な

製造の状況 
   28,807 個 30,227 個 

   予算額（千円） 35,878,967 28,948,707    
決算額（千円） 34,830,503 29,942,422 
経常費用（千円） 30,074,571 31,594,779 

貨幣製造技術
の維持・向上
に資する製品
の製造状況 

製品開発 
件数 

本中期計画期間

中、5 件以上の製

品開発に取り組

む 

5 件 2 件 1 件 
経常利益（千円） 890,116 1,237,651 
行政サービス実施コスト（千円） △351,495 △931,733 
従事人員数（各年度 4 月 1 日現在） 130 人 130 人 
注）予算額、決算額は支出額を記載。 

予算額、決算額、経常費用、経常利益、行政サービス実施コストは、造幣局全体での金額を記載。 
従事人員数は、勲章等及び金属工芸品製造に従事する常勤職員数を記載。 

３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 評定 B 
 （1）勲章等及び金属工芸品の

製造等 
造幣局は、勲章等及び金属工

芸品について、採算性の確保に

向け効率化を図るとともに、精

巧な技術による勲章等製品の

品位を維持するよう製造技能

の伝承を図りつつ、高品質で均

一な製品の確実な製造管理体

制の維持・向上に努めるものと

する。 
（注）「勲章等」とは、勲章、

（１）勲章等及び金属工芸品の

製造等 
① 勲章等の製造 
勲章等は、国家が与える栄誉

を表象する重要な製品等であ

り、美麗・尊厳の諸要素を兼ね

備えたものであることなどが

要求されます。従って極印の製

造から勲章等の完成までの全

工程にわたり、引き続き精巧な

技術と細心の注意を払って熟

練した職員の手により、必要と

 
 

 

○勲章の確実な製造の

状況 
○伝統技術の確実な維

持・継承と職員の技

術向上に向けた取組

状況 
○機械化が可能な部分

に係る加工対象品目

の拡大の推進状況 

＜主要な業務実績＞ 
 
 
・ 勲章は、国家が与える栄

誉を表象する重要な製品で

あり、美麗・尊厳の諸要素

を兼ね備えたものであるこ

となどが要求される。この

ため、精巧な技術と細心の

注意を払って熟練した職員

の手により、厳格な検査体

制の下で製造することと

＜評定と根拠＞ 
評定：Ｂ 
勲章等については、精巧

な技術と細心の注意を払っ

て製造すること等により、

内閣府との契約に基づく個

数の製造、納品を確実に行

った。 
 
ＯＪＴや各種研修に取り

組むことで伝統技術の確実

な維持・継承と職員の技術

＜評価の視点＞ 

 製造工程の効率化を図りつつ、発注者との契約に基づき確実な製造、

納品がなされたか。また、技術の維持・継承が確実に行われたか。 

 

＜評価に至った理由＞ 

 勲章等については、契約した製品を確実に製造し、納期までにすべて

の製品を納品した。技術の維持・継承については、ＯＪＴによる習熟度

の向上及び各種研修が着実に行われていると認められる。この結果、本

中期目標期間においては、１５名の職員が「現代の名工」「なにわの名

工」「なにわの名工若葉賞」及び「平成 26年度科学技術分野の文部科学

大臣表彰創意工夫功労者賞」を受賞したことは評価できる。 

 また、レリーフ（浮き彫り細工）部分に初めて梨地及び鏡面加工を施
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褒章、賜杯、記章及び極印をい

う。 
される数量を必要とされる時

期に確実に製造し、引き渡しま

す。 
そのため、培われてきた伝統

技術の確実な維持・継承と職員

の技術向上が必要不可欠であ

るため、OJT（職場内教育）に

加え、各種の研修を実施しま

す。 
一方で、受注数量の多い勲章

の機械化が可能な部分につい

ては、これまでに構築されたマ

シニングセンタ等自動化機械

の更なる活用により、加工対象

品目の拡大に努めるとともに、

老朽化した機械の更新により、

採算性の確保に向けた製造工

程の効率化を図ります。さら

に、製造工程における作業の省

力化についても推進します。 
また、極印の修正工程等手作

業が必須の工程についても、職

員に多くの経験を積ませ習熟

度を上げること等により、効率

化を図ります。 
（注）「勲章等」とは、勲章、

褒章、賜杯、記章及び極印を

いう。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
○製造工程の効率化へ

の取組状況 
○製造工程における作

業の省力化への取組

状況 
○極印の修正工程等手

作業における効率化

の状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

し、内閣府との間で締結し

た勲章等製造請負契約に基

づく平成２５年度の２８，

８０７個及び平成２６年度

の３０，２２７個を確実に

製造、納品した。 
さらに、培われてきた伝

統技術の確実な維持・継承

と職員の技術向上が必要不

可欠であるため、ＯＪＴ（職

場内教育）に加え、工芸部

門総合技能研修をはじめと

する各種研修の実施等を行

い、一方、マシニングセン

タ等自動化機械を活用し効

率化、省力化に取り組んだ。 
具体的な取組状況は、以

下のとおりである。 
ＯＪＴについては日常的

に実施しているところであ

るが、大勲位菊花大綬章、

文化勲章、旭日大綬章等特

に高度な技能を要する勲章

の製作についての技能の伝

承を図るため、勲章の製造

に従事する職員の中から平

成２５年度、平成２６年度

とも１０人を選抜し、これ

らの者に対して特に高度な

技能を有する熟練職員によ

るＯＪＴを実施した。 
基礎的かつ総合的な技術

及び知識を習得させるた

め、工芸部門総合技能研修

Ⅰ（外部講師による彫金課

程に関する研修）を実施し

た。また、本中期目標期間

中に工芸部門総合技能研修

Ⅰの受講者及び修了者１３

人を対象に、金沢美術工芸

大学名誉教授で重要無形文

向上を図った結果、勲章等

の製造に従事する職員の中

から「現代の名工」に２人、

「なにわの名工」に６人、

「なにわの名工若葉賞」に

１人が表彰され、６人が「平

成２６年度科学技術分野の

文部科学大臣表彰創意工夫

功労者賞」を受賞したこと

は評価できる。 
機械化が可能な部分につ

いては引き続き機械加工を

行うことで省力化するとと

もに、手作業の部分につい

ても、職員の習熟度向上に

取り組むことで効率化を図

った。 
金属工芸品については、

貨幣製造技術の維持・向上

に資する製品の企画、開発

に取り組んだ結果、３件の

新製品を開発した。中期計

画では５年間で５件以上を

基準値としていたところ、

中期目標期間が２年間とな

ったため、実績が２件（５

件÷５×２）以上であった

ことは、中期計画を実質的

に達成したものと認められ

る。 
また、製品の金型の外形

仕様を共通化する等、引き

続き、金属工芸品製造の効

率化に取り組んだ。 
 
以上のことから、勲章等

及び金属工芸品の製造等に

ついては、全ての定性的な

取組について中期計画にお

ける所期の目標を達成して

いると認められることを踏

したＩＣＤＣ（国際コイン・デザイン・コンペティション）２０１３メ

ダルを製造したほか、引き続き、マシニングセンタや自動研磨機を活用

した効率的な製造が行われている。 

 以上を踏まえ、中期目標における所期の目標を達成しているとしてＢ

としたもの。 
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化財保持者である中川衛氏

の指導により、金工技能に

関する技能のレベルアップ

研修を実施した。なお、金

工技能レベルアップ研修の

成果としての平成２４年度

及び平成２５年度研修生の

習作から６作品を「伝統工

芸日本金工展」（公益社団法

人日本工芸会主催）に出品

したところ、５作品が入選

した。 
企業派遣研修について

は、民間企業の実務に学び、

その経験を業務に活かすた

め、製造業企業へ本中期目

標期間中に４人の技能職員

を派遣した。 
技能向上のため、技能検

定受検を奨励し、本中期目

標期間中に以下のとおり合

格した。 
電気めっき作業技能検定 
１級 １人合格 
貴金属装身具製作（貴金 
属装身具製作作業）技能 
検定１級 １人合格 
貴金属装身具製作（貴金

属装身具製作作業）技能

検定２級 ３人合格 
勲章等の製造に従事する

職員のうち、本中期目標期

間中に「現代の名工」に２

人、「なにわの名工」に６人、

「なにわの名工若葉賞」に

１人が表彰されたほか、優

れた創意工夫により職域に

おける技術の改善向上に貢

献した者として６人が、「平

成２６年度科学技術分野の

文部科学大臣表彰創意工夫

まえ、「Ｂ」と評価する。 
 
＜課題と対応＞ 
特になし。 
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② 金属工芸品の製造等 

金属工芸品については、偽

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○貨幣製造技術の維

持・向上に資する製

功労者賞」を受賞した。 
また、平成２４年度及び

平成２５年度に技能検定に

合格した者のうち２人が、

成績優秀者として、大阪府

職業能力開発協会会長賞を

受賞した。 
効率化、作業の省力化へ

の取組について、圧写工程

においては引き続き、自動

化機械であるワイヤー放電

加工機を使用し、瑞宝小綬

章・双光章・単光章の章身

を対象に効率化・作業の省

力化に取り組んだ。 
仕上工程においては、羽

布作業の自動研磨機による

加工対象品目に、瑞宝小綬

章及び双光章の連珠を加

え、またマシニングセンタ

についても引き続き使用す

る等により、効率化・作業

の省力化に取り組んだ。 
七宝工程においては、七

宝自動盛付機による加工対

象品目に、瑞宝小綬章・双

光章・単光章の連珠や瑞宝

小綬章・双光章の章身の他

に、瑞宝単光章章身を加え、

効率化、作業の省力化に取

り組んだ。 
高度な修正技術を必要と

する種印修正作業につい

て、経験年数の浅い職員の

習熟度を向上させて作業の

効率化を図るため、工場内

で作業を遂行する中で熟練

した職員が指導者となって

ＯＪＴを実施した。 
・ 金属工芸品については、

偽造防止技術をはじめとす
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造防止技術をはじめとする貨

幣製造技術の維持・向上に資す

る製品の製造に限定します。 
具体的には、偽造防止技術を

はじめとする貨幣製造技術を

活かした製品を具現化するこ

とに主に取り組み、本中期目標

の期間中、5 件以上の新製品開

発に取り組みます。 
また、金属工芸品には多品種

少量生産のものが多いものの、

勲章の場合と同様に可能な部

分については極力機械化を進

める等、採算性の確保に向けた

効率化を図ります。 
 

品の製造状況 
○製造工程の採算性の

確保に向けた効率化

への取組状況 
 
＜評価の視点＞ 
○勲章を確実に製造

し、納品しているか。

機械化の推進を含む

製造工程の効率化、

省力化に取り組んで

いるか。伝統技術の

確実な維持・継承と

職員の技術向上に向

けて取り組んでいる

か。 
○貨幣製造技術の維

持・向上に資する製

品を製造している

か。効率化に向けて

取り組んでいるか。 

る貨幣製造技術の維持・向

上につながる製品の製造に

注力し、貨幣の偽造防止技

術などを活かした新製品の

開発等を行った。 
受注品については、発注

者の性格、製品の主旨・利

用目的を踏まえ、国民栄誉

賞や地方公共団体における

功労章等、公共性が高いと

判断できる製品に限ってお

り、また、原則として官公

庁等の一般競争入札に参加

しての受注・製造は行って

いない。 
貨幣製造技術の維持・向

上に資する製品の製造状況

については、１６頁を参照。 
金属工芸品のプレス加工

を行う際に用いる金型（ダ

イセット）は、製品によっ

て極印の外形仕様が異なる

ため、その都度、極印の形

状に合わせたものに交換す

る必要があった。このため、

本中期目標期間中も引き続

き、極印の外形仕様を揃え、

共通の金型を使用できるよ

うにすることで段取り時間

の短縮に取り組んだ。 
また、金属工芸品の模様

の彫刻作業及び外周切取作

業において、自動化機械で

あるマシニングセンタを使

用し、本中期目標期間中も

引き続き作業の省力化・効

率化に取り組んだ。 

 
４．その他参考情報 
特になし 
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様式１－２－４－１ 行政執行法人 中期目標期間評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項）様式 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅱ―３－（２） 貴金属の品位証明・地金及び鉱物の分析業務 

関連する政策・施策 － 当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
独立行政法人造幣局法第１１条第１項第６号 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
－ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 区分 達成 
目標 

基準値 
（前中期目標期間 
最終年度値等） 

25 
年度 

26 
年度 

27 
年度 

28 
年度 

29 
年度 

 25 
年度 

26 
年度 

27 
年度 

28 
年度 

29 
年度 

【参考】 
貴金属の品位

証明業務の受

託及び収支状

況 

受託数量（個数） 

  

238 千個 251 千個    
予算額（千円） 35,878,967 28,948,707 

   
売上高 42 百万円 42 百万円 
売上原価 37 百万円 38 百万円 決算額（千円） 34,830,503 29,942,422 
売上総利益  5 百万円  4 百万円 経常費用（千円） 30,074,571 31,594,779 

【参考】 
地金及び鉱物

の分析業務の

受託及び収支

状況 

受託数量 
（件数／成分数) 

  

59件／82成
分 

55件／79成
分 

経常利益（千円） 890,116 1,237,651 

売上高 3,560千円 3,312千円 行政サービス実施 
コスト（千円） △351,495 △931,733 

売上原価 3,383千円 2,816千円 
売上総利益 

177千円 496千円 
従事人員数 
（各年度 4 月 1 日現在） 4 人 4 人 

注）予算額、決算額は支出額を記載。 
予算額、決算額、経常費用、経常利益、行政サービス実施コストは、造幣局全体での金額を記載。 
従事人員数は、貴金属の品位証明・地金及び鉱物の分析業務に従事する常勤職員数を記載。 

３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 評定 B 
 （2）貴金属の品位証明・地金

及び鉱物の分析業務 
貴金属の品位証明の業務に

ついては、需要への影響等も注

視しながら、更なる収支の改善

に向けた取組を行うとともに、

将来的な事業廃止に向けた検

討を行う前提として、業界の自

主的な取組等により、造幣局が

品位証明を行わずとも問題が

生じないかどうか確認するも

（２）貴金属の品位証明・地金

及び鉱物の分析業務 
貴金属の品位証明業務につ

いては、消費者保護や貴金属取

引の安定に寄与する公共性の

高い業務であり、前中期目標期

間中に実施した対策を引き続

き行うとともに、需要への影響

等と手数料体系の両面からの

検討を行い、更なる収支の改善

を図ります。 

 
 
○貴金属の品位証明業

務の実施状況 
 
 
 
 
 
 
 

＜主要な業務実績＞ 
 
・ 貴金属製品の品位証明

業務については、消費者

保護や貴金属製品取引

の安定に寄与するもの

であり、業界団体からも

業務継続の要望がある

ことを踏まえつつ、本業

務に係る収支が相償と

なるよう、従前から実施

＜評定と根拠＞ 
評定：Ｂ 
貴金属の品位証明業務につ

いては、従前からの取組を継

続した結果、引き続き収支相

償となったことは評価でき

る。 
消費者等への周知活動に積

極的に取り組むことで品位証

明業務についての国民の理解

促進を図った。関係団体への

＜評価の視点＞ 

 業界の自主的な取組等を調査のうえ、業務が確実に実施されたか。 

 （注）収支の状況は、Ⅰ－１－（４）（品位証明業務等における取組）

において評価。 

 

＜評価に至った理由＞ 

 関係業界との交流会、意見交換及び周知活動の実施を通じて、各団体

の継続要請を確認し業務を実施した。平成 26 年度においては、受注し

た 251千個のうち 200個について、本来の品位と異なるマークを打刻す

るミスが生じた。作業中にこの事実が判明したため、直ちに発注者に連

絡し了解を得た上で修復作業を行った。 
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のとする。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

している方策を引き続

き継続した。 
また、ジュエリー関係

者（日本ジュエリー協会

が育成しているジュエ

リーコーディネーター）

との交流会や造幣東京

フェア等のイベント開

催の機会を捉えての消

費者及び関係業界への

周知活動を積極的に行

うことにより、品位証明

業務についての国民的

理解の促進に努めた。 
なお、品位証明の依頼

を受けたプラチナ製ネ

ックレス２００個のホ

ールマーク打刻作業に

おいて、証明すべき品位

とは異なる打刻印を、作

業者が取り違えて使用

した事案が発生した。作

業終了時の確認におい

て品位が誤っているこ

とを発見し、依頼者の了

解を得て、誤った品位を

打刻した製品は品位を

消印したうえで依頼者

に返却し、依頼者から送

付を受けた代わりの金

具（ホールマークを打刻

する部分）に正しい品位

を打刻して、依頼者に返

した。 
このため、当該ネック

レスについては依頼者

において金具の交換を

行う必要が生じたこと

から、当該金具に係る加

工・交換のための費用に

ついて、依頼者に支払い

ヒアリング等による実態調査

を実施した結果、いずれの団

体からも消費者保護のため造

幣局の品位証明制度の継続を

要望されたことから、公共的

な役割を果たしていると評価

できる。 
なお、品位証明印（ホール

マーク）の打刻作業における

打刻印の取り違えが発生した

ものの、作業終了時にこれを

発見し、依頼者の了解を得て

正しい品位を打刻し直したう

えで依頼者に返却するととも

に、作業手順の改善等の再発

防止策に取り組んだ。 
地金及び鉱物の分析業務に

ついても、従前からの取組を

継続した結果、引き続き収支

相償となったことは評価でき

る。 
地金及び鉱物の分析業務

は、双方の分析が異なる場合

に第三者機関として実施する

審判分析等により取引の安定

に寄与しており、公共的な役

割を果たしていると評価でき

る。 
 
 
 
 
 
 
 
 
以上のことから、貴金属の

品位証明・地金及び鉱物の分

析業務については、品位証明

印の打刻作業における打刻印

の取り違えが発生したもの

 地金及び鉱物の分析業務については、双方の分析が異なる場合に第三

者機関として実施する審判分析により取引の安定に寄与し、公共的な役

割を果たした。 

 品位証明印の打刻ミスについては、当業務の信頼に関わる問題であり

重く受け止める必要があるが、誤った証明が外部に流出する事態を内部

チェックにより防いだこと、また、本中期目標期間を通じて、当該 200

個以外の証明業務は確実に実施されており、業界との対話も丁寧に行わ

れていることを踏まえ、中期目標における所期の目標を下回るとまでは

言えないものとしてＢとしたもの 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策＞ 

 品位証明印の打刻間違いについては、すでに再発防止策が講じられて

いるが、徹底した対応を求める。 
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地金及び鉱物の分析業務に

ついては、取引において双方の

分析が異なる場合に第三者機

関として実施する審判分析等

を通じ、公共的な役割を果たす

ものとする。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
また、業界の自主的な取組等

を確認するため、造幣局が品位

証明を行わずとも問題が生じ

ないかどうか定期的に関係団

体へのヒアリング等により実

態を調査していきます。 
 
地金及び鉱物の分析業務に

ついては、効率的な業務運営に

ついての検討を行いつつ、取引

において双方の分析が異なる

場合に第三者機関として実施

する審判分析等を通じ、公共的

な役割を果たすものとします。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○品位証明業務におけ

る収支改善状況 
○業界の自主的な取組

に関する実態調査の

状況 
 
 
○地金及び鉱物の分析

業務の効率的な事務

運営についての検討

状況 
○地金及び鉱物の分析

業務についての審判

分析等の実施状況 
 
＜評価の視点＞ 
○貴金属の品位証明業

務における収支改善

に継続して取り組ん

でいるか。 
○品位証明業務の役割

等について、国民各層

を行った。再発防止策と

して、打刻前の確認徹底

を図るとともに、打刻作

業時に使用する「打刻確

認カード」（貴金属製品

の地金の種類や品位を

明記することで、当該貴

金属製品にどの打刻印

を用いればよいかを確

認するためのカード）を

地金の種類と品位別に

色分けするとともに、打

刻印そのものについて

もカードと同じ色のテ

ープを貼り、作業者の視

覚的な識別性を高める

ことで、打刻印の取り違

えを防ぐこととし、作業

手順を改善した。 
・ 品位証明業務における

収支改善の状況につい

ては、１８頁を参照。 
・ 業界の自主的な取組に

関する実態調査の状況

については、１９頁を参

照。 
・ 地金及び鉱物の分析業

務については、双方の分

析が異なる場合に第三

者機関として実施する

審判分析等により取引

の安定に寄与しており、

このような公共的な役

割を担いつつも、効率的

な業務運営を行うよう、

従前から実施している

アクションプログラム

を引き続き継続した。 

の、事後の対応は適切であっ

たこと、その他の定性的な取

組についても、中期計画にお

ける所期の目標を達成してい

ると認められることを踏ま

え、「Ｂ」と評価する。 
 
＜課題と対応＞ 
品位証明印（ホールマーク）

の打刻作業における打刻印の

取り違えについては、再発防

止のため、引き続き、打刻前

の確認徹底を図り、打刻印の

取り違えを防ぐ必要がある。 
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への理解の確立・促進

に向けた周知活動に

取り組んでいるか。 
○関係団体へのヒアリ

ング等による実態調

査を実施しているか。 
○地金・鉱物分析業務の

効率的な事務運営の

検討を行っているか。 
 
 

 
４．その他参考情報 
特になし 
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様式１－２－４－２ 行政執行法人 中期目標期間評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅲ－１ 予算（中期計画の予算）、収支計画、資金計画 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
－ 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 区分 達成目標 基準値 

（前中期目標期間 
最終年度値等） 

25 
年度 

26 
年度 

27 
年度 

28 
年度 

29 
年度 

（参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要な情

報 

棚卸資産回転率 棚卸資産回転率 

本中期目標期間中の実

績平均が前中期目標期

間中の実績平均値を上

回る 

3.22 回 3.25 回 
3.25 回 

（本中期目標期間中の実

績平均値） 

   平成 26 年度の棚卸資産回転率は 3.25 回 
売上高を期首及び期末の棚卸資産評価

額の平均で除して算出 

経常収支率の状況 経常収支率 毎年度の実績が 100％以

上 100％ 103.0％ 103.9％ 経常収益を経常費用で除したうえで１

００を乗じて算出 

売上高販管費率の状況 売上高販管費率 

本中期目標期間中の実

績平均が前中期目標期

間までの実績平均値を

下回る 

17.8％ 15.7％ 
15.0％ 

（本中期目標期間中の実

績平均値） 

平成 26 年度の売上高販管比率は 14.3％ 
研究開発費を除く総務・企画部門の販売

費及び一般管理費を売上高で除したう

えで、１００を乗じて算出 
 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 評定 B 
 Ⅳ．財務内容の改善に関する事

項 
造幣局は、標準原価計算方式

による原価管理について、差異

分析結果を適切に反映させる

など、収支を的確に把握しつ

つ、業務運営の更なる効率化に

努め、本中期目標期間内につい

ても採算性の確保を図るもの

とする。 
なお、標準原価計算制度の運

用に当たっては、より厳格かつ

コスト意識を持った原価管理

を行うためにも、基幹業務であ

る貨幣製造部門については、一

層の原価の把握・計算ができる

よう見直しの検討を行うもの

Ⅲ．予算（人件費の見積りを含

む。）、収支計画及び資金計画 
業務運営の効率化に関する

目標を達成するため、標準原価

計算における原価差異の分析

等の手法を活用し、造幣局の組

織運営形態に合わせた適切な

部門別管理を行うことにより、

部門別の収支を的確に把握し、

採算性の確保を図ります。 
なお、造幣局が原価管理に用

いている標準原価制度の運用

に当たっては、差異の分析及び

配賦をより精緻に行うよう努

めます。具体的には、基幹業務

である貨幣製造部門について、

差異の分析及び配賦をより精

 
 
○標準原価計算におけ

る原価差異の分析等

の手法の活用状況 
○適切な部門別管理に

よる部門別収支の把

握、採算性の確保の

状況 
○差異の分析及び配賦

の精緻化の状況 
 
 
 
 
 
 

＜主要な業務実績＞ 
 
・ 業務運営の効率化に関す

る目標の確実な達成に向け

て、業務運営に伴う収支状

況を把握するため、ＥＲＰ

システムを活用し、貨幣製

造部門、貨幣販売部門、勲

章・金属工芸品製造部門及

び品位証明部門別、本支局

別及び工程別にコストを試

算し、収支見込みの管理を

行った。また、年度当初に

設定した標準的な作業費用

と実際の発生費用の差異を

作業時間及び貨幣製造等業

務量など業務運営の実績を

＜評定と根拠＞ 
評定：Ｂ 
棚卸資産回転率（本中期

目標期間中の実績平均値

３．２５回）については、

ＥＲＰシステムの活用等に

より棚卸資産の圧縮に努め

たことにより、目標を達成

した。 
経常収支率（平成２５年

度１０３．０％、平成２６

年度１０３．９％）、売上高

販管費率（本中期目標期間

中の実績平均値１５．０％）

については、ＥＲＰシステ

ムの活用により部門別収支

を把握し、原価差異の分析

＜評価の視点＞ 

 部門別管理を行うことにより、部門別の収支を的確に把握し、採算性

の確保を図られたか。 

 民間企業と同等の財務内容の情報開示を行ったか。 

 

＜評価に至った理由＞ 

 ＥＲＰシステムの活用により、部門別に収支を管理し、その状況を理

事会において検討すること等を通じて業務改善に取り組んでいる。さら

に、原価差異分析や支出内容の点検の実施などを通じて、経費の削減及

び在庫管理に取り組んだ結果、棚卸資産回転率、経常収支率及び売上高

販管費率は、数値目標を達成した。 

 財務内容についてはホームページ等を通じて、民間企業と同等の情報

開示を行っていると認められる。 

 以上を踏まえ、中期目標における所期の目標を達成しているとしてＢ

としたもの。 
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とする。 
また、事業全体について、上

記「Ⅱ．業務運営の効率化に関

する事項」で設定する指標を用

いて、本中期目標期間の具体的

な目標を設定し、その確実な実

行に努めるものとする。 
これらを通じて、経営環境の

変化等で貨幣等の製造数量が

急速に落ち込んだ場合などに

おいても、円滑な業務運営が行

えるよう財務体質の強化を図

るものとする。 
さらに、財務内容について、

引き続き、偽造防止上の観点や

受注条件に影響を及ぼさない

よう配意しつつ、でき得る限り

民間企業で行われているもの

と同等の内容の情報開示を行

うものとする。 

緻に行い、貨幣の種類別に、よ

り厳密な原価の把握・計算がで

きるよう、見直しの検討を行い

ます。 
また、製造工程の効率化に関

しては、適正な在庫管理をみる

指標である「棚卸資産回転率」

を選定し、本中期目標期間中の

実績平均値が前中期目標期間

中の実績平均値を上回るよう

に取り組みます。 
（計算式）棚卸資産回転率＝売

上高÷期首期末棚卸資産平均

額 
事業全体についての経営指

標として「経常収支率」を選定

し、また、新たに更なる効率化

を表わす指標として「売上高販

管費率」を選定することによ

り、本中期目標期間中、経営環

境の変化等で貨幣等の製造数

量が急速に落ち込んだ場合に

も十分対応できる健全な財務

内容の維持・改善に取り組みま

す。 
（Ⅰ.１.（１）「経費削減に向け

た取組」参照） 
さらに、財務内容について、

引き続き、偽造防止上の観点や

受注条件に影響を及ぼさない

よう配意しつつ、でき得る限り

民間企業で行われているもの

と同等の内容の情報開示を行

います。 
 
予算、収支計画、資金計画につ

いては、別紙参照。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○棚卸資産回転率の状

況 
 
 
 
 
 
○経常収支率の状況 
○売上高販管費率の状

況 
○民間企業と同等の財

務内容の情報開示の

状況 
 
 
＜評価の視点＞ 
○棚卸資産回転率、経

踏まえて分析するととも

に、貨幣製造契約の変更、

貨幣販売計画の変更等に伴

う収入についても試算し

た。それらの結果を踏まえ、

必要の都度収支状況を理事

会で報告し、必要な業務改

善の検討を行っている。な

お、差異の分析及び配賦を

より精緻に行うため、貨幣

の種類別により厳密な原価

の把握・計算ができるよう

に原価情報の取りまとめ作

業を実施した。 
本中期目標期間中におい

ても、部門別に収入見込み

を精査しつつ、ＥＲＰシス

テムの活用等により、コス

トの発生原因をきめ細かく

分析し、収支見込みを必要

の都度見直すとともに、支

出内容を点検し、経費の削

減を行うとともに、採算性

の確保を図った。 
・ 棚卸資産回転率について

は、本中期目標期間中の実

績平均値は３．２５回とな

り、中期計画の目標値であ

る前中期目標期間中の実績

平均値３．２２回を上回っ

た。 
・ 経常収支率の状況及び売

上高販管費率の状況につい

ては、７頁を参照。 
・ 平成２４年度及び平成２

５年度における財務諸表等

については、財務大臣の承

認を受け、独立行政法人通

則法第３８条第４項の規定

に基づき、直ちに所要の手

続を行い、造幣局ホームペ

等の手法を活用することで

採算性の確保に取り組んだ

結果、目標を達成した。 
財務内容については、民

間企業と同等の情報開示を

行った。 
 
 
以上のことから、予算（中

期計画の予算）、収支計画、

資金計画については、全て

の定量的な数値目標を達成

しており、その他の定性的

な取組についても、中期計

画における所期の目標を達

成していると認められるこ

とを踏まえ、「Ｂ」と評価す

る。 
 
＜課題と対応＞ 
特になし。 
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常収支率及び売上高

販管費率が目標を達

成できているか。 
○標準原価計算におけ

る原価差異の分析等

の手法を活用した部

門別収支の把握、採

算性の確保に取り組

んでいるか。 
○民間企業と同等の財

務内容の情報開示に

取り組んでいるか。 

ージへの掲載、一般の閲覧

及び官報への掲載により情

報開示を行った。 
 
 

 
４．その他参考情報 
特になし 
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様式１－２－４－２ 行政執行法人 中期目標期間評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅲ－２ 短期借入金の限度額 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
－ 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

（前中期目標期間最終年

度値等） 

25 年度 26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 （参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要な

情報 
         

 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 評定 － 
 － Ⅳ．短期借入金の限度額 

 
予見しがたい事由により緊

急に借入れする必要が生じた

場合の短期借入金の限度額を

80 億円とします。 
（注）限度額の考え方：国への

貨幣等の納入時期と、国から

の貨幣等製造代金の受入時

期に、最大 3 カ月程度のタイ

ムラグを見込んで積算して

います。 
 

 
○短期借入れの状況 
 
＜評価の視点＞ 
○適切な短期借入れを

行っているか。 

＜主要な業務実績＞ 
○短期借入金の状況 

実績なし。 
 

＜評定と根拠＞ 
－ 
 

＜課題と対応＞ 
特になし。 

 

－ 
 

 
４．その他参考情報 
特になし 
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様式１－２－４－２ 行政執行法人 中期目標期間評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅲ－３ 不要財産又は不要財産となることが見込まれる財産がある場合には、当該財産の処分に関する計画 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
－ 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 区分 達成目標 基準値 

（前中期目標期間 
最終年度値等） 

25 
年度 

26 
年度 

27 
年度 

28 
年度 

29 
年度 

（参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要な

情報 
    ○      

 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 評定 B 
 －  

 
職員宿舎等の見直しによる廃止

に伴い生じた、又は生じる不要財産

を以下のとおり国庫へ返納します。 
（1）観音宿舎の一部（4 号棟及び

庁舎分室）（平成 23 年度末及び平成

22 年度末廃止済） 
① 財産の概要 
 土地：広島県広島市佐伯区坪井

（面積 5,025.18 ㎡） 
 建物：４号棟及び庁舎分室 
（延面積 1,769.89 ㎡） 
 建物付属設備：照明装置等 17 件 
 構築物：囲障等 11 件 
 立木：樹木 1 件 
 合計簿価：2.2 億円 
（平成 23 年度末時点） 
② 国庫納付の時期 
 平成 25 年度中とする。 
③ 国庫納付の方法 
 現物による納付とする。 
（2）西山宿舎 

 
 
○不要財産の処分の状

況 
 
＜評価の視点＞ 
○不要財産の適切な処

分を行っているか。 

＜主要な業務実績＞ 
 
・不要財産の処分の状況 
平成２３年度末に廃止し

た広島支局観音宿舎の一

部（４号棟）及び平成２

２年度末に廃止した広島

支局庁舎分室について

は、平成２５年６月２７

日付で現物による国庫納

付を行った。 
 

＜評定と根拠＞ 
評定：○ 
広島支局観音宿舎の一部（４

号棟）及び広島支局庁舎分室に

ついては、現物による国庫納付

を行ったことから、適切に処分

したものと認められる。 
 
以上のことから、不要財産又

は不要財産となることが見込

まれる財産がある場合には、当

該財産の処分に関する計画に

ついては、定性的な取組につい

て中期計画における所期の目

標を達成していると認められ

ることを踏まえ、「○」と評価

する。 
 
＜課題と対応＞ 
特になし。 

 

＜評価の視点＞ 

 不要財産又は不要財産となることが見込まれる財産について、適切

な処分（検討を含む）が行われたか。 

 

＜評価に至った理由＞ 

 不要財産については、全て適切に国庫納付を行っており、中期目標

における所期の目標を達成しているとしてＢとしたもの。 
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（平成 28 年度末廃止予定）  
① 財産の概要 
 土地：広島県広島市佐伯区皆賀

（面積 1,807.08 ㎡） 
 建物：第一男子寮及び倉庫 
（延面積 780.33 ㎡） 
 建物付属設備：冷暖房装置等 3 件 
 構築物：埋下水等 10 件 
 立木：樹木 1 件 
 合計簿価：0.7 億円 
（平成 23 年度末時点） 
[注記] 財産の概要については、現時

点でのものであり、国庫納付時 

までに変更することがある。  
② 国庫納付の時期 
  平成 29 年度中とする。 
③ 国庫納付の方法 
 現物による納付とする。 
 

 
４．その他参考情報 
特になし 
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様式１－２－４－２ 行政執行法人 中期目標期間評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅲ―４ 上記に規定する財産以外の重要な財産を譲渡し、又は担保に供しようとするときは、その計画 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
－ 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

（前中期目標期間最終年

度値等） 

25 年度 26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 （参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要な

情報 
         

 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 評定 － 
 －  

 Ⅲ－３．に規定する財産以外

に、資産債務改革の趣旨を踏ま

え、組織の見直し及び保有資産

の見直しの結果、遊休資産が生

ずる場合、当該遊休資産につい

て、将来の事業再編や経営戦略

上必要となるものを除き、適切

な処分を行います。 

 
○重要な財産の譲渡、又

は担保の状況 
 
＜評価の視点＞ 
○重要な財産の譲渡、又

は担保について適切

な処分を行っている

か。 
 

＜主要な業務実績＞ 
・重要な財産の譲渡、又は

担保の状況 
実績なし。 

＜評定と根拠＞ 
  ―   
 
 
 
 
 
＜課題と対応＞ 
特になし。 

 

－ 
 

 
４．その他参考情報 
特になし 
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様式１－２－４－２ 行政執行法人 中期目標期間評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅲ－５ 剰余金の使途 

当該項目の重要度、難易

度 
 
 

関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
－ 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

（前中期目標期間最終年

度値等） 

25 年度 26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 （参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要な

情報 
         

 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 評定 － 
 －  

 
決算において剰余金が生じ

たときは、施設・設備の更新・

整備のほか、職員の資質向上の

ための研修等の充実、研究開発

業務の充実、貨幣の信頼を維持

するために必要な情報提供の

充実、職場環境の整備、及び環

境保全の推進に充てます。 
 

 
 
○剰余金の使途の状況 
 
＜評価の視点＞ 
○適正な剰余金の使途

となっているか。 
 

＜主要な業務実績＞ 
 

・剰余金の使途については、

実績なし。 
・平成２６年度末の利益剰

余金は１５９．９億円で、

そのうち積立金が１４

７．５億円、平成２６年

度末の当期未処分利益が

１２．３億円である。 
 

＜評定と根拠＞ 
  ―   
 
 
＜課題と対応＞ 
特になし。 

 

－ 
 

 
４．その他参考情報 
特になし 
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様式１－２－４－２ 行政執行法人 中期目標期間評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅳ－１ 人事に関する計画 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
－ 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 区分 達成目標 基準値 

（前中期目標期間 
最終年度値等） 

25 
年度 

26 
年度 

27 
年度 

28 
年度 

29 
年度 

（参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要な情報 

内部研修受講者数 内部研修受講者数 300 人以上 300 人 503 人 569 人     
企業派遣研修受講者数 企業派遣研修受講者数 9 人以上 9 人 9 人 9 人  
【参考】 
採用状況 
〈当該年度の途中又は翌年度

期初に採用した人員数〉 

総合職・一般職   3 人（2 人） 3 人（2 人） 試験採用 （ ）内書は女性 
技能職    10 人（3 人） 8 人（2 人） 選考採用 （ ）内書は女性 

 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 評定 B 
 １．人事に関する計画 

造幣局は、業務運営の効率化

及び業務の質の向上に関する

目標の達成を図るため、職員の

資質の向上のための研修及び

確実かつ効率的な業務処理に

則した人事に関する計画を定

め、それを着実に実施するもの

とする。 
なお、個々の職員が誇りと使

命感を持ち、高い職業意識の中

で職務を遂行することができ

るよう、努めるものとする。 

１．人事に関する計画 
（１）人材の効率的な活用 
優秀な人材を確保するとと

もに、職員の資質向上のための

研修などを通じて計画的な人

材育成を行い、適材適所の人事

配置を推進します。 
なお、個々の職員が誇りと使

命感を持ち、高い職業意識の中

で職務を遂行することができ

るよう努めます。 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
○人材確保の状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜主要な業務実績＞ 
 
・ 一般職員の採用に当たって

は、造幣局での職務内容等につ

いて官庁業務合同説明会、造幣

局ホームページ等で周知に努

め、造幣局での勤務を志望する

者の中から面接を重視した人

物本位の採用を行った。 
また、技能職員の採用に当た

っては、求人票の早期の発送、

職場見学会の開催により、優秀

な人材確保に努めた。 
以上のほか、一般職員の採用

に当たり、平成２６年４月１日

付及び平成２７年４月１日付

採用内定者のうち各１人につ

いては、配置先の状況や内定者

の経歴等を考慮し、適材適所の

＜評定と根拠＞ 
評定：Ｂ 
人材の効率的な活用につい

ては、面接を重視した人物本

位の採用を行うことなどによ

り、所要の人材の確保に取り

組むとともに、適材適所かつ

人材育成に配慮した人事配置

を推進した。また、人事評価

制度の運用については、必要

な指導を行うことにより、各

人の能力向上・スキルアップ

に取り組んだ。 
研修については、組織力強

化に貢献できる人材育成を目

指したコミュニケーション能

力の向上に資する研修や、専

門性能力の向上を目的とした

外部研修等を実施し、その実

＜評価の視点＞ 

 人材の効果的な活用や、計画的な人材の育成が適切に行われたか。 

 

＜評価に至った理由＞ 

 人材の確保については、職場の魅力が伝わるよう採用案内を刷新し

たほか、各種説明会等を通じて積極的に広報活動を行った。人材の育

成については、計画的に研修を実施し、内部研修受講者数及び企業派

遣研修受講者数について数値目標を達成した。また、本中期目標期間

中においては職員３名が「大阪府職業能力開発協会会長賞」を受賞し、

人材育成の成果が認められた。 

 以上を踏まえ、中期目標における所期の目標を達成しているとして

Ｂとしたもの。 
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（２）職員の資質向上のための

 
 
 
○適材適所の人事配

置の推進状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

観点から同年１月１日付採用

に変更のうえ、人員配置を行っ

た。 
・ 人事配置については、業務の

効率化を進める中で、業務量に

応じた適正な人員配置を行う

とともに、職員の職務能力、適

性、将来性などを総合的に勘案

することを基本として実施し

た。特に、事業の着実な運営と

発展を継続していくためにも、

適切な人員配置は重要であり、

枢要な管理職ポストについて

は、実行力・指導力のある人材

を人物本位で選考し配置した。 
なお、引き続き一般職及び研

究職の職員については、業務に

対する専門性を高めるため、人

事異動のサイクルを長くして

できるだけ同じポストに留め

ることを方針とした。 
人事評価制度においては、年

１回の能力評価と年２回の業

績評価により、職員が職務を遂

行するに当たり発揮した能力

と挙げた業績を正しく把握し、

採用試験の種類や年次にとら

われることなく、任用面や給与

面に公正に反映させるととも

に、職員一人ひとりの強み・弱

みを把握し、必要な指導を行う

ことにより、各人の能力向上・

スキルアップを図った。 
目標管理の考え方を採り入

れた人事評価制度の適切な運

用により、評価者と被評価者の

コミュニケーションが活発に

なったほか、職員の能力向上や

スキルアップにつながってい

る。 
 

績評価等を踏まえて翌年度の

研修計画を策定した。その結

果、本中期目標期間中の内部

研修受講者数は１，０７２人、

企業派遣研修受講者数は１８

人であった。中期計画では５

年間で内部研修１，５００人

以上、企業派遣研修４５人以

上を基準値としていたとこ

ろ、中期目標期間が２年間と

なったため、実績がそれぞれ

６００人（１，５００人÷５

×２）以上、及び１８人（４

５人÷５×２）以上であった

ことは、中期計画を実質的に

達成したものと認められる。 
 
 
以上のことから、人事に関

する計画については、内部研

修受講者数について目標を大

きく上回る達成となったこと

をはじめ、全ての定量的な数

値目標を達成しており、その

他の定性的な取組について

も、中期計画における所期の

目標を達成していると認めら

れることを踏まえ、「Ｂ」と評

価する。 
 
＜課題と対応＞ 
特になし。 
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研修計画  
内部研修や民間企業への派

遣等により、職員の資質向上を

図るための研修計画を策定し

ます。さらに、より一層の研修

成果が上がるように、毎年度実

績評価を行い、研修計画を不断

に見直します。 
本中期目標の期間中、以下の

目標達成に取り組みます。 
①  内 部 研 修 受 講 者 数     

1,500 人以上 
②  企業派遣研修受講者数     
45 人以上 
 

 
○計画の策定、実施、

実績評価及び見直

しの状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
・ 各年度の研修については、前

年度に実施した研修の実績評

価等を踏まえ、次のことに重点

をおいて実施した。 
階層別研修については、組織

力強化に貢献できる人材の育

成という観点から、コミュニケ

ーション能力の向上に資する

研修（実習中心）、人事評価に

関する研修、ＩＳＯ、プレゼン

テーション、コーチング及びコ

ンプライアンス（ハラスメント

防止を含む。）等に関する研修

をさらに充実させて実施し、各

階層に求められる職務遂行能

力の養成を図った。 
また、更なるマネジメント力

の向上を図るため、課長研修に

おいて課題設定力及び問題解

決力等を養成する研修、課長補

佐研修において管理・監督者の

あり方と部下指導（リーダーシ

ップ）能力を養成する研修を実

施した。 
目的別研修（職務別研修及び

その他の研修）については、業

務の専門家育成に向けた実務

教育研修を実施し、専門性能力

の向上を図った。 
また、コンプライアンスに関

する研修（全職員対象）、情報

システムに関する研修（会計シ

ステム活用に関する研修）、金

工技能レベルアップ研修及び

ＩＳＯに関する研修（内部監査

員養成研修、内部監査員スキル

アップ研修）を引き続き実施し

て、必要な知識の習得又は技能

の向上を図った。 
さらに、外部機関主催のセミ
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○内部研修受講者数 

ナーに参加する研修等におい

てマネジメント力の向上に役

立つ研修等を実施した。 
外部研修については、専門性

能力の向上を目的として、大阪

商工会議所等が主催する人事

労務管理、広報、財務・経理、

監察、監査、販売管理及び技術

管理等の研修に１４０人を派

遣したほか、業務に必要な資格

の取得・維持のための講習会な

ど、外部研修に計１，３３２人

を派遣した。 
なお、外部研修により技能検

定に合格した者のうち、勲章等

の製造に従事する職員２人（貴

金属装身具製作技能士）及び貨

幣販売業務に従事する職員１

人（機械保全技能士）が、当該

検定試験において優秀な成績

を収めたとして、本中期目標期

間中にそれぞれ大阪府職業能

力開発協会会長賞を受賞した。 
研修終了後は、研修生及びそ

の管理者に研修成果等のアン

ケートを実施し、それを分析す

ること等により、研修について

実績評価を行った。 
平成２７年度の研修計画に

ついては、研修の実績評価及び

人材育成会議での議論等を踏

まえつつ、個々の職員が誇りと

使命感を持ち、高い職業意識の

中で職務を遂行することがで

きるよう、各種の研修を通じて

意識の向上に努め、マネジメン

ト力の強化など職員一人ひと

りの能力向上を図ることによ

る組織力の強化を重点事項と

して策定した。 
・ 本中期目標期間中における内
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○企業派遣研修受講

者数 
 
 
＜評価の視点＞ 
○所要の人材を確保

するとともに適材

適所の人事配置を

推進しているか。 
○内部研修受講者

数、企業派遣研修

受講者数が目標値

以上となっている

か。 
○研修計画の策定、

実施、実績評価及

び見直しのプロセ

スを踏まえて行っ

ているか。 
 

部研修の受講者数は１，０７２

人であった。 
・ 造幣局の内部研修では習得で

きない民間企業における機動

的、効率的な業務の進め方や発

想方法等を習得し、業務に反映

させることを目的として企業

派遣研修を実施し、本中期目標

期間中に１８人が受講した。 

 
４．その他参考情報 
特になし 
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様式１－２－４－２ 行政執行法人 中期目標期間評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅳ－２ 施設・設備に関する計画 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
－ 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 区分 達成目標 基準値 

（前中期目標期間 
最終年度値等） 

25 
年度 

26 
年度 

27 
年度 

28 
年度 

29 
年度 

（参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要な情報 

【参考】 
施設、設備に関する計画 

計画額   122.0 億円 59.4 億円     
実績額   109.0 億円 57.5 億円  

 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 評定 B 
 ２．施設、設備に関する計画 

造幣局は、貨幣及び勲章等そ

の他の製品の製造を確実かつ

効率的に行うために必要な高

機能設備の導入及び更新等に

関する計画を定め、実施するも

のとする。 
計画の実施に際しては、投資

効果及び投資の妥当性等につ

いて厳格な事前審査を実施す

るとともに、審査結果に基づき

必要な計画の見直しを行うな

ど、効果的かつ効率的な施設整

備に努めるものとする。また、

審査結果等を踏まえた投資状

況については、偽造防止上の観

点に配意しつつ、情報開示に努

めるものとする。 

２．施設、設備に関する計画 
貨幣及び勲章等その他の製

品の製造を確実かつ効率的に

行うために必要な高機能設備

の導入及び更新等に関する計

画を定めます。 
計画の策定に当たっては、翌

年度の全体計画策定前に、1 件

1 億円以上の投資案件につい

て理事会において投資目的、規

模、金額、投資効果、調達方法、

投資時期について厳格な審査

を行うとともに、当該年度の 1
件 5 千万円以上の投資案件に

ついて、平成 24 年度に新たに

設置した設備投資検証会議に

おいて事後評価を実施した上

で、理事会で翌年度の全体計画

を審査します。 
計画の実施に際しては、1 件

1 億円以上の投資案件につい

て設備投資検証会議において

理事会での審査結果に沿った

 
○計画の策定、実施、事

後評価及び見直しの

状況 
○投資状況についての

情報開示 
 
 
 
＜評価の視点＞ 
○施設、設備に関する計

画の策定、実施、事後

評価及び見直しのプ

ロセスを確実に行っ

ているか。投資状況の

情報開示に取り組ん

でいるか。 
 

＜主要な業務実績＞ 
・ 計画の策定に当たって

は、中期計画で策定した

施設、設備に関する計画

を基本としつつ、設備投

資検証会議で、前年度に

実施した投資金額５千万

円以上の案件についての

事後評価を実施し、当該

事後評価を踏まえたうえ

で、理事会において全体

計画の精査・検証を行い、

各年度の設備投資計画を

策定した。 
本中期目標期間中にお

いても、１件１億円以上

の投資案件について、理

事会において、投資の必

要性、金額、投資効果等

について個別に事前審議

するとともに、実施に当

たっては、設備投資検証

会議で、事前に実施した

＜評定と根拠＞ 
評定：Ｂ 
設備投資計画については、

設備投資検証会議における前

年度の投資の事後評価結果を

踏まえて策定し、計画の実施

に当たっては、理事会におけ

る審議や設備投資検証会議に

おける検証を行った。また、

投資実績について業務実績報

告書において情報開示を行っ

た。 
設備投資額は、当初計画は

５年間だったところ、中期目

標期間が２年間となったこと

から、平成２５年度及び平成

２６年度の計画の合計額１８

１．５億円と実績１６６．５

億円とを比較すると、その差

は△１５．０億円となった。

これは主に、計画決定後の状

況の変化により仕様の再検討

や導入時期の見直しが必要と

＜評価の視点＞ 

 設備投資計画を策定し着実に実施したか。また、投資後におけるＰＤ

ＣＡサイクルによるマネジメントが適切に行われたか。 

 

＜評価に至った理由＞ 

 設備投資については、仕様の見直しによる受入時期の変更等により、

計画に対し実績が△1.9億円となった。また、ＰＤＣＡサイクルによる

マネジメントについては、設備投資検証会議において審議がなされてい

ること、事前・中間・事後の各段階で、客観的・明示的な意思決定プロ

セスに基づき検証されていることなどを踏まえると、適切に実施されて

いるものと認められる。 

 以上を踏まえ、中期目標における所期の目標を達成しているとしてＢ

としたもの。 

 



100 
 

ものであるかを検証し、検証の

結果、計画の変更が必要な場合

は改めて理事会に付議し審査

を行います。 
このような計画策定、実施、

事後評価を通じて必要な計画

の見直しを行うなど、効果的か

つ効率的な施設整備に取り組

みます。 
また、審査結果等を踏まえた

投資状況については、偽造防止

上の観点に配意しつつ、業務実

績報告書や評価を行う機関に

提出する参考資料において、情

報開示に取り組みます。 
 
 施設、設備に関する計画につ

いては、別紙参照。 

理事会での検討結果に沿

ったものとなっているか

検証のうえ実行した。 
本中期目標期間中に実

施した投資金額５千万円

以上の案件（東京支局移

転先の土地購入、貨幣製

造用溶解設備、東京支局

（仮称）建設事業、熱間

圧延機整備等２５件）に

ついては、設備投資検証

会議で、投資目的の達成

度や、投資時期の妥当性

等について、事後評価を

実施し、当該事後評価を

踏まえたうえで、理事会

において全体計画の精

査・検証を行い、各年度

の設備投資計画を策定し

た。 
 

なり、翌年度に繰越又は取り

やめたこと、及び実施内容の

見直し及び一般競争入札等の

結果、計画額と実行額に差異

が生じたことが要因であり、

適切であったものと認められ

る。 
 
以上のことから、施設、設

備に関する計画については、

全ての定性的な取組について

中期計画における所期の目標

を達成していると認められる

ことを踏まえ、「Ｂ」と評価す

る。 
 

＜課題と対応＞ 
特になし。 

 

 
４．その他参考情報 
本中期目標期間中における設備投資額は、別紙のとおり、平成２５年度及び平成２６年度の当初計画の合計額１８１．５億円に対して実績は１６６．５億円であった。 
なお、計画と実績の差１５．０億円の内訳は以下のとおりである。 

 
 ① 計画決定後の状況の変化により仕様の再検討や導入時期の見直しが必要となり、翌年度に繰越又は取りやめたもの 

自動搬送集積装置             △１．２億円 
成形設備制御システム修理         △０．８億円 

               等、合計     △８．１億円 
 ② 当初計画にはなく、追加で投資を実施したもの 

金型製作機                 ０．５億円 
厚み計                   ０．５億円 

               等、合計      ２．５億円 
 ③ 支払時期が次年度にずれ込んだもの 

圧印機（竪型）              △２．０億円 
貨幣検査機                △１．８億円 

               等、合計     △４．１億円 
 ④ 実施内容の見直し及び一般競争入札等の結果、計画額と実行額に差異が生じたもの 
   東京支局（仮称）建設事業         ＋２．２億円 

東京支局移転先の土地購入         △２．０億円 
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貨幣検査機                △０．９億円 
等、合計     △５．３億円 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



102 
 

様式１－２－４－２ 行政執行法人 中期目標期間評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅳ－３ 職場環境の整備に関する計画 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
－ 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 区分 達成目標 基準値 

（前中期目標期間 

最終年度値等） 

25 
年度 

26 
年度 

27 
年度 

28 
年度 

29 
年度 

（参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要な情報 

【参考】 
職場巡視回数 巡視回数   45 回 43 回 

   

 
【参考】 
民間工場見学参加者数 参加者数   38 人 56 人  

【参考】 
公務災害の発生状況 

災害発生件数 
（休業 4 日以上）   3 件 0 件  

 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 評定 B 
 ３．職場環境の整備に関する計

画 
職員の安全と健康の確保は、

効率的かつ効果的な業務運営

の基礎をなすものである。この

ため造幣局は、安全衛生関係の

法令を遵守するのみならず、安

全で働きやすい職場環境を整

備するための計画を定め、それ

を着実に実施するものとする。 

３．職場環境の整備に関する計

画 
造幣局の業務には、著しく高

い輻射熱にさらされる溶解作

業、圧印等のプレス作業及び勲

章の製造のような匠の技術を

必要とする作業等、様々の作業

があることから、快適な職場環

境の実現と労働者の安全と健

康を確保する必要があります。

このため、労働安全衛生法をは

じめとした関係法令の遵守の

みならず、メンタルヘルスケア

を含め、安全で働きやすい職場

環境を整備するための計画を

定め、その実現に取り組みま

す。 
なお、これらの計画について

は事後評価を行い、必要に応じ

 
 
○関係法令の遵守の

状況 
 
 
○計画の策定、実施、

事後評価及び見直

しの状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜主要な業務実績＞ 
 
・ 本中期目標期間中におい

て、労働安全衛法令の遵守に

関する問題は発生していな

い。 
・ 平成２５年度においては、

職場巡視、安全衛生教育（危

険予知訓練等）、メンタルヘ

ルスケア、健康診断及び保健

指導、労働安全衛生にかかる

リスクアセスメントの推進

等を内容とする職場環境整

備計画を実施した。しかしな

がら、休業４日以上の公務災

害が３件発生した。 
経営陣としてもこれを重

く受け止め、組織を挙げた対

応として、従来の再発防止策

＜評定と根拠＞ 
評定：Ｂ 
労働安全衛生法令の遵守に

ついては、問題は発生しなか

った。 
平成２５年度において、休

業４日以上の公務災害が３件

発生した。これを重く受け止

め、従来の再発防止策に加え

て、安全衛生管理活動の強化

に関する連絡会、作業長・リ

ーダー安全衛生研修を実施す

るとともに、平成２６年度の

職場環境整備計画について

は、当該公務災害の特徴等を

踏まえ、職場巡視や安全衛生

教育等について定めた計画を

策定し、取り組んだ結果、休

業４日以上の公務災害は発生

＜評価の視点＞ 

 職場環境の整備に関する計画を策定し、労働災害の未然防止、職員

の安全・健康の確保に取り組んだか。 

 

＜評価に至った理由＞ 

 本中期目標期間中の各年度において職場環境整備計画を策定し、こ

れに基づいて、職場巡視、安全衛生教育、メンタルヘルスケア等を積

極的に実施している。 

平成 25 年度に発生した休業４日以上の公務災害３件については、

要因分析を行った上で、それぞれの特徴を踏まえた重点取組事項を平

成 26 年度職場環境整備計画に反映させ、再発防止に取り組むととも

に、引き続き、職場巡視や安全衛生教育を実施した。この結果、平成

26 年度においては休業４日以上の労働災害が発生しなかったことは

高く評価できる。さらに、職場環境整備計画の実施状況を事後評価し

改善につなげるなど成果が認められるため、自己評価においてＢとし

た評定は妥当なものと考えられる。 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策＞ 

労働災害に関しては、安全衛生委員会における検証等を通じて危険
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て見直しを行うことにより、快

適な職場環境の形成促進に役

立てます。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（災害発生後直ちに、全課室

長に事故発生に伴う注意喚

起（事故の概要、状況の写真

付）及び類似事故防止のため

の緊急点検を実施）に加え、

安全衛生管理活動の強化に

関する連絡会（三局合同で、

災害に係る状況説明、原因究

明及び再発防止に関する検

討結果についての報告・意見

交換、改めて安全衛生を担当

する理事から職場の安全管

理の徹底についての周知等

を実施）、作業長・リーダー

安全衛生研修（発生した災害

が「非定常作業に付随する作

業」であったことを踏まえた

実技形式による研修を中心

に実施）を実施した。さらに、

平成２６年度における職場

環境整備計画の策定に当た

って、安全活動については平

成２５年度における公務災

害が「非定常作業に付随する

作業」において発生し、加え

て「不安全行動」によるもの

が特徴であることを踏まえ、

①ＫＹ（危険予知）活動、②

不安全行動の防止に関する

取組の推進を、衛生活動につ

いては③職場環境の改善に

関する取組の推進を重点取

組事項として計画すること

とした。 
具体的には、職場巡視、安

全衛生教育（危険体感教育、

労働安全衛生法に関する安

全管理者スキルアップ研修、

ＫＹ活動を盛り込んだ安全

衛生研修、安全衛生活動を積

極的に行っている民間工場

しなかった。 
職場巡視については、本局

３０回、東京支局２７回、広

島支局２９回、三局の安全衛

生委員会による合同職場巡視

２回を実施した。 
 
 
以上のことから、職場環境

の整備に関する計画について

は、平成２５年度において、

休業４日以上の公務災害が３

件発生したが、再発防止策に

取り組み、平成２６年度にお

いては発生しなかったこと、

その他の定性的な取組につい

ては中期計画における所期の

目標を達成していると認めら

れることを踏まえ、「Ｂ」と評

価する。 
 

＜課題と対応＞ 
造幣局は、著しく高い輻射

熱にさらされる溶解作業、圧

印等のプレス作業等、様々の

作業があることから、引き続

き、労働者の安全・健康の確

保に積極的に取り組む必要が

ある。 

箇所の改善等が図られているところであるが、引き続き、労働災害の

未然防止に注力することが重要である。 
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○職場巡視の実施状

況 
 
＜評価の視点＞ 
○関係法令を遵守し

ているか。 
○職場巡視や安全衛

生教育等の実施に

ついて定めた職場

環境整備計画の策

定、実施、事後評価

及び見直しのプロ

セスを踏まえて行

っているか。 
 

の見学会等）、メンタルヘル

スケアの推進（挨拶・声掛け

の励行、メンタルヘルス講演

会、メンタルヘルス診断、職

場復帰支援規程の制定、ＴＨ

Ｐ講習会等）、健康診断及び

保健指導を実施し、平成２６

年度においては、休業４日以

上の公務災害は発生しなか

った。 
平成２６年度における職

場環境整備計画の実施状況

を事後評価し、平成２７年度

における安全衛生活動につ

いては、①先取り型の安全活

動の更なる推進、②声が出る

職場風土の醸成を、重点取組

事項として取り組むことと

した。 
・ 本中期目標期間中における

職場巡視は、本局３０回、東

京支局２７回、広島支局２９

回、三局の安全衛生委員会に

よる合同職場巡視２回（東京

支局及び広島支局各１回）を

実施した。 

 
４．その他参考情報 
特になし 
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様式１－２－４－２ 行政執行法人 中期目標期間評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅳ－４ 環境保全に関する計画 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
－ 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 区分 達成目標 基準値 

（前中期目標期間 
最終年度値等） 

25 
年度 

26 
年度 

27 
年度 

28 
年度 

29 
年度 

（参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要な情報 

回収貨幣の再利用率 回収貨幣の再利用

率（％） 100％再利用 100％再利用 100％再利用 100％再利用     

【参考】 
回収貨幣の使用率 

回収貨幣の使用率

（％）   83％ 81％ 
 

廃棄物の再利用率 廃棄物の再利用率

の増加割合（％） 
前中期目標期間中の平均

値（39.3％）に対し、平

成 26年度を含めた過去 5
年間（平成 22 年度～平成

26 年度）の平均値が 2％
以上増加 

2％増加 
（40.1％） 

1.3％増加 
（39.8％） 

1.8％減少 
（38.6％） 

25 年度の達成目標は、前中期目標期間中

の平均値（39.3％）に対し、平成 25 年度

を含めた過去 5 年間（平成 21 年度～平

成 25 年度）の平均値が 1％以上増加 

エネルギー消費原単位

の改善状況 

エネルギー消費原

単 位 の 改 善 割 合

（％） 

前中期目標期間中の平均

値（156.9kl）に対し、平

成 26年度を含めた過去 5
年間（平成 22 年度～平成

26 年度）の平均値を 2％
以上改善 

2％改善 
（153.7kl） 

2.7％改善 
（152.7kl） 

3.4％改善 
（151.6kl） 

25 年度の達成目標は、前中期目標期間中

の平均値（156.9kl）に対し、平成 25 年

度を含めた過去 5 年間（平成 21 年度～

平成 25 年度）の平均値が 1％以上改善 

 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 評定 B 
 ４．環境保全に関する計画 

造幣局は、製造事業を営む

公的主体として模範となる

よう、地球温暖化などの環境

問題へ積極的に貢献する観

点から、引き続き、ISO14001
認証の維持及び更新を図る

とともに、環境保全に係る指

標設定の検討を行うものと

する。 

４．環境保全に関する計画 
「地球温暖化対策の推進に

関する法律」等に基づく温室効

果ガスの排出抑制、エネルギー

の使用の合理化、リサイクルの

推進その他の廃棄物の排出抑

制、公害の防止等を通じて、環

境への調和のとれた事業活動

を展開します。 
このため、ISO14001 につい

ては、その認証を確実に維持す

るとともに、省資源・省エネル

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜主要な業務実績＞ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜評定と根拠＞ 
評定：Ｂ 
回収貨幣の再利用率につい

ては、確実な再利用に努めた

結果、１００％となり、目標

を達成した。 
廃棄物の再利用率について

は、落ち葉や枯れ枝の一部に

ついても再利用するなど向上

に努めたものの、大規模な工

事等に伴う鉄屑等の売払い等

が減少したことが要因で、本

＜評価の視点＞ 

 法令や政府の方針等に策定された環境保全に関する基本計画

を着実に実施しているか。 

 

＜評価に至った理由＞ 

 環境マネジメントシステムについて、ＩＳＯ14001 認証の維

持・更新審査に合格したほか、回収貨幣の再利用や省エネ対応

機器の購入等を推進した結果、回収貨幣の再利用率及び造幣局

全体のエネルギー消費原単位が数値目標を達成した。特に、エ

ネルギー消費原単位の改善については、室内の二酸化炭素濃度

が低い場合に外気を取り入れないよう空調の制御方法を改善す

ることでガス使用量を節約するなどの取組の結果、目標数値を
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ギー対策の実施、公害防止など

の環境保全に関する計画を定

め、その実現に取り組むととも

に、毎年度事後評価を行い、必

要に応じて見直しを行うこと

により、より一層環境保全と調

和のとれた事業活動が展開で

きるようにします。 
（１）リサイクル  
① 回収貨幣のリサイクル 

回収貨幣は、新地金や製造工

程内で発生する返り材（スクラ

ップ）と混ぜて溶解され、新し

い貨幣を作る材料として再利

用されており、今後とも本中期

目標の期間中、国から交付され

た回収貨幣については 100％
再利用します。溶解する際の回

収貨幣の使用率については、貨

幣品質を維持するために限界

がありますが、溶解方法の工夫

により、回収貨幣の使用向上に

取り組みます。 
② 廃棄物のリサイクル 
環境保全や資源の有効活用

の観点から事業活動の結果排

出される廃棄物の発生を抑制

し、再利用による廃棄物の資源

化に取り組み、前中期目標期間

における廃棄物の再利用率の

平均値に対し、本中期目標期間

中の平均値（ただし、東京支局

移転に伴う廃棄物は対象から

除く。）を 5％以上増加するよ

うに取り組みます。 
 
 
 
 
 
（２）省エネ対応機器の購入等 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
○回収貨幣の再利用

率の状況 
○回収貨幣の使用率

向上に向けての取

組状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○廃棄物の再利用率

の状況 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
・ 国から交付された回収貨幣につい

ては、新地金や製造工程内で発生す

る返り材（スクラップ）と混ぜて溶

解し、新しい貨幣を作る材料として

１００％再利用した。 
溶解する際の回収貨幣の使用率に

ついては、回収貨幣の使用率を高め

るテストを継続することなどによ

り、回収貨幣の使用率の向上に努め

た。 
 
 
 
 
・ 廃棄物の発生を抑制し、再利用に

よる廃棄物の資源化に取り組んだ。

具体的には、古機械、歯科用器具、

シュレッダー紙屑等の売却や廃棄物

の分別の徹底に加え、前年度まで処

分していた桜樹等の枯れ枝の一部を

保水用資材として再利用したり、落

葉を腐葉土にして肥料として再利用

したりすることにより廃棄物の資源

化に努めたが、本中期目標期間中の

平均値は３７．７％となり、中期計

画の実質的な目標値４０．１％を下

回った。 
これは、平成２６年度に大規模な

工事等に伴い発生する鉄屑や機械類

の売払いが減少したこと等によるも

のである。 
 

中期目標期間中の平均値は３

７．７％となった。中期計画

では５年間で５％以上増加を

基準値としていたところ、中

期目標期間が２年間となった

ため、前中期目標期間中の平

均値から２％（５％÷５×２）

以上の増加となる４０．１％

以上が実質的な目標となる

が、これを下回り、達成でき

なかった。 
省エネ対応機器について

は、パソコン、プリンタ等、

の省エネ対応機器の調達を推

進した結果、本中期目標期間

中における調達件数は６２件

となった。 
エネルギー消費原単位につ

いては、冷暖房の適切な使用

に努めたことや、工場の空調

機を改良したこと等、造幣局

全体のエネルギー消費原単位

の改善に取り組んだ結果、本

中期目標期間中の平均値は１

４７．１ｋｌ原油/千トンとな

り、前中期目標期間中の平均

値に対して、６．２％の改善

となった。中期計画では５年

間で５％以上を基準値として

いたところ、中期目標期間が

２年間となったため、実績が

２％（５％÷５×２）以上で

あったことは、中期計画を実

質的に達成したものと認めら

れる。 
光熱水量については、平成

２５年度においては、平成２

４年度に比べて外国貨幣を含

めた貨幣製造数量が増加した

こと等が要因で、電気使用量

が３．１％増加、ガス使用量

大きく超える成果を上げた。廃棄物の再利用率については、目

標とした水準を達成できなかったものの、本中期目標期間中の

最終年度にあたる平成 26年度における廃棄物の総量を過去５年

間の平均値と比べると、大幅な減少となっており、環境問題に

貢献することを目的とした本項目の趣旨に照らせば評価に値す

る成果が認められる。 

 廃棄物の再利用率は目標水準を下回ったが、本項目における

その他の事項については、中期計画における所期の目標を達成

していることに加え、エネルギー消費原単位の改善については

目標を大きく超える成果を上げたことを踏まえ、Ｂとしたもの。 
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新たに購入、又は更新する機

器については、「国等による環

境物品等の調達の推進等に関

する法律」に基づいて定める調

達方針等に従い、極力環境負荷

の少ない省エネタイプの調達

に取り組みます。 
また、温室効果ガス排出量の

削減に向けた設備投資を行う

など地球温暖化などの環境問

題へ積極的に貢献します。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

○省エネタイプ機器

の調達状況 
○地球温暖化などの

環境問題への貢献

の状況 
 
 
 
○エネルギー消費原

単位の改善状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・ 平成２４年７月に策定した「環境

保全に関する基本計画」（計画期間：

平成２５年度～２９年度）に基づき、

前中期目標期間より継続してパソコ

ン、プリンタ等の省エネ対応機器の

購入等を推進した結果、本中期目標

期間中における調達件数は６２件と

なった。 
・ 環境保全と調和のとれた事業活動

を遂行し、地球温暖化などの環境問

題へ積極的に貢献するため、温室効

果ガスの排出の抑制、廃棄物等の削

減、リサイクルの推進、省資源・省

エネルギー対策の実施などに関し

て、上述のとおり、平成２５年度～

２９年度を計画期間とする「環境保

全に関する基本計画」を定め、実現

に努めているところである。 
本中期目標期間中は引き続き、事

務室等で発生する一般廃棄物の減

量、ゴミの分別を実施するとともに、

再生品の調達に努める等、当初計画

に沿って実現に努めた。 
・ 温室効果ガスの排出の抑制等のた

め、造幣局全体のエネルギー消費原

単位の改善に取り組んだ結果、本中

期目標期間中の平均値は１４７．１

ｋｌ原油/千トンとなり、前中期目標

期間中の平均値に対して、６．２％

の改善となった。 
 

エネルギー消費原単位の改善状況 

区   

分 

エネルギ

ー消費量 
(ｋｌ原

油) 

生産数

量 
(トン) 

エネ

ルギ

ー消

費 
原単

位(ｋ
ｌ/千
㌧) 

が２．７％増加、水道使用量

が７．６％減少となった一方、

平成２６年度においては、外

国貨幣を含めた貨幣製造数量

が減少したこと等が要因で、

電気使用量が５．９％、ガス

使用量が９．５％、水道使用

量が３．６％、それぞれ減少

した。 
さらに、環境マネジメント

システムの国際規格であるＩ

ＳＯ１４００１の認証を維持

した。 
 
 
以上のことから、環境保全

に関する計画については、定

量的な数値目標のうちエネル

ギー消費原単位の改善は達成

し、廃棄物の再利用率につい

ては目標を達成できなかった

がやむを得ない要因（大規模

な工事等に伴う鉄屑等の売払

い等の減少）であり、その他

の定性的な取組についても中

期計画における所期の目標を

達成していると認められるこ

とを踏まえ、「Ｂ」と評価する。 
 

＜課題と対応＞ 
廃棄物の再利用率について

は、中期計画を達成できなか

った。これは、全役職員がゴ

ミの分別に努め、シュレッダ

ー屑等に加えて落ち葉や枯れ

枝の一部についても再利用す

るなどの努力を行ったもの

の、平成２６年度に大規模な

工事に伴い発生する鉄屑や機

械類の売払いが減少したこと

等によるものであるが、環境
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（３）光熱水量の使用量削減 
温室効果ガスの排出の抑制

等のため、造幣局全体のエネル

ギー消費原単位を、前中期目標

期間中におけるエネルギー消

費原単位の平均値に対し、本中

期目標期間中の平均値を 5％以

上改善させるように努めるな

ど、エネルギーの効率的使用、

無駄使いの排除を推進するこ

とにより、使用光熱水量の削減

その他使用の合理化に取り組

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○使用光熱水量の削

減その他使用の合

理化への取組状況 
 
 
＜評価の視点＞ 
○回収貨幣の再利用

率は 100％を維持

できているか。ま

た、使用率向上に向

けて取り組んでい

前

中

期

目

標

期

間

中 
の

平

均

値 

8,501.87 54,221 156.9 

本

中

期

目

標

期

間

中

の

平

均

値 

8,272.26 56,533 147.1 

増

減

率 

   

2.7％減

少 

 

4.3％
増加 

 
6.2％
減少

（改

善） 
 
・ 使用量削減のため、夏季及び冬季

における省エネルギーの推進につい

て、冷暖房の使用期間は、冷房は７

～９月、暖房は１２～３月とする等

の方針を定め（４月及び１０月）、各

課において取組を実施した。  
なお、夏季及び冬季において、政

府等から節電要請があったことか

ら、これらの取組により適切に対応

した。 
また、貨幣課検査工場の空調機に

への負荷の軽減を図るため、

引き続き、リサイクルの推進

に取り組む必要がある。 
一方、エネルギー消費原単

位については目標を上回る達

成となった。造幣局において

は、貨幣製造等のために多く

のエネルギーを用いているこ

とから、引き続き、エネルギ

ーの効率的な使用に積極的に

取り組む必要がある。 
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みます。 
 

るか。 
○廃棄物の再利用率 

が目標を達成でき

ているか。 
○省エネタイプ機器 

の調達に取り組ん

でいるか。 
○環境問題への貢献

に取り組んでいる

か。 
○エネルギー消費原 

単位の改善状況が

目標を達成できて

いるか。 
○使用光熱水量削減

その他使用の合理

化に取り組んでい

るか。 
 

ついて、室内の二酸化炭素濃度が低

い場合に外気を取り入れない制御方

法へ改造を行ったことにより、同工

場のガス使用量を１０％程度削減し

た。 
平成２５年度の光熱水量の使用量

については、平成２４年度に比べて

外国貨幣を含めた貨幣製造数量が増

加したことなどにより、電気使用量

が３．１％増加、ガス使用量が２．

７％増加、水道使用量が７．６％減

少となった。平成２６年度について

は、平成２５年度に比べて外国貨幣

を含めた貨幣製造数量が減少したこ

と及び前述の取組などにより、電気

使用量が５．９％、ガス使用量が９．

５％、水道使用量が３．６％、それ

ぞれ減少した。 
さらに、ＩＳＯ１４００１の認証

を維持し、その活用を図った。 
 

 
４．その他参考情報 
特になし 
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（別紙） 

項目別調書№Ⅲ－１ 予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画 
       

項目別調書№Ⅳ－２ 施設、設備に関する計画 

                

平成２５・２６年度予算及び決算 
 

平成２５・２６年度収支計画及び実績 
 

平成２５・２６年度資金計画及び実績 
 

      平成２５・２６年度施設、設備に 

      関する計画及び実績 

（単位：百万円） 
 

（単位：百万円） 
 

（単位：百万円） 
 

（単位：億円） 

区  別 予算額 決算額 
 

区     別 計画額 実績額 
 

区     別 計画額 実績額 
 

区  分 計画額 実績額 

収     入     
 

  収益の部     
 

資金収入 94,625 150,456 
 

施設関連 

貨幣部門 12.2 12.0 

  業務収入 52,997 53,074 
 

    売上高 63,431 63,120 
 

  業務活動による収入 53,574 52,030 
 

その他部門 0.1 0.1 

  その他の収入 508 537 
 

    営業外収益 618 677 
 

    業務収入 53,009 51,440 
 

共通部門 100.4 98.2 

  計 53,505 53,611 
 

      宿舎貸付料等 618 677 
 

    その他の収入 565 590 
 

小 計 112.7 110.3 

支     出     
 

    特別利益 0 4 
 

  投資活動による収入 39,500 96,906 
 

設備関連 

貨幣部門 56.7 46.8 

  業務支出 46,680 47,677 
 

      計 64,049 63,801 
 

  財務活動による収入 0 0 
 

その他部門 3.0 2.5 

    原材料の仕入支出 12,121 14,054 
 

  費用の部     
 

  前年度よりの繰越金 1,551 1,520 
 

共通部門 9.2 7.0 

    人件費支出 17,346 17,571 
 

    売上原価 51,153 50,918 
 

      
 

小 計 68.8 56.2 

    その他の業務支出 9,803 9,008 
 

    （貨幣販売国庫納付金） 7,410 7,043 
 

資金支出 94,625 150,456 
 

合 計 181.5 166.5 

     貨幣法第 10条に基づく 

     国庫納付金の支払額 
7,410 7,043 

 
    販売費及び一般管理費 11,113 10,684 

 
  業務活動による支出 48,854 50,402 

     

  施設整備費 18,148 17,096 
 

    営業外費用 47 67 
 

    原材料の仕入支出 11,611 13,447 
 

（注）各欄積算と合計欄の数字は、四捨五入 

  の関係で一致しないことがある。    計 64,828 64,773 
 

      固定資産除却損等 47 67 
 

    人件費支出 17,379 17,465 
 

    
    特別損失 0 93 

 
    その他の業務支出 10,902 10,138 

     

（注）各欄積算と合計欄の数字は、四捨五入の  
      計 62,313 61,763 

 

     貨幣法第 10条に基づく 

     国庫納付金の支払額 
6,941 7,173 

     

  関係で一致しないことがある。 

  
      純利益 1,735 2,038 

 

     積立金の処分に係る 

     国庫納付金の支払額 
2,021 2,180 

     

    
      目的積立金取崩額 0 0 

 
  投資活動による支出 44,310 98,495 

     

    
      総利益 1,735 2,038 

 
  財務活動による支出 0 0 

     

        
   翌年度への繰越金 1,461 1,559 

     

    
（注１）各欄積算と合計欄の数字は、四捨五入の関係 

        

    
   で一致しないことがある。 

  
（注）各欄積算と合計欄の数字は、四捨五入の 

     

    
（注２）上記の数字は、消費税を除いた金額である。   関係で一致しないことがある。 

      

    
（注３）売上高及び売上原価について、財務大臣から 

        

    
   の支給地金見込額及び実績額を計上している。 

        

    
（注４）「固定資産の減損に係る独立行政法人会計 

         

    
   基準」により減損が認識された資産について 

         

    
   は、財務諸表に記載した。 

          
 


